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本文中の表記方法について

1. 学名はイタリック体で表記した。

2. タイ語及び地方語(地名・固有名詞を除く)は、アルファベットで表記し、全体を引用

符“一"で括った。表記法は、原則として新聞や官報で用いられるものを用いた。声調

は表記せず、子音に関しては、 k-kh、p-phなどのように、 hをつけることで無気音

と有気音の匿別をした(例:1Iil'Uu.n'U -khonkaen)。末子音は、文字に関わらず発音の
とおり表記した(例:fl1宮-kan)。なお、黙音記号などのある発音しない文字は表記し

なかった(例:il印刷れ洲一 songkhro)。母音に関しては、長母音と短母音の区別はしな

かった。

3. 地名・固有名詞は、アルファベット表記と日本語表記(カタカナ)の二通りで綴った。

アルファベットは頭文字を大文字とした。表記原則は、アルファベット表記に関しては、

基本的に上記の方法に準じた。日本語表記では、声調や発音しない文字は表記せず、有

気音と無気音の区別もしなかった。 -ngーはンと表記した。末子音-k，一p，-t， -ng， -n 

はそれぞれク、プ、 ト、ン、ンと表記した。母音に関しては、長母音は母音を「ーjで

のばして表記することで短母音と区別した。一oe-，-aeーにはそれぞ、れワ段、エ段の発音

をあてた。なお、両者とも、異なる表記法がより一般的に用いられている場合には、そ

れを優先した。

4. 引用文献は、[著者 出版年]とし、訳書の場合、[著者原典出版年(訳本出版年)]とし

た。

5. 必要に応じて脚注を挿入した。直接引用できない文献は、その都度脚注に紹介した。

6. タイにおける通貨単位および面積の単位として、それぞ、れパーツ、ライを用いている。

必要に応じて換算値を併記した。ちなみに 1パーツは、経済危機以前の 1994年から 1996

年頃は、 1パーツは約 0.04USドルであり、経済危機後の 1999年 11月には、 1パーツ

は0.026USドル前後となっている。 lライはo.16 haに相当する。
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第1章課題と方法

第1節 問題意識と先行研究

1. 熱帯林消失と持続的な林業

昨今の熱帯地域における森林減少は著しく、そのメカニズムの解明と共に、資源の保全

と再生への道が模索されて久しい。この問題は森林それ自体のみならず、農業・土地問題・

人権・開発政策・国際貿易・政治といった多くの領域に関連する多面的な問題であるが、

森林からの直接・間接的な産物を利用する林業との関わりからいえば、知何にしてこれまで

の略奪的な林業から持続的な林業へ転換しうるか、という点が重要な焦点になっている。

熱帯地域においては、従来豊富な天然林から有用なものだけ抜き伐りし、稚樹を天然更

新させる天然林施業がおこなわれてきた。そのため植民地政府の時代から、天然林から木

材を持続的に生産するシステムを開発し、適用する努力がなされてきた。マレーシアにお

けるマラヤン・ユニフォームシステム(Malayanuniform system; MUS)やその後の東南アジ

アにおける択伐天然更新法(Selectivemanagement system; SMS)の適用はその例である[渡

辺 1996: 124-130J。これらの施業法によって、理論的には持続的に木材を生産できるはず

であった。しかし、実際には伐採・搬出に伴って森林の損傷が生じたり、大径木の有用樹の

みを伐採することによって、林業的な意味での森林の低質化が起こったりするなど問題点

は多い[向上書]。

さらに、天然更新を待つべき林分は、最終的には非伝統的な焼畑・農地開拓や地域紛争

などさまざまな理由により、天然更新ができないままに消失していった。特に農地開拓の

場合、いわゆる「不法耕作者1Jが搬出林道を利用して森林内に「侵入」し、開墾を進めて

いくなど、天然林伐採が間接的にその後の森林減少に影響を与える場合も多い。これらの

結果、天然林施業は、より辺境で有用樹の少ない場所へと押しやられてきている。以上の

ような理由により、結果的に熱帯林の天然林施業による持続的な木材生産はごくわずかと

なっており、現状では有効に機能しているとはいえない[パーク 1992(1994):77J。

このため、天然林における採取林業から、育林管理を経て伐採するサイクルを繰り返す

ことで、木材等の林産物を持続的に生産する林業、つまり育成林業へ移行する必要性が近

年高まりつつある。特に熱帯地域の中でも人口が穂密で、森林減少の激しい東南アジア地

域においては、採取林業から育成林業への転換をどのように進めていくかが、今後の森林

資源の趨勢を決める 1つの鍵になると考えられる。

ところで、このような林業の転換は、歴史的には先進諸国の一部が、近代化前後の過程

l ここで括弧付けとしたのは、彼らの行為が政府の不適切な政策によって「違法jとされる場合

も数多く含んでいるからである。
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で徐々に成し遂げてきたものである。日本やドイツでは、近代化以前、近世の早い時期に

これが達成されたといわれている。特に日本では、育成林業への移行が、当時逼迫してい

た木材需要を支え、当時の日本列島の緑を維持する 1つの要因になったともいわれている

[トットマン 1989(1998):22-27]。

このような経験的事実をもとに、一部の林政研究者によって、森林資源量の歴史的趨勢

に関する仮説が唱えられてきた。たとえば、メイサー[1990(1992)]は対照的な2つの事例、

すなわち資源が劣化した地中海地域と、ある段階で反転を遂げた北アメリカの事例をもと

に、「森林資源利用の歴史的展望」に関するパターンを述べ、他の地域への応用とその際の

問題点について考察している。また、永田ら[1994]は「森林資源に関する U字型仮説」と

して、図 1-1および表 1-1のように、近代化の過程と森林資源の所有形態・利用目的・管

理法等の変遷に関する歴史的トレンドを一般化した。そして、近代化の過程で一旦森林資

源が減少するが、生産林の造成や、その後の脱工業化の過程で資源量が反転する場合があ

ると説いている。

これらのモデルや仮説は、熱帯林の再生問題を考える際の枠組みとしても有益である。

しかし、これを援用する際には以下のような点について注意する必要があるo 第一に、モ

デルが先進諸国の歴史をもとにした、非常に単純化されたものであるため、メイサー

[1990(1992):56]自身が述べるように、「これらのモデルが、世界規模での森林の利用と消

失のトレンドを展望するモデ、ルとして有効であるかどうかは、世界の他の地域の経験に照

らして判断されなければならない」。第二に、現在の熱帯諸国をとりまく国際的な状況は、

経済発展の初期の段階から世界経済の構造の中に組み込まれているという意味で、かつて

先進国が工業化の過程で直面した状況とは異なっており、先進国のモデルをそのまま当て

はめることには問題がある[岩井 1995]。第三に、育成林業への移行や森林資源の反転に伴

って、どのような社会的・生態的変化がもたらされ、住民の生活はどう変わるのか、とい

う住民の立場にたったミクロな視点が抜け落ちている。

このように、上述のような「林業の転換Jが行われる際に、熱帯林問題が抱える先進諸

国の事例とは異なる問題の諸相ーすなわち現代の熱帯諸国に特有の制度的・社会文化的特

徴や、それを取り巻く今日のグローパルな社会環境が与える影響ーを無視して、単一の歴

史モデルをあてはめることはできない。また、民主主義国家である以上、その場所に暮ら

す住民の生活に与える影響を無視することもできない。今日の熱帯地域においても、 f林業

の転換jが起こりうるのであろうか。起こるとすれば、そこにはどのような要因が働き、

どのような制約が存在し、そこに住む住民にどのような影響を与えるのであろうか。この

ような研究は、関[2000]によるフィリヒ。ンのルソン島における事例など、ごく少数にとど

まっており、未だに不明な点が多い。今日の熱帯地域・特に東南アジアにおける育成林業

がどのような条件下で勃興しつつあるのか、それは先進諸国の事例とどのように異なり、

どのような制約を受けているのかを明らかにする必要性が高まっている。
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図 1-1:森林資源に関する U字型仮説

永田ら[1994]p33，図 1-8をもとに作成。

第 1段階

表 1-1: U字型仮説における各ステージ

段階 第 1段階 第2段階 第 3段階 第4段階

(狩猟・採集) (農業) (工業化) (脱工業化)

森林資源量 一定・均衡状態 減少 前半急速な減少 回復

後半:微減から回復

特徴 人間と自然との共 耕地の外延的 近代産業の勃興、近代的農業 資源利用の量的拡大

生、発展への文化的 拡大、林野の の形成、激しい人口増加、森 から質的な変化へ、

抑制や技術的制約 農地への従属 林の木材生産への特化 森林の多様な利用

が大きい

人々の価値 原始的宗教、伝統的 宗教、中世的 中世的価値観からの開放、近 環境思想の広まり

観や規範 社会 価値観 代化の精神

3 
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2. 育成林業の担い手としての農民

一方で、熱帯地域での育成林業がどのような人々によって担われ、どのような形態をと

っているのか、社会的、経済的、環境的にはどれが有利で、どれが望ましいのか、という

議論も、熱帯地域の林業を考える上で重要な論点のひとつで、ある。

このような議論は、林業分野においては比較的新しい議論であるが、農業分野では、以

前から盛んに行われてきた。熱帯地域での農業の担い手・経営形態は、大きく分けると、

国営企業・民間企業・一部の大規模農家などによる大規模・企業的なプランテーション経

営と、小農による小規模な家族経営とに分けることができる。前者は、田中[1990:249]の

言葉を借りれば、 f生産物を世界市場に向けて輸出することを目的に、限られた種類の熱帯、

亜熱帯作物を大面積で効率よく生産するために、多額の資本と大量の労働力を投入し、高

度な栽培加工技術を導入した大規模農園」と定義できる。それに対して後者は、基本的に

は管理労働と単純労働が切り離されておらず、経営部門と家計部門が未分化である家族経

営の性格に代表される。プランテーション経営では、規模の経済や、原料生産から加工ま

での垂直統合(インテグレーション)によるメリットがある一方、労働管理や用地確保に取

引費用がかかるという短所がある。一方で小農による経営では、対照的に土地や労働の獲

得・管理の費用負担の問題から開放される反面、規模が小さく、それぞれが分散している

ため、輸送コストがかさみ大量集荷が難しいという短所を抱えている[山下ら 1999]。

プランテーションが植民地期に熱帯各地にどのように確立していったかを理解すること

は、植民地期以降の熱帯諸国における、農業や他産業の展開を理解する上で重要である。

しかし人口が比較的欄密で、独自の文化が存在していた東南アジアにおいては、プランテ

ーションで栽培されている作物が、農民による農業によっても栽培され、これが無視でき

ない影響力をもっていた。

たとえば田中[1990]は、 20世紀初頭における東南アジアでの「開拓型」プランテーショ

ン拡大期に、小農も現金収入の機会に敏感に反応し、従来の焼畑農業に組み込む形でゴム・

ココヤシなどの栽培作物を受け入れるようになった例を挙げ、プランテーションではない

「農民農業Jの存在という東南アジアの地域的特徴を指摘している。現在ではこれらの作

物は農民によって栽培される割合の方が高い。

また、速水[1995:262]は缶詰用パイナップルの事例を挙げている。フィリピンにおける

パイナップルの大規模プロランテーションよりも、タイでの小農による契約栽培の方がコス

ト的に有利になったことから、「一見して非近代的で低能率であるかに思われる途上国の

農民たちが、農場レベルで雇用労働に依存した大規模経営より高い効率を有する」と論じ

ている。

このように、東南アジアの農業においては、担い手としての農民の存在が研究者の注目

を集めてきた。では、森林・林業においてはどうであろうか。この場合も同様に、国家や
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民間企業による産業目的の林業と、その対極にある住民(農民)による森林利用・管理と

いうこつの形態の存在を考えることができる。前者の例はコンセッション(concession;伐

採権)付与による天然林経営やプランテーション林業であり、後者は共有林管理やホームガ

ーデンなど、住民の伝統的な知識に基づく森林利用・樹木植栽に代表される。

歴史的に両者は対立関係にあることが多く、今日の熱帯諸国では、この対立関係が森林

の存立そのものに大きな影響を及ぼしている。政治生態学(politicalecology)と呼ばれる

アプローチの多くは、森林を、両者が資源へのアクセス権を争う「場」として捉え、関連

するさまざまなアクターの行動と関係性の変化をアクタ一分析によって明らかにしようと

する。 Peluso[1992]は、ジャワ島における「科学的J森林管理の導入が、住民の伝統的な

森林利用を排除していった過程と、それに対する住民(と一部の森林官)によるチーク窃

盗などの抵抗を記述している。植民地行政や独立後の国民国家による近代合理主義は、林

業・森林管理においても「近代化」を確立させる役割を担った。しかし、この「近代化」

は地域住民を無視、あるいは敵視することによっておこなわれたので、両者は森林を巡っ

て激しく対立することになったのである。

社会林業(socialforestry)は、このような対立を緩和するための政府の政策的対応であ

った。これは、これまでの国益重視、産業への貢献を重視しすぎてきた森林政策の反省と

して生まれた言葉であり、「農家、村落あるいは地域社会のレベルで、零細農民と土地をも

たない者が、彼らの手で、または彼らのためにおこなう樹木の植付けと経営j などと定義

される[ワェストピー 1989(1990):247]0 1970年代以降、多くの社会林業を推進するプロジ

ェクトがアジア・アフリカ・熱帯アメリカの各地で実施された。しかし、これらの多くは、

「便益が意図した受益者に流れないという意味で、うまくいっていない[向上書:247LJ

この原因の一つには、プロジェクト対象地域の住民がどのような理由で樹木を植栽する

のか、あるいはしないのか、という情報が不足していることにある [Arnoldand Dewees eds. 

1995:Preface]。プロジェクトが意図したような結果を生まない一方で、住民が何の政策的

介入もなく、自主的に樹木を植栽する事例も多数存在することが、これを裏付けている。

たとえば、ジャワ島における fプカランガン」と呼ばれるホームガーデンは、果樹・野

菜・魚など住民の生活に必要な物資の供給源として、古くからこの島の典型的な土地利用

のーっとなっている[及)112000]。また、ケニアにおける Blackwattle(Acacia mearnsii) 

林のファーミングシステムへの導入は、市場のシグナルに対する農民の反応としてなされ

てきた[Deweesand Saxena 1995]0 1980年代のインドにおいては、数ある社会林業プログ

ラムの中で最もドラスティックな結果をもたらしたものは、農家が個人の保有する私有地

へ造林する農家林業(farmforestry)への援助であった20

Z 農家林業とは、私有地(未利用地や荒廃林地を含む)において行われる造林活動のことである

[FAO 1988: 1]。多くの場合、経済的インセンティブのもとに造成される。本論文では、これによ
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これらの事例は、自給的な樹木植栽から商業的な造林まで多様であり、地域差や住民の

生存戦略の差をそのまま反映している。商業的・産業目的のプランテーションと、自給的

な農民造林というステレオタイプな二元論では、このような多様性は捉えられない。農民

による樹木植栽行動の背後にある要因を、一つ一つ読み角科、ていくことが必要とされてい

るのである。また、ここで「農林業の担い手としての農民j という東南アジア的特色を鑑

みれば、社会林業等の住民を担い手とした林業の普及がどのようになされてきており、そ

れが採取林業から育成林業への転換というコンテクストの中でどのように位置づけられる

のか、という議論も重要になってくる。

3. 農業発展の中の農家林業

上に述べたとおり、住民がどのような理由で樹木を植栽するのか、あるいはしないのか、

という課題に接近するためには、住民を取り巻くさまざまな要因に目を向ける必要がある。

このことは以下の 2つのアプローチに具体化される。第 1に、ここでいうさまざまな要

因は、気候・土壌・地形等の自然環境要因に加え、生業・文化・市場等の社会経済要因、

政府の政策など、住民の生活に関連するあらゆる要素を含んでいる。つまり、住民の生活

全体の中で樹木の果たす役割を考慮することが視点の 1つになってくるのである。第2に、

これらの要因には地域差があり、一方で絶えず変化している。つまり諸要因の変化、たと

えば資源の希少化、生産物価格の変化、開発の進展などに対して住民がどう対応したかを

知ることが、住民の樹木植栽行動を理解するためのもう 1つの視点となる。 Arnold[1995]

は、樹木の管理・植栽をファーミングシステムや生計システム(livelihoodsystem)の中で

捉える全体論的アプローチ(holisticapproach)と、農村変化のダイナミクスの中で捉える

動態的アプローチを提唱している。このようなアプローチに基づく研究は、近年一部の社

会林業研究者の問で注目を浴び、つつある。

たとえば、 Scherr[1995]は西ケニヤの自給的社会における農民の植樹への意思決定を、

生存戦略(livelihoodstrategy)と誘発的革新(inducedinnovation)という 2つの視点から

分析している。常畑化・共有資源の劣化、そして林産物・果物のローカル市場の勃興に応

じて、農民が樹木の管理・植栽を集約化させ、生計の安全保障を得るための多様な樹種の

植栽をすすめていく過程が述べられている。また、 Saxena[1994]は1980年代のインドにお

けるユーカリ植栽ブームとその終震を、「緑の革命j の高収量品種の普及と対比して分析し

ている。東南アジアにおいては、 Subhadhiraet. al. [1988]による、タイ東北部における住

民の樹木管理の事例がある。耕地の他、食料・燃料・飼料の供給源であった森林資源が減

少するに従って、住民は農地内の樹木への所有権を強めたり、利用様式を変えたり、利用

って造成された林およびその経営を、それぞ、れ農家林(farmforest)、農家林経営(farmforest 

management)と呼ぶことにする。
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効率を高めたりして対応し、さらに資源の希少化がすすむと植樹も行われるようになった

と述べている。また、同地域で重富[1997]は、共有地においても希少化の結果、一部では

組織的に資源を保全するところもでてきたと述べている。

このような視点で捉えたとき、資源の希少化のような普遍的な現象に加え、地域的な特

徴(本論の場合、東南アジア的特徴)も考慮する必要がある。その第一に、田中[1990:275，

278]の指摘するような「交易を通じて外部に聞かれた社会」、そして「多数の商品作物を栽

培する商業的な農業空間」といった東南アジアの社会や農林業の特徴が挙げられる。これ

はこの地域において、小農による自給的な農林業と、プランテーションによる商業的・産

業目的の農林業という単純な二元論にはあてはまらない第三のカテゴリー、たとえば「農

民農業Jや農家林業などが、地域の農林業の重要な構成要素になっていることを示唆して

いる。

特に農家林業は、国家・企業と住民が対立関係にありがちだった森林・林業分野におい

て、両者の利害が一致する可能性がある形態の 1つである。 1970年代後半から様々なタイ

プの社会林業政策が実施されてきたインドでは、 1980年代に農家林造成のブ}ムを迎え、

社会林業プロジェクトに従事する関係者の注目を集めた。しかし、同時に農家林造成に援

助することに対して、 1)農家林造成の主な担い手は裕福な階層であり、貧困層は締め出さ

れている、 2)地域住民の木材資源不足の解消や自然環境の改善など、社会的・環境的な便

益が十分に得られない、 3)地主による造林が、土地なし層の雇用環境を悪化させる、など

の批判もなされてきた[Foleyand 8arnard 1984]。

このような議論は主要な樹種であるユーカリにおいて特に顕著であったため、「ユーカ

リ論議(Eucalyptusdebate)Jなどとも呼ばれている[Raintree1991:23-30]0 Raintree[向

上書:30]はこの議論の総括として、ある特定の種、技術、利用者、社会経済条件、そして

開発戦略のもとで議論をしていることを認識する必要があると述べている。それぞれの地

域において、個々の事例を分析する必要があるといえる。

ところで、ユーカリに対する反対は、インドだけではない。東南アジアに位置するタイ

においても、 1980年代後半に住民による反対運動が、東部や東北部を中心に展開したこと

はよく知られている。しかし、タイでのユーカリ批判は、土地を巡る政府と住民の間の争

いがもととなっており、基本的には農家林業自体への批判ではないという点で、インドの

事例とは性質を異にする。後述するように、この地域ではまだ正確な意味での「農家林業」

の研究が少なく、実態が明らかになっていないのである。

第二の地域的な特徴としては、「緑の革命jに代表される農業近代化と、近年の高度経済

成長に起因する急激な社会経済の変化が挙げられる。これらは農業技術・作付け行動・農

村の社会制度や慣行・土地や労働力の配分など、この地域の農業・農村のさまざまな側面

における変容を生み出している。たとえば、高収量品種の使用や農業の商業化・機械化は、

農村に新たなビジネスチャンスを与えた。同時に農業・農村は、非農業雇用機会の増加や都
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市への出稼ぎなどによって、安価な労働力を他産業部門に提供するという新しい役割を担

うことになった[Phongpaichitand 8aker 1998:187]。特に後者の変化、すなわち高度経済

成長による諸変化は、他地域にはない変化であり、東南アジアの現在を考える上で決して

欠かすことのできない要素である。

このような東南アジアの独自性を考えたとき、上述した全体論的かっ動態的なアプロー

チによる分析は、この地域において特に有効であると考えられる。東南アジアにおいて、

農民による林業の普及過程、特に農家林業の拡大過程を農業近代化や社会経済変化の文脈

で捉える必要性が、ここにあるといえよう。

4. 事例としてのタイ東北部

以上に述べられた 3つの問題意識について議論するために、本論文では、タイ東北部を

事例としてとりあげる(図 1-2)。その理由は、第一に、タイがこの数十年間で劇的な森林

減少・土地利用変化を経験してきたことである。中でも、東北部は減少が激しく、多くの

植林プログラムが実行され、それに伴う社会的車L蝶も大きかった。この地域は「東南アジ

アの中でも最も激しい熱帯林減少を経験した「先進J地域」であり、残された「森林の管

理と再生の「場」、「担い手J、「かたちjなど、ポスト「熱帯林破壊」の問題に直面してい

るj のである[竹田 1993:71]。

第二の理由は、タイは高度経済成長とその後の経済危機など、近年急激な社会経済環境

の変化を経験してきたことである。 1980年代後半から 1990年代前半にかけてのタイのGDP

年成長率は年9%を超える高い成長率であった[Phongpaichit and 8aker 1998: 4]。しかし、

1997年の経済危機以降は一転して低迷が続いている。このような経済の激変は経済構造の

変化や社会変化となって現れている。これは農村においても例外ではなく、伝統的な生業・

生活スタイルは、近年さまざまに変容を遂げてきている。第三の理由は、ここ 10年ほどで

植林、特に農家林の造成が増加してきたことである。その結果、資源量のみを勘案すれば、

この地方の「森林」は増加に転じつつある o

以上の特徴は、前に述べたような課題を検討する上で有益な示唆を与える。しかし、タ

イにおける農家林業に関する既存の報告は、その時その場で、の実態把握に終わっているも

のがほとんどで、普及過程自体のダイナミクスを統ーした理論仮説に基づいて分析したも

のは少ない。

タイにおけるこれまでの植林政策に関する社会科学的な議論では、 1980年代後期の農民

によるユーカリ (Eucalyptusspp. ;タイでは E. camaldulensisが植栽されている)反対運

動に関連して、ユーカリ導入の是非を問うものが中心であった。たとえば、田坂[1992]は、

1980年代のユーカリ造林とその後の反対運動の展開を、森林政策の民活路線への転換を発

3森林をどう定義するか、についてはかなり議論がある。ここでは人工林の面積も含んでいる。
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カンボジア

図ト2:タイ王国とその地方区分

端とした政府と企業による林地の囲い込みと、それに対する農民の抵抗として捉え、分析

している。また、Carrereand Lohmann[1996]は、その後の農家による契約造林(ContractTree 

Farming; CTF)の拡大を、反対運動に直面した政府と企業による、農民をコントロールする

ための新たな戦略の展開として捉えている40

これらの研究は、政治経済学的もしくは政治生態学的な視点からユーカリ反対運動を捉

えたという点で評価で、きる。しかし、国際市場や政策の動向を強調するあまり、農民が自

主的にユーカリ農家林を造成するという選択、あるいは農民がユーカリ林経営を、農家林

経営として受容するに至った過程を軽視している。

また、ユーカリ林経営を商業的林業の代表と捉え、その経済的効率性・公平性といった

視点から森林政策を批判的に検討する研究もなされてきた。 Tongpanet al. [1990]は 1980

年代のタイ東部における謂査から、ユーカリ経営は他の畑作物に比べ生産期聞が長く、初

4 ここでいう「契約造林」とは、基本的にはパルプ会社などの民間企業が苗木、肥料等を販売し、

農民に造林させ、最低価格保証のもとで生産物を企業が買い上げるという契約に基づいた造林の

ことである。これも農民が農地に造林し、経営しているという点から農家林業に含まれる。
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期の投下費用が高いため、小規模農家の参入が難しいこと、また参入しでも規模の経済性

が存在するため、小規模の経営では、採算割れするなどメリットが少ないことを明らかに

している。

この研究は、 1980年代における政府の商業的林業の普及政策が、貧困問題と森榊皮壊の

悪循環を解決するための有効な手段とはならないことを明らかにしたという点で、重要な

含意を持っている。しかし、基本的に静態的な分析であるため、この時期すでに起こりつ

つあった急激な社会経済変化を十分に考慮できていない。調査地域も東部に限定されてお

り、数多くの小規模農家にユーカリ農家林経営が普及している東北部の現状とは大きくか

け離れている。

一方、最近の研究では、ユーカリ農家林の普及要因に焦点を当てた研究も見られるように

なってきた。 Makarabhirom[1994]は東部のチャチューンサオ県におけるユーカリ契約造林

(CTF)とキャッサパ耕作の収益性との比較から、この地域においてユーカリのほうが高い収

益性を示していると述べている。また、 Makarabhirom[1998]は、 CTFの展開を農政・林政

の政策変化、企業戦略と農民の土地利用変化の要因を関連づけ、 CTFに積極的な意義を見出

そうとしている。

これらの研究は、ユーカリ農家林の普及に収益性や農民側の反応を考慮した点で評価でき

る。しかし、動態的な要因、つまり近年の社会経済変化が実際に農村にどのように影響を

与え、ユーカリへの転作にどのようにつながってきたのかという点や、農民の受容と非受

容・抵抗の間の差異、すなわちユーカリを受容した農民と受容しなかった農民は、どんな

点において異なり、それがどう意思決定に影響したのかという点に関しては、フィールド

データの不足から、十分な説明を加えることができていない。

一方、在来樹種の農家林に関しても、ユーカリほど多くの報告が存在しないものの、政府

のプロジェクト等に関連した報告がいくつか見られる。まず竹田[1993:72]は、この地域で

のチーク (Tectonagrandis)やピルマカリン(Pterocarpusmacrocarpus)などの在来樹種造

林の「静かな植栽ブームjを報じている。またコーンケーン大学調査研究機関(Researchand 

Development Insti tute， Khonkaen Univ.: RDI) [1996]は、この地域における王室林野局

(Royal Forest Department; RFD)による f農民造林普及プロジェクト (Khrongkansongsoem 

kasetakon plukpa)Jの評価を行っている。しかし、これらも普及過程そのものを分析して

いるものではない。

タイが近年の高度経済成長や、それに続く 1997年の通貨危機に伴って、非常に激しい社

会経済の変化を経験してきたことを考慮すれば、これが農家林業の普及にどのような影響

を及ぼしてきたかという問いは、減少している森林資源に代わりうる原料基盤として、農

家を担い手とする造林・森林経営を今後さらに熱帯諸国へ普及していく際の可能性と問題

点を考える上で重要である。すなわち、前に述べた 3つの視点、1)今日の熱帯地域・特に

東南アジアにおける育成林業がどのような条件下で勃興しつつあるのか、それは先進諸国
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の事例とどのように異なり、どのような制約を受けているのか、 2)社会林業等の住民を担

い手とした林業の普及がどのようになされてきており、それが採取林業から育成林業への

転換というコンテクストの中でどのように位置づけられるのか、そして 3)農民による林業

の普及過程が農業近代化や社会経済変化の文脈でどのように捉えられるのかという議論に

重要な合意を与える。しかし、このような視点から、フィールド調査をもとに実証的に分

析した研究は、タイではまだ行われていない。

本論文ではタイ東北部における農家林業が、近年の社会経済変化の中でどのように拡大

してきたかを分析し、それをもとに上記の 3つの課題に考察を加えることを目的とする。

第2節研究方法と論文の構成

本論文では、前に述べたような政治生態学のアクタ一分析や、全体論的アプローチ・動

態的な視点を援用し、農家林の拡大過程を普及のダイナミズムとして捉える。すなわち、

政府・企業及び住民(農民)の 3つのアクターを設定し、これらアクタ一同士の相互作用

(適応・対立など)によってフ。ロセスが進んでいくようなモデルを考える。アクター同士

の関係及び各アクターの行動規範の仮説は図 1-3および表 1-2のようになろう。従って、

以下の章では各アクターがそれぞれの行動規範に基づき、その戦略をどのように変えてい

ったかを分析する。

第 2章では、タイ国内外における既存の文献や資料をもとに、農家林業拡大の背景とな

った政策的要因についてレビューする。まず、森林管理の実態と森林行政の変遷に注目し、

住民を担い手とする造林普及政策が導入されるに至る過程を示す。次に農業・農業政策の

動向に注目し、農家林業との関わりがどのように生じてきたかを示し、前者との政策的位

置付けの差異について言及する。

第 3章では、農家林業の全体像を把握するとともに、代表的な樹種であるユーカリに関

して、その拡大の原動力となったパルフ。産業の動向や、農家サイドの収益性変化について

分析する。まず、ユーカリ私有林に着目し、文献資料や造林のマクロデータなどから、そ

の樹種としての性質や、タイにおけるユーカリ導入の経緯と過去の政治的問題を述べ、農

家林業を含めたユーカリ林の立地や関連するパルプ産業の動向について概説する。次に、

ユーカリに関して、東北部における既存のデータと東北部マハーサーラカーム県における

農村調査をもとに収益性分析を行い、過去 10年程の農作物の収益性との傾向を比較する。

最後にユーカリ以外の樹種、主にチークやピルマカリンなどの在来樹種の私有林と農家林

業について、文献資料・農村調査に基づき造林の実態を概観し、ユーカリとの共通点・相

違点を述べる。
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表 1-2:各アクターの行動規範

アクター |行動規範

政府 |公益追求

企業 |利潤追求

住民(農民生存追求



第 4章は、ユーカリ農家林業の拡大過程と制約を、農村調査と流通市場の分析から考察

する。まず、収益性変化のみでは捉えきれない分布の差がどうして生ずるのかを、住民の

社会経済変化への対応の相違から論じる。東北部コーンケーン県における、隣接する 2村

の調査をもとに、世帯を単位とした静態的な分析と、村落を単位とする動態的変化に関す

る比較分析を行うことで、造林行動の規定要因や村落差を規定する要因と、造林後の動向

や普及を制約する経営の内的要因について分析する。次に、コーンケーン周辺における仲

買人に対する聞き取り調査や既存の資料をもとに、ユーカリの流通市場の構造とその経済

危機への対応を分析し、普及を制約する条件や問題点を明らかにする。

最後に第 5章で、 2-4章で得られた結果を踏まえ、前節で設定した課題に着目するとき、

タイの事例が熱帯諸国、特に東南アジア大陸部の森林保全・再生を考える上でどのような意

義をもつかを考察する。
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第2章国家政策の変遷

本章では農家林業拡大の背景として、政府が農家林業をどう位置付け、それに対してど

のような方針をとってきたかを検討する。まず、森林管理の実態と森林行政に注目し、住

民を担い手とする造林普及政策が導入されるに至る過程を示すことで、森林行政における

農家林業の位置付け・方向付けを明らかにする。次に、農業・農業政策の動向に注目し、

農家林業との関わりがどう生じてきたかを示すと同時に、その政策的位置付けの前者との

相違点を論じる。

第1節 森林管理・再生の担い手と森林政策

タイはその昔「森の国」と呼ばれるほど森林資源が豊富であった。しかし、 20世紀初頭

よりタイが近代国家として歩みをすすめるとともに、森林は急速に減少していった。図 2-1

は、タイにおける森林減少と土地利用変化を示したものである。 1960-1970年代に、急速に

森林率が減少していることがわかる。その後も一貫して減少し続け、 1997年には25.3%に

まで減少している。「森の国」の豊かな森は、わずか数十年ほどで失われたのである。

従って、タイにおける森林行政の歴史は、他の多くの熱帯諸国のそれと同様に失敗・挫

折の繰り返しの歴史であったといえる。しかしながら、これまでになされてきた森林保護・

再生への取り組みも、その時代の森林管理に対する考え方や、より上位の国家政策の影響

を受けつつ進化を遂げてきた。 Pragtongand Thomas[1990]は、森林行政の中心を担う王室

林野局(RoyalForest Department: RFD)の森林管理システムの歴史を、表 2-1のような 4

つの時代に区分して論じている。以降はこの区分に基づき、まず第 1期から第 3期までの

変遷を概観し、次に農家林業の普及にかかわりの深い第4期の動向を詳述する o

1. 第 1期から第3期まで

第 1期は 1896年の RFD設立より始まる。これにはチーク (Tectonagrandis)の伐採量を

規制し、当時地方の豪族たちの聞に分散していた森林の所有権・伐採権(コンセッション)

付与の権限をRFDへと移すことで、「森林管理の中央集権化」を図り、近代国家として森林

を統一的に管理するという明確な意図が含まれていた。その後もこの目的に添うべく、森

林関連の法律や組織の整備が行われた。 1938年には、森林保護保全法(TheProtection and 

Reservation of Forests Act of 1938)によって(永久生産)保存林の指定が法制化された。

1941年には、基本法として現在まで効力のある森林法(theForest Act of 1941)が制定さ

l以下森林行政・政策の記述は、 18ページまで特に記載のない限り、主にPragtongand Thomas 

[1990]に依拠している。
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図2-1:タイにおける森林率と土地利用の変化

注:タイ国農業統計、林業統計をもとに作成。なお、 1996年のゴム林の面積はDansagoonponet 
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表2-1:タイにおける主な森林政策の推移

年 出来事

第 1期:国益のための森林

1896 王室林野局(RFD)が内務省の付属機関として設立される。
1897 森林保護法及びチーク保護法の制定。

1899 すべての森林の所有と監督を地方の領主から中央政府に移管。

1901 タイで最初のチーク造林。土地局の設立。

1913 森林保全法の制定。伐採規制をチーク以外にも広げた。

1936 森林保全法の改正。

1938 森林保護・保全法によって保存林の設定が法制化。

1941 森林法の成立。

1947 林産公社(FIO)が創設される。
第2期:経済開発のための国家による土地利用再編

1954 土地法が成立。森林保護・保全法の改正。

1960 野生生物保護法が成立。

1961 第1次国家経済社会開発計画の開始。国立公閣法が成立。

1964 森林保護・保全法に変わる国有保存林法の成立。

1967 森林面積の目標は国土の 40怖に縮小。 FIOが森林村による造林を開始。

第3期:森林フロンアイアの消失

1968 RFDが長期伐採権供与を全国に広げる決定をする。このころから林産物貿易収支が
赤字に転落。

1974 ククリット・プラモート首相による保存林地の「不法占拠者」への恩赦の宣言。

1975 農地改革法が成立。 RFDが森林村計画を開始。
第4期:連携森林管理への移行

1981 固有地分配事業(STK)を開始。 USAIDによる VillageWoodlot計画開始。(一1984)

1983 荒廃した固有保存林地における民間の人工造林を許可する法案が成立

1984 貧困農村での住民造林計画開始。(一1986)

1985 森林政策委員会による森林政策の策定。保護林を国土の 15%に、生産林を国土の

25%1こする目標を設定。

1987 陸軍が東北緑化計画を開始。住民林業開発計画開始(-1991)。このころからユーカ

リ反対運動が激化。

1989 保存林における商業伐採の全面停止。全ての伐採権の取り消し。

1991 サガ委員会の答申が森林政策委員会の審議に上る。大面積造林の規制、国有林内の

耕作農民への態度軟化。

1992 森林プランテーション法が成立。生産林の比率が 15弘に削減される。固有保存林の

再配分の方針・ RFDの造林政策の方針が内閣で決議される。
1994 国王在位 50周年記念造林事業・農民造林普及プロジェクト・早生樹種造林普及プ

ロジェクトが開始される。

1996 マングロープの伐採権が全て廃止される。

畠山[1993]、Makarabhirom[1998]、永田ら[1994]、Pragtongand Thomas [1990]および田坂[1992]

をもとに作成。
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れた。その結果、伐採権の管理とともに、チーク材の伐採・搬出の管理に関連する一連のプ

ロセスが、 RFDの一般業務として定着した。一方で政府は林産業の振興にも力を入れ、 1947

年に林産公社(ForestryIndustrial Organization: FIO)を、 1951年にタイ合板会社(Thai

Plywood Company)を設立した。

第2期は、 1954年の土地法(1954Land Act)制定に始まる。まず土地法制定によって、林

地にも近代的な土地の所有区分が適用されることになった。また 1958年以降、政府は共産

主義の拡大を恐れるアメリカの支援の下で独裁体制を敷き、経済開発を強力に推し進めて

いった。森林行政も、国家経済開発計画(のちの国家経済社会開発計画)によって方向づ

けられ、その一部に組み込まれることになったのである。

第 1次計画 (1961-1966)においては、国連食糧農業機関 (Foodand Agricultural 

Organization: FAO)の勧告に基づき、国土の 50%を森林として確保するよう計画された。

1964年には、これまでの森林保護保全法に代わり、固有保存林法(TheNational Forest 

Reserve Act of 1964)が制定された。以後、保存林指定面積は急速に増加したが、この法

律では、土地を占有している者の存在の有無を証明する手続きをなくしたため、域内に多

くの村が存在するとしサ事態を招いた。住民によって転用された林野は、かなり以前に占

有されていた土地であっても、法的には国有地であり何の地券も発行されていないことが

多かったo そのような村の住民は、保存林地での f不法居住者j の熔印を押されることに

なったのである。

一方、 1960年代には畑作物ブームが起こり、ケナフ・キャッサパ・トウモロコシなどの畑

作物が森林を切り開いて栽培されるようになった。人口増加率も高く、住民は土地を求め

て開拓移動を繰り返した。つまり、この時期には政府・住民の両者とも、森林に対する圧力

を急激に強めていったのである。森林率は急速に減少し、第2次計画(1967-1971)では目標

値は40怖に引き下げられた。

なお、この時期には造林がより積極的に行われるようになった。たとえば、 FIOは 1967

年に森林村方式による森林経営を開始した。森林村方式とは、住民を募って「森林村Jに

居住させ、彼らに一定面積の耕作権を認めつつ林業労働に従事させ、主にタウンヤ法によ

る造林で有用樹種の更新を図っていく経営システムのことである。後の RFDや軍部による

森林村事業とは異なり、当時の森林村では林業労働力の確保が主眼とされていた。

第3期は、 1968年に RFDが長期伐採権供与を全国に広げる決定をしたことに始まる。こ

の決定によって、コンセッションの網が全国にくまなくかけられることになった。伐採後

の再造林が義務づけられていたが、多くの会社(県伐採会社)はそれを行わず、過度の伐

採により林地の荒廃が進んだ[Chaiyapechara1992:5J。一部では「影響力のある人々」に

よって違法な木材伐採や、保存林内でのプランテーション栽培なども行われた。

1973年には軍事独裁政権が倒され、民主政権が誕生した。この時期に特徴的な政策とし

ては、 1974年の保存林地に住む住民への，恩赦の宣言や、 1975年のRFD国有林地管理部によ
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る森林村計画の開始などがある。特に後者は、保存林内の住民を集めて一定の耕作権(15ラ

イ:2.4ha)やインフラ・行政サービスを供与し、一方で荒廃林地をタウンヤ法によって造

林させ、森林再生を図るというもので、保存林域に居住する「不法占拠者」のコントロー

ルと保存林の再生を同時に達成するという野心的な計画で、あった。

森林村事業は、その性格から 1976年の軍事クーデター後も軍事政権によって引き継がれ、

治安維持を目的とした事業や山岳少数民族の居住地域での事業も実施された。しかし、森

林村事業には高い費用がかかり拡大が難しかった[永田ら 1994:164]。農地開拓の需要は依

然として高く、伐採後の荒廃林地などが次々と開拓された。林道や幹線道路網の整備がさ

らにこのプロセスを加速させた。また、軍部は社会的安定のため、辺境地における住民の

開拓・村落形成を奨励あるいは黙認した。当時はタイ共産党と学生活動家たちが、辺境地

を舞台に政府軍と戦闘を繰り広げており、治安の維持は焦眉の課題で、あったのである。

保存林指定が進み、森林村事業のような社会林業的な政策が始まったものの、結果的に

はこの時期に森林は最も急激に減少していった。森林フロンティアはこうして失われ、保

存林内には非常に多くの住民が「不法占拠」するという深刻な事態に至ったのである。

2. 第4期の動向

第4期は、第5次国家経済社会開発計画の開始された 1981年より始まる。政治的安定が

回復し、 1980年代後半から 1990年代前半にかけて、タイ経済は高い経済成長を遂げた。こ

の経済成長は、社会のあらゆる側面において多大な影響を及ぼしたが、森林行政にとって

も大きな変革を経験した時期であったo 台頭してきた中間層に加え、企業・農民・ NGOなど

多様な勢力が政治への働きかけを強めていく多元的な社会の中で、森林破壊や環境問題、

国有保存林問題や貧困問題などがしばしば重要な政治課題になった。政府は単独で、の森林

管理をあきらめ、森林保護・再生の道をこれらの諸勢力との連携に見出すようになったの

である。これに伴い人工造林の推進や村落林振興など、森林再生への取り組みも活発化し

たが、その担い手と方法をめぐって、 RFDとそれらはしばしば激しく対立した。

まず、森林村事業より安い費用でできる保存林内居住者への対策として、 1981年から国

有林地の暫定耕作権付与事業(ソートーコ ~:STK) が実施されたz。この事業には、森林村事

業と同様に、国有林内に「不法占拠Jしている住民に、占有地への権利をある程度保証す

2 タイの土地制度はきわめて複雑である。土地はまず、私有地と国有地(保存林地を含む)に分

けられる。前者には段階的に証書が発行され、最終的には土地所有権(チャノート:NS4)が付

与される。後者には原則として所有権は与えられず、利用権のみが与えられる。土地利用許可書

の発行は、政府内の様々な部署が担当しており、それぞれ根拠とする法律・発行の目的が異なる

ため、許可証の権利内容も異なっている。農地改革事務所(AgriculturalLand Reform Office; 

ALRO)によるソーポーコー(SPK)、RFDによるソートーコー(STK)が有名である[Onchan1990]。
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ることで、これ以上の占有を止めさせる意図があった。しかし、権利内容は著しく制限さ

れたもので、あったため、森林減少を食い止める効果は現れなかった[Onchan1990J。

政府のみで森林保護・再生を図ることが不可能だと悟った政府は、 1985年に初めての包

括的な森林政策として国家森林政策を策定し、森林行政の方針を統ーした。この政策では、

森林回復の目標値を国土の 40%と設定し、そのうち 15%を保護林、 25%を経済林とするこ

とをうたった[Chaiyapechara1992:7J。保護林に関しては、国立公園や野生生物保護区な

どの指定を急ぎ、経済林に関しては、民間部門も導入して造林を進めていくことになったO

荒廃した固有保存林で民聞が人工造林を行うことが合法化され、その木材は輸出も許可さ

れることになった。 1987年には、陸軍は大規模な造林計画を含む東北緑化計画(イサーン・

キアオ・プロジェクト)を開始した。

当時はタイが急激な経済成長を始めた時期でもあり、企業の固有地利用権の取得争いが

始まったo 当時、紙パルフ。産業やファイパーボード・パーティクルボードの生産が勃興期

を迎えており、各企業の参入を促した。企業は政治家・官僚とのコネクションを利用し、少

しでも多くの林地を確保するよう努めた。政府から貸し出された「荒廃林地」は、ユーカ

リなどの早生樹種の造林対象地となったのである。

ところで、こうした「荒廃林地」の多くは、固有地ではあるが、前述のように住民によ

って長い間利用されている土地でもあった。そして、そのような地域で当初政府と企業は、

ユーカリ植林のため、住民を国有林内「不法占拠者」として立ち退かせようとした。こう

して住民が、政府や企業による強引なユーカリ植林に反対する運動を繰り広げるようにな

った[田坂 1992J。たとえば、大手石油メーカーのシェルは、 1980年代後半からタイ東部の

荒廃した国有保存林において植林計画を進めたが、住民や環境保護団体の強い反対にあい、

最終的に事業からの撤退を余儀なくされている。林野の占有慣行と、近代的な土地所有区

分との対立がここでも問題となった。ユーカリはその象徴となったのである。

さらに 1988年、南部での大洪水がきっかけで、森林減少が問題として大きく取り上げら

れるに至った。森林破壊の原因として伐採業者と RFDへの批判が高まり、議会は国有林内

のすべてのコンセッション(マング、ロープを除く)における伐採停止を可決した九ここに

至って、国有林内の伐採は人工林を除いて全面的に禁止された。圏内の木材生産量が激減

する一方で、木材の輸入関税が引き下げられ、国境が聞かれた。周辺諸国からの輪入量は

急増していった。

なお、 1989年には固有保存林の取得をめぐっての汚職疑惑が発覚しており、住民の反対

運動とあわせてユーカリ植林についての是非の議論が活発化、社会問題化した。これらの

問題は、メディアでも大きく取り上げられ、 RFDは世論の批判を浴びた。一連のスキャンダ

ルを受けて、 1990年5月 15日の閣議決定で、民間企業による国有保存林地内での植林は全

3マングロープのコンセッションは 1996年に全面停止になった[Makarabhirom1998:22]。
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面的禁止となり、企業による民間植林は一時的措置として停止された[畠山 1993]。そして

固有地管理の新しい政策をめぐり、国家森林政策委員会によって審議が重ねられた。

この動きは、 1991年のクーデターとその後の政局の混乱にあって、しばらく日の目を見

なかったが、具体的な成果は、まず第7次社会経済開発計画(1992-1996年)に現れた。国家

森林政策における森林回復の目標値が、この計画から保護林25弘、経済林 15覧に修正された

のである[Makarabhirom1998:12]。そして、 1992年 3月 10日と 17日に出された内閣決議

によって、ょうやく固有保存林の再配分の方針が決定した。固有保存林は、図 2-2のよう

に①保全ゾ}ン、②経済ゾ}ン、③農業ゾーンにゾーニングされ、それぞれ保護林 8，822

万ライ(約 1412万ha)、経済林5，189万ライ(約830万ha)、農業適地722万ライ(約 116

万 ha)に分類された。さらに、同年 9月 8日の閣議決定により、 RFDの今後の基本業務規

定・機構改革や、緊急テーマとして保存林地における造林政策に関する方針が定められた

[畠山 1993]。その内容のうち主なものを表 2-2に示すが、これをみると、住民による小規

模な植林に便宜を図る一方で、民間企業による大規模な土地の取得と植林を抑えようとい

う意図が読み取れる。

こうして、国有保存林のうち経済ゾーンの一部(荒廃した経済林)と農業ゾーンにおい

ては、農地改革事務所(AgriculturalLand Reform Office: ALRO)に権限を委譲し、農地改

革のための土地分配プログラム{ソーポーコー(SPK)プログラム}の対象地とされた[RFD

1996a: 72-76]。なお、 STKを発行された土地のほとんどは、農業適地として RFDがALROに

委譲し、 SPKプログラム対象地に切り替える方針をとっており、事実上の土地利用権の追認

がなされた[赤羽ら 1994:21]0SPKプログラムでは、 RFDが ALROに対象地を移管するため

の条件として、配布された土地の 20%は「森林Jにしておくという規定が設けられ、造林

が奨励された。

これらの政策対応により、現在保全ゾーンにおいては境界線を明確にし、保全を徹底し

ていくこと、経済ゾーンと農業ゾーンでは、政府・民間によって植林を進めていくこと、

そのために、政府は民間に対し小規模な造林を奨励し、私有地における造林や共有地にお

ける森林保全・再生や林業関連の活動(コミュニティー・ブオレストリー)に対しても援

助していくことがうたわれている [RFD1996a: 72-76]。このようにして、 1992年以降、政府

は企業による大規模造林に慎重な態度をとる一方で、住民の造林への参加を促すために、

小規模造林を積極的に奨励するようになったので、ある。

1992年には、政府はこれまで森林法において禁制木とされ、厳しい規制の下にあったチ

ークやヤーン(DipterocarpsPP.)などの在来経済樹種の民間による小規模造林を推進する

ため、森林プランテーション法(TheForest Plantation Act of 1992)を制定した。これを

受けて、森林プランテーション法による造林を支援する「森林プランテーション造成普及

ブPロジェクト (KhrongkanSongsoem Kanpluksang Suanpa)Jが開始された。

1994年からは、 5年間で 1ライ (0.16ha)あたり 3，000パーツ(当時のレートで約 120US 
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固有保存林

2，357万ha

保護ゾーン(Cゾーン:保護林)

1，412万ha

経済ゾーン

(Eゾーン:経済林)

830万ha

農業ゾーン

(Aゾーン)

116万ha

法律により保護 内閣決議により 川寸 農地改革事務所 (ALRO)によるSPK

される森林 保護される森林 保護される 11 237万ha プログラム対象地

(国立公園、野 (1級流域保護

生生物保護区、 区、マングロ}

禁猟区) ブ保護区など)

森林(森林

公園、植物

固など)

708万ha(荒廃林地592万ha、農業

適地 116万ha:少なくとも 20%が造

林されることが条件)

| し

- 境界の明確な画定

・より効率的な森林管理・山火事管理
・森林保護に関する啓蒙普及活動

図2-2:固有保存林のゾーニングと RFDの政策

RFD[1996a]をもとに作成。
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する支援



表 2-2: 1992年 9月8日の閣議決定の内容

項目 内容

RFDの基本業務規定 1)残存森林の保護管理。

2) 一般の理解と賛同を得て管理地域内の生態系の質的向

上。

3) NGOs等の活動を理解し、生態系の保護と向上に寄与する

キャンペーンを開始。

4) 1992年の森林プランテーション法に基づき、貧しい農民

の収入増加を計る職業の斡旋。

5)森林資源を減少させる農民や組合による活動を改善させ

るため、民間と政府機関及び関係開発機関との協力関係

の確立。

機構改革 5室を設置し、 7部の組織とする。

緊急ァーマの承認 1)生態系の保護について国家経済社会開発計画に従い、継

続的に実行する。

2) 不法侵入者のいる保存林地内での植林については、 1990

年 5月 15日付の閣議決定を再検討し、次の 5項目の審査

を行う。

1. 1992年の森林プランテーション法に規定さ

れた樹種(一般種 158種、特別種目種など。

ユーカリは含まれていなしすによる植林であ

ること。

2. 5年以上土地を占有してきたことを証明でき

る者であること。

3. 稲または畑作物栽培からの転換であること。

4. この 3.の許可申請の土地に植林を行ってい

た証拠があること。

5. 1世帯あたり 50ライ (8ha)を超えない範囲

内での保存林地の利用であること。

3)保存林地内でのユーカリ等、規定樹種以外の植林による

ロイヤリティーの徴収を停止する。

畠山[1993]をもとに作成。
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ドル)の造林補助金を支援し、チーク・ピルマカリン・インドセンダンなど在来の経済樹

種の造林を奨励する「農民造林普及プロジェクト(KhrongkanSongsoern. Kasetakon Plukpa) J 

を実施した。また同年には、農業および農業組合省が進める農業生産構造改善プロジェク

ト(Khrongkanprap khrongsang lae rabop kanphalit kankaset)の一環として、キャッサ

パからのユーカリ等の早生樹種への転換を支援する「早生樹種造林普及プロジェクト

(Khongkan Songsoem Pluk Maitorew)J も実施した。表 2-3は、これらの造林普及プロジ

ェクトの概要を示している。

一方、コミュニティー・フォレストリーに関しては、 1992年に第 7次国家経済社会開発

計画の中で奨励活動が採択され、住民組織、村落委員会、及びタイにおける地方自治の基

本単位であるタンポン(行政区)評議会(のちのタンポン自治体)に荒廃林を共有林とし

て利用することを認める政策が採られるようになった[赤羽ら 1994:21]。さらに、ここ数

年地域住民に付近の森林管理を任せる法的根拠となるコミュニティー・フォレストリー法

案を議会で審議中である。しかし、国立公園内の住民に対する権利をめぐって意見が分か

れており、頻繁な政権交代や経済危機などの影響もあって、審議が進んでいない。

以上のように、タイにおける森林政策の変遷を見ていくと、 2つの注目すべき変化が存在

するのがわかる。第 1は、行政が目指していた目的の変遷である。初期においては、伐採

による税収入とその保全が意図された目的であった。経済開発が本格化するにつれ、それ

は、便益がより広範な社会構成員の福祉に貢献するように変化した。さらに森林減少が進

行するにつれて、森林の経済的利用に対する批判が高まっていき、禁伐令以降は環境保全・

レクリエーションなどがより大きな目的となってきている。一方で、経済林の造林や住民

の利用など、土地利用のゾーニングを基礎として、官民の役割分担が行われつつある。

第 2は、政策が位置付ける管理主体・再生の担い手の変遷である。第 1期では、近代化

政策により、国家による森林管理システムを確立した。このシステムは、第 2期からの経

済開発の推進に利用されていった。林地を巡る住民との対立が深まると、一部で妥協的な

政策がとられた。造林は、森林再生の手段として位置付けられ、時代が下るにつれその重

要性を増していった。

その後、国家による管理が失敗に終わると、政府は民間部門や住民との連携を模索する

ようになり、民間企業による造林や社会林業プロジェクトがより重要な役割を担うように

なった。当初、政府は民間企業を森林再生の主な担い手として位置付けたが、これは住民

との対立を再燃させた。こうして、より「住民志向Jの政策がとられることになった七農

4 この傾向は「直線的な」傾向ではなく、政権の支持基盤や方針、他の政治勢力との関係などを

反映して、現在も揺れ動いている。たとえば、コミュニティー・フォレストリ}法の法案を巡り、

チャワリット政権(1996-1997)が住民よりの方針をとったのに対し、その後のチュアン政権

(1997-2001)は、住民の権限を縮小した案に変えた[Brenneret a1. 1999:57-58]。
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家林業の振興は、コミュニティー・フォレストリーの推進と並んで、国家から民間企業へ、

民間企業から住民へという森林保護・再生の担い手の変遷と対応した、森林行政の変化の

中で行われたのである。

表2-3: RFDによる造林普及プロジェクトの概要

プロジェクト名 期間 目的・対象 支援内容

森林フ。フンァー 1994- 1)経済林・生活林造 森林ブpフンテーション法に基

ション造成普及 成・アグロフォレス づく造林への便宜供与。

プロジェクト トリー・複合農業な 造林普及の啓蒙活動。

どに農民の参加を 造林普及のための職員・農民リ

促す。 ーダーへの研修。

2)荒廃林地の復旧や 森林組合の育成。
環境維持のための 組合による林産業育成のため

経済林造成への知 の研修。

識と理解を普及す 造林者のコンテスト。

る。

農民造林普及プ 1994-1998 1)森林資源の再生。 5年間にわたる造林補助金{計
ロジェクト 2)農民の土地問題の 3000パーツ(経済危機前のレ
(1997年より経 解決。 ートで 120USドル)の支給:

済樹種造林普及 3)森林への不法侵入 初年度 800パ}ツ、以下

プロジェクトに 問題の緩和。 700，600，500，400パーツ}の支
改名) 4)職業としての林業 給による在来樹種造林の支援。 i

経営の斡旋・住民生

活の向上。

早生樹種造林普 1994-1997 1)早生樹種造林の普 苗木・肥料等の支援。
及プロジェクト (同年より 及により特定農作 農業・協同組合銀行(BAAC)によ

(農業・共同組 第2フェーズ 物の作付けを 30万 る低利融資。
合省による農業 開始) ライ (4.8万ha)減 造林法・経営の指導。
構造改善プロジ らす。 販路の便宜供与。

ェクトの 1部) 2)転作により農民の
収入増加を計る。

RFD[1997]をもとに作成。
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第2節 農業の動向と農業政策

前節では農家林業と森林行政との関わりを述べたが、一方で、農家林業の多くは農地に

造林する形をとるため、これを農業の延長として捉えることも可能である。従って、農家

林業の普及は、農業や農業政策の動向とも密接な関係をもっている。これらは農家林業の

普及にどのような役割を果たしてきたのであろうか。また農家林業は、農業政策において

どのような位置付けをもっていたのであろうか。本節では、 1980年までの「耕地の外延的

拡大」と、その後の「農業不況・構造変化」の 2点に注目し、農家林業が政策オプション

として導入されるに至る背景を考察する。

1. 耕地の外延的拡大

タイは土地資源が豊富な国であり、最近まで耕地の外延的拡大によって農業生産を拡大

することができた。この過程は、 19世紀から第二次大戦までのデルタにおける稲作の拡大

と、戦後の丘陵地における畑作の拡大に分けることができる。

1855年のボウリング条約締結後、周辺の英仏植民地への食糧供給のため、輸出作物とし

てのコメの需要が高まった。当時のチャオプラヤ一川のデ、ルタ下部は、排水条件の悪い湿

地帯や潅木林で、あったが、排水路(運河)の掘削により耕作が可能になった。 1906年から

1955年にかけて、耕地面積は年率約 3%の割合で増加していった[Feeny1988: 116J。こう

して数多くの農民が開拓地に入植し、コメの生産は急速に拡大したが、生産量の増加より

も面積の増加率の方が大きく、当時の農業生産の拡大は、耕地の外延的拡大と労働投入に

よるものであったことがわかる[向上書]。

第 2次世界大戦前の稲作の拡大とは対照的に、戦後はE陵地における畑作の拡大が顕著

になった。それまで正陵地は森林に覆われており、人口は少なかった。 1950年代後半に入

って、このような土地での栽培が可能な畑作物の需要が現れた。いくつかの要因が、この

拡大の原因となった。第 1に、当時のタイの人口は年 3%という高率で増加していたため、

農地開拓の需要が高かった。第 2に、アメリカ合衆国の援助や政府のインフラ投資により

道路網が整備され、これまで困難であった丘陵地へのアクセスが改善した。同時に政府の

マラリア撲滅政策が成功し、辺境地での危険が減少した。そして第 3に、 1970年代まで農

産物の国際価格が高値で推移していた[TDRI1995: 5J。

ここで特徴的なことは、これらの作物はほとんどが輸出用作物であったことである。戦

前の稲作の拡大と同様に、畑作物の拡大は、主に外需への反応としてもたらされたのであ

る[Ingram1971:262Jo 1960年代から 1970年代にかけて、これらの需要はさらに高まり、

栽培面積は急激に増加していった(表2-4)0
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表2-4:主要畑作物の作付面積の推移(千ライ)

作物 1950-2 1958-60 1965-7 1974-5 1979-80 1989-90 1994-5 

トウモロコシ 255 1，275 4，113 7， 749 9， 529 11， 165 8，829 

キャッサパ 371 777 3，000 5，286 9， 562 8，093 

サトウキピ 412 911 865 1，935 2， 730 4，298 5，887 

ケナフ 62 427 2，631 2， 524 1，418 793 511 

ノミフゴム 2，204 2，930 4， 167 8， 786 9， 576 10，899 11，376 

Ingram[1971] ，タイ国農業統計をもとに作成。

南部では、以前から普及していたパラゴム栽培がさらに拡大した。中部のピサヌローク

やガムペーンペット周辺では、グアテマラ種トウモロコシの導入を機に、飼料用トウモロ

コシ栽培が普及した[Siamwallaet a1. 1993: 85Lまた、スパンブリー、ラーチャブリー

やチョンブリ一周辺では、糖業振興策の結果サトウキピ栽培が普及した。東北部では、繊

維作物ジュートの代替として、ケナフの栽培が普及していった。

そして東部では、ヨーロッパ共同体(当時のEC)向けの飼料用タピオカ製品の原料として、

キャッサパ栽培が普及した。キャッサパは、化学繊維の台頭によって需要の落ちたケナフ

の後釜として、やがて東北部全域にも普及し、 1970年代に急激に栽培面積を伸ばしていっ

た。これらの栽培の担い手も、多くは開拓移民となった小規模農民たちであった。人口増

加や自然災害の発生により、人々は新たな土地を求めて森林や伐採跡地などのフロンティ

アに入植していった。

この時期においては、農業生産の増加は必ずしも土地と労働投入量の増加だけでは説明

できず、資本と技術が重要な要因になりつつあった。しかし技術水準は低く、コメや他の

農作物の単収も、依然として低い水準に留まっていた。デルタにおける稲作の拡大と同様

に、耕地の外延的拡大は、この時期も依然として農業生産の拡大に大きな貢献をしていた

といえる。そしてこの拡大は、もと森林であった場所の農地への転用によってもたらされ

たのである。タイのこのような経験は、アジアの農業発展ノミターンの中でも例外的なもの

であった。

2. フロンティアの終意と生産構造の変化

以上のように、 1970年代までの農業生産の拡大は、生産性の増大ではなく主に耕地の外

延的拡大によって達成された。豊富な未開拓地と外需の存在が、このような拡大を可能に

したのである。政府による運河や道路などのインフラ整備も、これを後押しした。

しかし、 1980年代に入ると、このような傾向に大きな変化が見られた。その原因の第 1

は、長年にわたる耕地拡大の結果、開拓可能な土地(多くは森林)がほとんどなくなって

しまったことである。結果として表 2-5のように、各地域において農家の経営面積は増加
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から減少に転じるようになった。

表2-5:タイの各地方における農家の経営面積(ライ)

1953 1975 1980 1985 1991 1995 

東北部 27.4 28.3 28.0 27. 1 26.4 25.41 

北部 9.6 22. 7 22.4 22. 7 22.9 22.6 

中部 30. 7 33. 3 32.6 32.4 31. 9 31. 0 

南部 26. 1 23.5 22.0 23.2 22.6 22. 7 

全国 25.6 27.2 26.6 26.4 25.9 25.2 

Phongpaichit and Baker[1997:56]、 タイ国農業統計をもとに作成。

第2は、 1970年代を通して堅調であった農作物の国際価格が、 1980年代に入って大きく

下落したことである[TDRI1995:16J。キャッサパの場合は、 ECの共通農業政策の転換によ

り、 EC域内の飼料穀物の保護への動きが高まったため、タイは 1982年に輸出量の自主規定

に関する協定を結び、 1984年には、輸出商に義務づけられたストックに応じて輸出クオー

タを割り当てるという輸出クオータ制を開始した[田坂 1991:162-178]。結果として、キャ

ッサパの生産量はヨーロッパの穀物市場の動向に大きく左右されることになり、価格も低

迷した。

第3は、1人あたり国民所得の増大によって、消費構造の変化が起こってきたことである。

所得弾力性の低いコメなどの作物の圏内需要が減少する一方で、果物・乳製品・花井など

の所得弾力性の高い産物の需要が増加した[Siamwallaet al. 1993:21J。

以上のような変化は、農業部門の傾向および農業政策の対応に関していくつかの傾向を

生み出している。まず第 1は、限られた耕地面積で生産性を向上させるために、農業の集

約化が進行しつつあるという点である。図 2-3は、過去20年間における主要な農作物の単

収の推移を示している。図からは、キャッサバを除くほとんどの作物の単収が、上昇傾向

にあることが読み取れる。高収量品種(HighYielding Varieties: HYV)の導入と、化学肥

料の投入量の増加が、生産性を向上させたのである九作物によって程度に差はあるものの、

品種改良と肥料投入の増加によって、生産性の向上が図られてきたといえよう。

農作業の機械化も一部で進みつつある。中部のデルタ地帯では、 1970年代後半から稲作

の耕起作業や収穫作業が機械化され、労働投入は減少していった。その後、北部がそれに

続き、1980年代後半からは南部と東北部が同様の傾向を辿った[TDRI1995: 26-27]。同様に、

トウモロコシ・ケナフなど一部の畑作物に関しても、 1980年代にかけて労働投入が減る一

5 しかし、タイの農作物の土地生産性は、アジア諸国と比較すると依然として低い。タイ国農業

統計によれば、 1997/98年のコメの 1haあたり単収は日本で6，419kg、韓国で6，794kg、ベトナ

ムで3，763kgであるのに対して、タイではわずか2，381kgである。
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方で、 トラクターの投入量が増加した[向上書:27J。
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図2-3:主要農作物の単収の推移

1ライあたり収量。タイ国農業統計より作成。

第 2は、一部の作物において、労働力だけでなく資本に関しても、投入量の絶対的な減

少が起こったことである。たとえば、キャッサパに関しては、好ましくない市況を反映し

て、 1980年代を通して労働投入量もトラクター投入量も、減少の傾向を示している[同上

書:27J。農業不況により、農業部門と他部門(あるいは都市と農村間)の成長率の差・賃

金格差が広がっていく中で、農民は、一部の作物の生産要素投入量を節約することによっ

て、事態に対処するようになった。そして、節約された生産要素の多くは他産業に振り向

けられた。その結果、期間を通して農民の全所得における農外所得の割合は、増加の一途

を辿った。さらには、 1977年から 1990年にかけて、農業部門における資本・労働比率は減

少すらしたのである[Tinakornand Sussangkarn 1996:84Jo 

第 3は、マクロの規模でみた農業の生産構造が変化しつつあるという点である。まず、

耕種部門など、従来タイプの農業の占めるシェアが漸減し、果樹・畜産・花井栽培などの

土地節約的な形態のシェアが増加しつつある [Siamwallaet al. 1993; Panayotou and 

Parasuk 1990J。これらは輸出の潜在力も高く、輸出量は増加してきている。この背景に

は、コメなどの国際価格が低迷する一方で、、これらの生産物の所得弾力性が前者より高く、
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所得の増加に伴って国内消費量が上昇していることが挙げられる。

また、これらの産品の中には、集荷・加工等の段階でアグリビジネスの果たす役割が大

きいものも多く、国際競争力を高めるための品質管理や原料の安定的確保などの必要性か

ら、生産・流通のインテグレーションが起こってきている。企業の直営農場(エステート)

や、契約栽培(contractfarming)などの出現がその例である60

以上のように、国全体でみれば、タイの農業はコメ依存型から畑作の拡大、そしてフロ

ンティア消滅後は集約化・土地節約的な分野の伸長と、一貫して産品の多角化への道を辿

ってきたといえる。しかし、このプロセスにはいくつかの間題点が存在する。その 1つは、

国レベルの多角化が、必ずしも経営体レベルの多角化にはつながっていないという点であ

る。農家にとって経営の多角化は、経営に伴うリスクを最小化するための重要な方法であ

り、経営構造を転換することは、農業所得上昇のために必要な手段の 1つである。しかし、

多角化や農業構造の変化に対して実際に対応できる農家の層は限られている。土地や資本

などの生産要素に乏しい小規模農家は、このような流れから取り残されてきたのである。

3. 農業構造の変化と農家林業

そこで政府は、 1980年代頃から農業の新しい変化を円滑に進めるべく、多角化・構造変

化を支援するプロジェクトを行うようになった。表 2-6は、この頃より実施された主な農

業開発プロジェクトの内容を示しているが、従来の作物から今後有望とみられる作物への

転作の奨励が、中心事業のーっとなっている。

ここで注目すべきは、有望な作物の中に、ユーカリなどの早生樹種が見られることであ

る。ユーカリは、パルフ。用材・建築用足場材・家具用材・ファイバーボード用材など用途

も広く、萌芽更新をするなど手聞がかからないという利点がある。また、幼樹の成長は非

常に早く、通常植栽後 5年程で伐採可能となる。タイでは、 1980年代後半の国内外におけ

るパルプ価格の上昇と相まって、有望な早生樹種としてもてはやされるようになった。

東北緑化計画や農業生産構造改善プロジェクトでは、ユーカリは、成長著しい紙パルプ

産業の原料確保の一環として、また、キャッサパに代わりうる市場向け作物の 1っとして、

有望な作物のリストに上った。特に後者では、コメ・キャッサパ・コーヒーおよびトウガ

ラシから野菜・花井・管・ユーカリなどの早生樹種・肉牛・酪農および複合農業への転作

を奨励した。早生樹種への転作が多いキャッサノミからの転作を希望する農家に対しては、

年利5%の貸付金、苗木の供給、技術指導およびパルプ工場へのマーケティングに関する援

助が受けられた。 1997年までに、 32の県で、 94万ライ(約 15万ha)の早生樹種への転作

6前者はオイルパーム、後者はサトウキピやブロイラーの事例が有名である [Siamwalla

1993:106-107;末麗・安田ら 1987:286-290]。
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表 2-6: 1980年代以降の主な農業開発プロジェクトの概要

プロジェクト名 期間 目的 実施内容 備考

作物転作プログ 1981ー キャッサパ・タ 果樹・野菜・花 農業普及局の通

ラム パコなどの農作 井・園芸などへ 常業務の lっと

物の転作。 の転作の奨励 して実施。

東北緑化計画 1987-1992 1)自然環境 濯j厩等農業イン 国王によって提

(イサーン・キ (水・森林・ フラへの投資。 唱され、陸軍が

アオ・プロジェ 土地)の保 果樹・早生樹(ユ 主導権を握る、

クト) 全・復旧。 ーカリ)・ゴムの 東北部全域を対

2)農民の所得 奨励。 象とした大規模

向上・雇用確 農産物加工業の な総合開発プロ

保。 振興。 ジェクト。

3)住民生活の 栄養状態・衛生

質の向上。 条件の改善。

4セクタープラ 1987ー 1)農業生産と 政府・民間企 1992年までに単

ン 所得の向上。 業・金融機関お 年度作物(9件)、

2)農村の未就 よび農民が一体 永年作物 (2件:

業状態の改 となって農産物 ユーカリ含む)

善。 生産に取り組む の計画を承認。

3)農産物の輸 枠組みをつく

入代替およ る。

び輸出振興。

4)生産からマ

ーケティン

グまでの統
メ口弘、。

農業構造改善プ 1994ー 1997 コメ・キャッサ 代替作物として RFDを含む農業・

ロジェクト 第2フェーズ パ・コーヒー・ 野菜・花弁・果 共同組合省全体

1997-2001 トワガラシの転 樹・宥・畜産・ のプロジェク

作。 複合農業・早生 ト。

樹の奨励。技術

指導や融資

(BAACから。コ

メ・キャッサ

パ)・転作補助金

(コーヒー・ト

ワガラシ)

TDRI[1995]をもとに作成。
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を行っている [RFD1997: 47J 70 農業が転機を迎えている中で、ユーカリなどの早生樹種は、

有望な「農作物」として推奨されるようになったのである。

第3節 まとめ

これまでみてきたように、農家林業の拡大には、大きく分けて 2つの国内的背景が存在

してきた。その第 1は、森林管理・再生の担い手が国家から民間企業へ、さらには地域住

民へと変わり、彼らを担い手とした森林管理・造林活動が、森林保護・再生に重要な役割

を占めてきたこと、そして第 2は、経済発展の中で農業が、外延的拡大から集約化・多角

化・構造変化の時代を迎え、ユーカリなどの早生樹種が、有望な「農作物Jとして推奨さ

れるようになったことである。

これらは共に、農家林業の拡大を後押しする要因となったが、それぞれの農家林業に対

する政策的位置付けは、若干異なっていた。前者の場合、農家林業は、「森林再生」のため

の「造林事業」という性格をもっていたが、後者では、「農業生産構造の改善j のための有

望な「農作物j として位置付けられたのである。

7なお、このプロジェクトは 1998年より第 2フェーズが開始されたが、経済危機の影響を受け、

予算規模が縮小されたため、複合農業の支援を中心にしたプロジェクトへと移行した。
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第3章 農家林業の概観

本章では、既存の資料と農村調査によるデータから、ユーカリ及び在来樹種に関して、

農家林業の規模、立地および経営の概況をまとめ、最も主要な樹種であるユーカリに関し

ては、農家林経営拡大の要因を、収益性の変化に着目して分析する。

まず第 1節で、農家林業で最も主要な樹種の 1つであるユーカリについて、企業側の要

因、特にパルプ産業の原料確保戦略の転換に着目し、その導入の経緯や植栽面積の拡大・

立地について概観する。次に、第 2節でユーカリの主要な産地の 1つである東北部の土地

利用・農業の概観を述べ、ユーカリの分布と照らし合わせて、その立地条件を明らかにす

る。第 3節では、東北部におけるユーカリ農家林経営の収益性とその変化を、既存の資料

とマハーサーラカーム県コースムピサイ郡における実態調査から、競合作物であるキヤツ

サパのそれと比較し、植栽面積拡大の要因としての収益性変化のプロセスを検討する。最

後に第 4節で、在来樹種の造林について、民間のチーク造林の動向と、農民造林普及プロ

ジェクト(第 2章参照)が入っている東北部マハーサーラカーム県コースムピサイ郡の I

村における事例を中心に、その概況をまとめる。

第1節 ユーカリ植栽面積の推移

1. ユーカリ導入の歴史

ユーカリ (EucalyptussPP.)は、フトモモ科(Myrtaceae)のユーカリ属の総称である。自

然分布は、オーストラリア本土およびタスマニア島を中心に、本土北部に隣接するアジア

太平洋地域の特定諸島にまで広がっているo 約 600種のユーカリが存在し、亜種・変種・品

種等を含めれば 1000種に近いといわれ、最も大きな属(genus)の1つである[西村 1987:3J。

ユーカリ樹種の多くは地中深くに根を張り、種によっては巨木になるが、特筆すべきは

その生長の速さ、特に幼時の生長の速さである。また、老齢木でない限り萌芽力が旺盛で、

伐採すれば、その伐根から多数のシュートが発生する。ユーカリは非常に有用な樹種であ

り、さまざまな用途に供される。木材は、建築材・パルプ材・ファイパーボード・ベニヤ・

薪炭材等に利用される。樹皮は植物性のタンニンになり、皮革の製造に用いられる。葉か

らとれる精油分は、薬用・工業用にも利用される。また花は、蜜源としても重要である[向

上書]。

ユーカリはその早生樹種としての性質と、高い有用性、多様な種が存在し環境に応じた

選択が可能なことなどの理由により、温帯・熱帯の多くの国で造林されている。ユーカリ

が原産地以外ではじめて試験植栽されたのは 1803年といわれているが、その後 19世紀前

半にイタリア・フランス・ブラジル・ポルトガノレ・南アフリカ・インド等に導入され、や

がて全世界に広まっていった[同上書:5-10J。現在では世界 73カ国でおよそ 1340万 haも
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の造林が行われている。これは世界の全造林面積の 15%にあたる[FAO1995]。

ユーカリがタイに初めて導入されたのは 1946年とも 1950年ともいわれているが、この

頃よりユーカリのさまざまな種の試験的導入が始まっていた。 1964年にはRFDとFAOによ

る紙パルプ産業の原料に関する調査プロジェクトのため、クイーンズランドより 15種類の

ユーカリが導入され、南部・西部・北部および東北部の各地で植栽された。また、 1978年

には RFDの造林部が東北部にアグロブオレストリーの試験導入を開始、リバーレッドガム

種のユーカリ (E. camaldulensis)が、カマパアカシア(Acaciaauriculiformis)、ギンネム

(Leucaena leucocephala)などと共に、植栽実験の対象となったo リバーレッドガム種はこ

れらの樹種より成長が早く、畑作物の収量も高かった [Thaiutsaand Taweesuk 

1987:439-440]。

これらの長年にわたる試験的導入の結果、リバーレッドガム種がタイの広範な風土に適

応可能な樹種と判断され、以降この 1種が大々的に推奨されるようになった1。そして 1980

年代後半の国内外におけるパルプ価格の上昇と相まって、優れたパルプ原料であるユーカ

リへの注目が高まり、有望な早生樹種としてもてはやされるようになった。現在ではユー

カリは、農家林も含め、民間による植林に最もよく用いられる樹種の 1つとなっている。

以上のように、タイも含め世界各国で植林が行われているユーカリであるが、一方で生

態系の撹乱、地力低下を生じさせるとして、ユーカリ植林に反対する団体も多い。西村

[1987: 109]によれば、ユーカリの中には、自然環境下で、樹下あるいはその周囲にイネ科

を中心とする雑草類の生育が阻害されて、裸地を形成するものがあるという。フィールド

からの報告にも、水田の畦や畑の周囲などにユーカリを植えた農地において、農作物の減

収をもたらし、収益性を著しく低下させたというものがある [Craiget al. 1988; Saxena 

1991]。このように、アレロパシーや、作物や下草との水分や養分をめぐる競合が、農作物

や飼料としての雑草の量を減少させ、ユーカリ導入時に既存の農業システムとの車L牒を生

じさせた可能性は否めなしえ

また、ユーカリ造林が引き起こしてきた社会的な問題については、実態調査に基づく様々

な報告がなされている。 Carrereand Lohmann[1996]はブラジル・チリ・南アフリカ・タイ

1ゆえに、タイで一般にユーカリ(“maiyukaliptat")と呼べば、このリバーレッドガム種を指す。

この種はオーストラリアでは、川辺または氾濫する川原に自生する種である。排水不良で何カ月

も浸水するような土地でも生えるという性質を持っていて、すべてのユーカリ属の中でも最も広

く分布し、かつ世界で広く造林されている種でもある[ミレット 1969(1986) : 58]。以後ユーカリ

と記述すれば、特に記載がない限り、リバーレッドガム種を指すことにする。

2アレロパシー(他感作用)とは、ある植物(微生物を含む)が生産した化学物質の環境への流

出を通じて、他の植物に直接的、あるいは間接的に阻害的影響を与える現象である[西村

1987: 108]。
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などの事例から、パルプ供給のためのユーカリ林の造成が、現地住民の生活に犠牲を強い

てきた経緯を述べている。タイの事例では、企業による「荒廃林地j での造林から農家に

よるユーカリ契約造林への担い手の変化についても触れているが、パルフ。会社の廃液によ

る環境破壊が起っている事実を挙げ、「長期的には、契約造林に受け継がれているような社

会経済のコントロールは、パルプ産業に対する新しい形の大衆の反対を生み出す恐れもあ

る[同上書:239LJ とこれに批判的な見解を示している。

また、環境問題・開発問題に関わる日本の NGOネットワークで、ある紙パルプ・植林問題

市民ネットワーク [1994]は、ユーカリ植林について、「現在、紙の原料を作るためのユーカ

リ植林は、モノカルチャーの商業植林でプランテーション化しつつある。(途中略)商業用

のユーカリ植林は自然環境を破壊するとともに、発展途上国を原料供給地という意味で束

縛し、そこに住む人々の自立性を奪い、より貧困を増すことが心配されるj と述べ、「紙の

大量生産・大量消費のしくみJの転換や、「お金になるためだけの作物には手を出さず、自

給自足をもたらすアグロフオレストリーJの普及、そして「非木材紙Jの利用を訴えてい

る。

このようなユーカリ植林反対の動きは、環境保護団体.NGOや、農民の一部などを中心に

展開されてきている。これに対しFAOは、アジア太平洋地域の専門家による会議を 1993年

10月にバンコクで開いた。その報告書[FAO1995]によると、ユーカリの環境への影響につ

いては、ユーカリの早い生長とバイオマスの生産には、多量の水分の消費を必要とするこ

と、短伐期で高収量をあげようとするユーカリ林については土壌養分の消耗があること、

乾燥した気候下ではアレロパシーの影響を受ける危険性があることなどを指摘し、植栽本

数を減らしたり、間伐をしたりするなどの施業の修正を提案している。しかし、ユーカリ

が、他の樹種と比べて特に土壌浸食を引き起こしたりするわけではないこと、荒廃地に比

べれば、ユーカリ林はより多くの植物種や動物種を伴っていることなどから、「今や会議に

参加した全ての者が、以前ユーカリ属の樹種によるとされてきた問題や対立は、ユーカリ

の樹種自体から生じたというよりは、政府の植林政策適用のまずさや社会的不平等から生

じたものであるという認識に至った[向上書:148]Jと結論づけている。国際協力事業団も、

内部で、ユーカリ分科会を聞き、ユーカリの生態的な影響について議論し、「一概にユーカリ

はょいとか、有害であると断定できる共通な答えはこれまでのところなしリと、ほぼ同様

の結論を導いている[池田 1993:84]。

このように、よくいわれるようなユーカリが生態系に与える影響は、今の所はっきりと

したことがいえないのが現状である。しかし、ユーカリに対する批判の大部分は、ユーカ

リそのものではなく、土地の囲い込みによる現地住民の権利の侵害といった社会的問題や、

単一樹種の大規模な造林・パルプp工場の廃液問題といった環境問題で、詰まるところ開発

主義・経済偏重主義、そして中央集権的な政策決定・実行のプロセスに対する批判である

ことがわかる。そのような意味では、 FAOや国際協力事業団の結論は、現時点では現実的で
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妥当なものであるといえよう。

2. ユーカリの拡大・立地と企業側の要因

「ユーカリ」ときくと、タイでは今でもネガティブなイメージがつきまとう。それは、

前章や前節でも述べたように、かつてタイ政府が、ユーカリ植林の名の下に、国有地を占

拠して暮らしている住民たちの土地を強引に、暴力的な手段を用いて奪おうとしたという

歴史によるところが大きい。また、ユーカリは生態的な撹乱と地力の収奪を引き起こすと

いう考え方が、人々の間で根強いことも影響している。ユーカリ植林によって生まれる

様々な利権をめぐり、政治家・官僚・産業界・マスコミ.NGOなどが政治的に介入していっ

たこともあり、 1980年代の後半には、東北タイを中心に大規模なユーカリ反対運動が広が

っていった。

しかしながら、一方でその植栽面積は急激な拡大の一途を辿ってきた。ユーカリの植栽

面積に関する継続的な統計は、残念ながら存在しないが、いくつかの断片的な統計から、

この拡大プロセスを垣間見ることができる。表 3-1は、 1980年代以降のユーカリ面積の推

移を示したものである。ここで初期の数字は、民間の植林面積に、農家林業による面積を

含んでいない可能性があるので、数字自体は過小評価になっている恐れがある。しかし、

期間を通して急激に上昇していったこと、特に農家林業を含めた民間造林の伸びが顕著で

あったことに関しては、疑いの余地がない。 1985年には全国で 39万ライ(約 6.2万ha)

であったものが、 1995年には、 218万ライ(約35万ha)になっている。さらに 1997年に

は、(農家林も含めた)私有造林地だけで 270万ライ(約43万ha)存在したとの報告もあ

る[Sunthornhao1999]。

表3-1:ユーカリ林面積の推移(千ライ)

年 政府による造林 民間による造林 計 備考

1985 301 85 386 Unphiphathanaphong 

et. al [N. d. ] 
1987 323 266 589 森本[1991]

1992 1，291 畠山[1993]

1995 2， 180 FRC[1997] 

1997 2， 741 Sunthornhao[1999] 

注:1ライ=0.16haである。政府による造林には、 FIOなどの公企業によるものを含む。

この間の拡大率は、実に年 19%にも及び、どの作物の拡大面積よりも大きいものであっ

た。これは圏内の紙パルプ工場が、市場の活況を反映して、 1980年代後期に軒並み活動を
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活発化させたことに関係している。図 3-1にみられるように、タイにおけるパルフ。生産量

は、 1980年代以降飛躍的に増大した。タイの近代的なパルフ。生産の歴史は新しく、 1982年

に東北部で、フェニックス紙パルプ会社が操業を開始したときから本格的に始まった。そ

の後、サイアム・セルロース社やサイアム・紙パルフ。杜が、 1994年にはフェニックス社の

第 2工場が、 1995-1996年にはパンジャポノレ・パルフ。社、アドバンス・アグロ社が相次い

で操業を開始し、産業は大きく発展した[山下ら 1999Jo1997年の経済危機以降、国内の紙

消費が伸び悩んでいるが、会社は余剰分を輸出することで対応しており、業界全体として

は好調を維持している。 2000年現在では、国内(上記 5社)で 956，000トンの短繊維ノ勺レ

プの生産能力があるといわれている [paperloop.com 2001]。
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図3-1:パルプp生産量・消費量および輸出入量の推移

タイ林業統計より作成。

農家林業の拡大が、いつ頃から、

ては、データの制約もあり推定がより困難となっているが、いくつかの文献に関連する記

述があり、そこからおおよその推定が可能である。まず、農家との契約造林に関しての記

述であるが、 1980年代末期から 1990年代初頭にかけて、タイ東部に紙パルプ工場を持つス

ーンフアセン・グループ傘下のアグ、ロライン杜や、東北部のフェニックス・紙パルプ会社、

中部ラーチャブリー県のサイアム・フォレストリー社(サイアムセメント・グ、ループロ傘下)、

どれくらいの規模で起こってきたかということについ

中部ウタイターニー県のタイ合板会社が、それぞれ独自の契約栽培システムを開始したと

いう報告がある[Makarabhirom1998]。

たとえば、東北部のフェニックス紙パルフ。社の場合は、国有林の借林による自社林造成
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計画が頓挫したため、この時期に原料確保戦略を、契約造林など農家からの購入に切り替

えた[1司上書:210] 0 東部のアドバンス・アグロ社は 1980年代に、すでに広大な自社林を取

得していたが、生産拡大の計画に伴い、同系列の造林会社を通じて契約造林を推進してい

る。契約造林制度は、各地に散らばる造林地からの原料輸送コストがかさむものの、土地

取得に伴う農民との車L牒という社会問題が起こりにくい。また第2章で述べたように、 1992

年より、政府は民間企業による大規模なプランテーション造成に慎重になり、代わりに住

民による小規模な植林に便宜を図るようになった。契約造林や農家からの購入は、企業に

とってより低い取引費用で原料が確保できるシステムとなっていたので、ある。

植栽面積の変化に関する記述では、タイ東北部においては、 1991年から 1996年の5年間

で、ユーカリの私有造林地だけで55万ライ (8.8万ha)の造林が進んだとしづ報告がある

[Nagata and Kono 1996]。この増加のかなりの部分が小規模な造林地であると考えられ、

農家林業の拡大を示唆するものとなっている。また、東部のアドバンス・アグロ社によれ

ば、現在工場は集荷範囲(150km四方)内にある約四万ライ (3.1万ha)の自社林と、約28万

ライ (4.6万ha)の契約造林地から原料を供給している[AdvanceAgroのHPN. d. POこれら
の情報を考慮すると、農家林業の拡大は 1990年代に入ってから各地で、起こり、現在その規

模も相当な大きさをもっていることが推測できる。

ところで、当然ながらユーカリの拡大には地域差があり、それによって中心となる産地

ができていった。表 3-2は 1997年のユーカリ私有林面積を地方別にまとめたものであり、

図3-2は1997年における県別のユーカリ私有林面積を密度として表したものである。まず

地方別に見れば、 270万ライ(約 43万 ha)の私有造林地のうち、東北部・東部の割合はそ

れぞれ47%、29%であり、シェアが高くなっているのがわかる。

表 3-2: 1997年における地方別ユーカリ私有林面積

面積(千フイ) シェア(弘)

東北部 1298. 7 47.4 

東部 787.3 28. 7 

北部 350.0 12.8 

南部 1.5 O. 1 

中部 303. 3 11. 1 

計 2740.8 100.0 I 

Sunthornhao[1999]をもとに作成。

3 この会社は広大な自社林を持っており、周辺は自社林の多い地域となっているため、農家林業

の占める比率は他地域ではより大きいと考えられる。この会社の属するスーンフアセン・グルー

プが自社林を獲得する際の政府との繋がりと、関連するスキャンダルに関しては、田坂[1992]

に詳しい。
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北部南側の諸県

中部西側の諸県

図 3-2:ユーカリ私有林の分布密度
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Sunthornhao [1999]， Makarabirom[l998]と、 1999年 12月23-24日にカセサート大学で開催され

たユーカリ セミナーの資料より作成。
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次に県別の密度をみると、大きく 4つの産地(コアエリア)に分けられることがわかる。

それは1)サケーオ・プラチーンブリー・チャチューンサオ・チョンプリーを中心とする東

部の諸県、 2)コーンケーン・マハーサーラカーム・カーラシンを中心とする東北部の諸県、

3)スパンブ、リー・カーンチャナブリーを中心とする中部西側の諸県、そして 4)ガムペーン

ベットを中心とする北部南側の諸県である。それぞれの地域には、パノレフ。工場やチップ・フ

ァイバーボードなどの木材加工に関連する工場が存在しており、これらの需要に応じて造

林が拡大してきたことを窺わせる。 Makarabhirom[1998]によれば、 1)の地域では、キャッ

サパやサトウキピから、 2)では主にキャッサパから、 3)では主にサトウキピから、そして

4)ではサトウキピやトウモロコシなどから転作が進んできている。

第2節 東北部におけるユーカリの立地

上で見てきた 4つのコアエリアのうち、ここでは東北部をとりあげる。東北部の全植栽

面積に占めるシェアは最も大きい七この地域は農業の近代化の最も遅れた地域であり、小

規模農家の割合も多いため、農家林業の拡大を考える上で都合のよい場所である。なお、

1980年代後半には、ユーカリ反対運動が最も激しい地域でもあり、農民のユーカリの受容

と、一方での抵抗への経緯を考える上でも重要な地域である。

タイ東北部は、一般的に不安定な降水量、低肥沃度砂質土壌、および濯翫率の低さによ

り、農業に従事する人口がタイで最も多いにもかかわらず、農業生産性が最も低い地方で

ある。この地方は、カンボジア国境沿い、北東部、西部に位置する山地を除けば、緩やか

な起伏が繰り返される高原状の地形をなしている(図 3-3)。この高原での土地利用は、1)

チー)11・ムーン川沿いの低地に位置し、水田が卓越する地域、 2)低みとパッチ状に存在す

る高みがモザイク状に連続し、水田と畑作地が混在する地域、 3)山地周辺や地方の周縁地

域における畑作地が卓越する地域、および 4)山間部や奥地の森林の 4つに大別される

[Somkiat and Kono 1996; Kono et al. 1994]。

また、この地域の作物の立地を考える上でもう 1つ重要なこととして、マーケットと道

路網が挙げられる。まずマーケットに関して、この地域におけるユーカリの最大のマーケ

ットは、コーンケーン県北部にあるフェニックス紙パルフ。会社のパルフ。工場で、ある。コー

ンケーン市やナコンラーチャシーマー市などの大都市における建築用足場材の需要も、こ

れに次いで重要である。地域南西部のナコンラーチャシーマー県南部などでは、東部にあ

るアドバンス・アグロ社のパルプρ工場も重要なマーケットになっている。その他には、地域

南部のブリーラム・スリン・シーサケットの各県に、チップ工場や家具工場なども存在する。

4一方東部は最もユーカリの密度の高い地域である。企業の自社林も多く、パノレプ会社による品

種改良も進んで、おり、いわばユーカリの先進地域であるといえる。
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図3-3:タイ東北部の地形

注:細い実線は県境を示す。

ラオス

カンボジア

道路網に関しては、これはタイのほぼすべての地域にいえることだが、 整備が非常に整

っているため、辺境地でもそノや情報の移動が比較的迅速に行われる。これらは、第 2次

世界大戦後の 1950年代以降に、アメリカ合衆国の援助や政府のインフラ投資によって整備

され、辺境地をマーケットに結びつける役割を果たしてきた。そして股作物、特に畑作物

の作付け拡大に(そして森林減少に)大きく貢献し、その後も市況に応じた作付け変化へ

のインセンティプを与えつづけてきた。結果として図 3-4のように、畑作物の作付面積は

大きな変動を見せている。ここで、図 3-5に示された森林率と土地利用の推移をみると、

ユーカリや果樹などの樹木に被覆された面積を「樹木被覆面積Jとして定義すれば、この

面積は、 1990年代にはいって減少から増加に転じているのが読み取れる。仮に、これをも

って「森林面積j とするならば、この地方の資源量は反転してきているのである。

ここで、 東北部におけるユーカリの立地を、もう少し細かいレベルから検討してみよう。

図3-6、図 3-7、図 3-8および図 3-9は、それぞれ 1997年のコーンケーン県における天水

田、キャッサパ、サトウキピおよびユーカリの分布密度を表している。これらをみると、

ユーカリの分布はコーンケーン市周辺域と西部・南西部の一部地域を除けば、キャッサパ

の分布とほぼ重なっていることがわかる。このことは、ユーカリとキャッサパは競合関係

にあること、つまりこの地域では、ユーカリが主にキャッサバの代替作物として導入され

てきたことを示している。またキャッサパが作付される土地は、通常水はけがよく肥沃度
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の低い土壌であることが多いため、ユーカリが植林される土地も、概してそのような土地

であると考えられる。
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図3-4:東北部におけるユーカリと主要畑作物の作付面積の推移

注:農業統計、畠山[1993]， Sunthornhao[1999]， FRC[1989]をもとに作成。ユーカリは私有林の

数値を利用し、欠損値を滑らかにつないでいる。
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注:タイ国農業統計、林業統計と表 3-1のデータおよびFRC[1989]の 1980年代のデータより作

成。ここで「樹木被覆j とは、森林面積に果樹・ユーカリ私有林の面積を足し合わせたもの。畑

地ーユーカリは、畑地の面積からユーカリ私有林の面積をマイナスしている。
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図3-6:コーンケーン県における天水田稲作(雨期作)の分布密度(1997年)

刷PNETand NE臥EO[1999]より作成。
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刷PNETand NERAEO[1999]より作成。

43 



，キz

同 。凶 2。却 ・0・'110・・‘・内
'"由曲."'''IT・H・DA・但副・3

N 官官決
/¥1タンポン1A

・・市iil'1世
• 0 
， O. 10 ・1目.20

. '20・30

. '30・刊.川0・ω.時0・80

. '80・【')

図 3-8:コーンケーン県におけるサ トウキピ作の分布密度(1997年)

仏P阻Tand NERAEO [ 1999]より作成。

-キ=

叫 @ 叩 20 閣 ..， ・，...‘・句
，;.， ttto ......，1'"・‘'‘:lAI(t()A1) 

冗V !&i.量
/¥/ヲンポン，.

- 市凶Je・・ o-z 
z-s 

・・ 2-4 ・・ (-5 ・・ 6・8・・ u以上

図 3-9:コーンケーン県におけるユーカリ私有林の分布密度(1997年)
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第3節 東北部におけるユーカリ農家林経営の収益性

1. 目的と方法

では、ユーカリがキャッサパに代わって植栽されるようになった理由は何であろうか。

農業経営の視点からみれば、まずは両者の収益性の変化が影響を与えたという仮説を考え

るのが当然で、あろう。これまでにも、ユーカリとキャッサパの収益性を比較した研究が行

われてきている。

まず、東部チャチューンサオ県における調査から、 Makarabhirom[1994]は、 12%の割引

率の下で、ユーカリの純収益の現在価値がキャッサパよりも高いと述べている。しかし、

東部の特定地域における研究が、東北部にも当てはまるかどうかは疑問である。加えてこ

の研究では、キャッサパに関するより詳細なデータ(要素費用の内訳など)が提示されて

おらず、収益性変化に関わる重要な要因としての要素費用の変化を考慮していない。

次に、 Niskanenet al. [1993]の分析では、 12%の割引率の下ではキャッサパよりも収益

性が高いものの、当時の市場利子率である 18%では、キャッサパのほうが収益性が高くな

ってしまうと指摘している。しかしながら、この研究では分析に推定されたデータを用い

ており、そのいくつかの仮定には現実を反映していないものもある。たとえば、ユーカリ

の伐期は推定された最適伐期(農家林の場合パルフ。材で8年、木材で 10年)を用いている

が、実際にはパルプ材で、は5年以内の伐期が通常である。また、なぜ1990年代に入ってか

ら農民によるユーカリ造林が盛んになったのかについては、 1980年代のデータを利用した

ため触れられていない。

つまり、この地域においてキャッサパとユーカリの相対的収益性がどう変わってきたか、

また変えた要因は何であるかに関する研究はみられない。加えて、要素費用のトレンドな

ど農家の意思決定をより詳しく説明する要因が分析されていない。ゆえに本節では、生産

物価格と要素価格・費用の変化に着目して、キャッサパとユーカリの収益性を比較する。

文献中のデータと、調査によって得られたデータの 2種類を分析に用いた。前者は

Songanok[1994]による、 1994年の東北部各県での調査によって得られたユーカリの生産費

用・粗収益に関するデータである。このデータでは生産費用の項目が、農業経済局による

キャッサパの生産費用の項目と対応しており、これらを比較する上で、現時点で最も信頼

できるものである。なお、キャッサパの生産費用に関しては、同年の農業経済局(OAE)[1994] 

のデータを用いた。

後者は 1996年と 1997年に、筆者がマハーサーラカーム県コースムピサイ郡の南部で行

った調査に基づいている。この郡は、コーンケーン市の南東約40キロに位置しており、コ

ーンケーン市における建築足場材と、県北部にあるパルプ工場という 2つのユーカリのマ

ーケットへのアクセスが容易である(図 3-10)。調査は、まず 1996年に、農家林の経営の実
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態について、郡内のベーン行政区フアナーカム村(以下 H村)で聞き取り調査を行った o

なお、 1997年にはフアナーカム村に加えて、同郡内にある周辺 5村(ノーンクンサワン行

政区ノーンクン村、ラオポー村、ワンヤーオ行政区ワンヤーオ村、ティプソート村、ノー

ンスーン村)の住民に、要素費用の変化や苗木の入手先等に関する補足的な調査を行った。

H村は、東北タイの中心都市コーンケーンの南東約 40kmに位置する、戸数 86戸、人口

439人の小さな集落である九幹線道路沿いのベーン村からアスフアルト舗装のされた枝道

を南に 7キロほど入ったところにあるに村からコースムピサイの町まで朝夕「ソンテウj

と呼ばれる改造トラックが運行しており、市場に売り買いに行く者、通勤・通学する者等

が利用する。なお、枝道の入り口にあるベーン村にはバイクタクシーもあり、交通に特別

不便さは感じられない。

村周辺の地形は、低みの天水固と高みの畑作とが入り混じった景観をなしており、前節

(39ページ)の分類でいえば、 2)の「低みとパッチ状に存在する高みがモザ、イク状に連続

し、水田と畑地が混在する地域」にあたる。ここではユーカリは、主に高みの畑地に植栽

されてきており、 Sunthornhao[1999]によれば、 1997年現在で郡内には約1.9万ライ(約

3，000 ha)のユーカリ林が存在する。県内でもムアン郡についで、 2番目にユーカリ林の多

い地域である。

この村周辺の土地利用の変遷に関しては、住民によれば、低みの天水田に関しては、こ

の村のできる前(1910年頃)から開拓が進んでいた8。高みに関しては、以前は森林であっ

たが、 1970年代から森を拓いてケナフを作り始め、 1980年代にはキャッサパ耕作に変わっ

た。この段階で、付近の森は消滅したという。作物転換に伴って耕地、特に畑作の拡大が

行われてきたことが窺える。図 3-11は、 H村における農家林面積の推移を示している。造

林面積は 1992年頃から急激に上昇を始めている。この村は、近年急激に農家林面積を増や

してきたこの地域の典型的な集落であるといえる。なお現状の土地利用では、農家林を造

成している土地はすべて、かつてキャッサパ作をしていた土地である。ユーカリ以外の造

林に関しては、 1994年にこの村で政府による農民造林普及プロジェクト(第 2章参照)が

実施され、この年に 15戸の住民が 100ライほどの造林を行っているが、その後は行われて

いない。

分析は、以下のような手順で、行った。まず文献データと調査データより、農民によるユ

ーカリ経営の実際について概説し、ユーカリとキャッサパの生産費用を比較した。次に、

5ここでの「村落(村)Jは、地方行政の末端である"muban"を指す0

6 1996年10月のデータより。

7アスフアルト舗装は調査を行った年(1996年)に完成した。

8村長によれば、この村の歴史は、 1914年に北隣のノーンコー村から住民の一部がこの地に移

り住んだのが始まりだという。
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収益性比較を行うため、以下に述べる 5つの指標をユーカリ・キャッサパに関して算出し、

比較分析を行った。最後に、労賃や苗木等の要素価格の近年の変化に関して言及し、収益

性変化に及ぼした影響を検討した。
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図 3-11: H村における農家林面積の推移

1)純収益(NP)と純現在価値(NPv)

まず、ここでの生産費用は流動費のみとし、労働費・物財費・その他の費用の 3つに大

別する。また、自家労働の賃金や、購入されない資材など、現金を伴わない費用もこれに

含める。収入に関しては、キャッサパの場合は庭先価格に収量を乗じたものとする(ユー

カリはすでにデータに存在)。これによってキャッサパの純収益(NP)が、収入マイナス費用

として計算される。

生産期間が複数年にわたるユーカリの場合は、まず時間によって割り引かれた純収益と

して、以下の式により純現在価値(NPv)を求めた。

NPV=γー担-
~(1 +r)' 

ここで、

即 i i年におけるNP(i= 1， 2， 3，…， n) 

r =割引率

である。
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2) 1年あたり純収益(釧P)

キャッサバの場合は、基本的に単年度で収穫されるので、これはNPに等しい。ユーカリ

は永年作物であるので、キャッサパと比較するために、以下の式によって釧Pの現在価値

を計算した。

NPV 
ANP= 

玄(1+r)一i

3)費用便益比(B/C-R)

費用便益比(B/C-R)は、その名の通り費用と収入(便益)の比であり、投資の効率性をは

かる指標として用いられる。ユーカリの場合は、費用も収入も割引率によって割り引かれ

たものを用いる。なお同様に、労働費や物財費の効率性をはかるため、それぞれ労働費あ

たりの便益(B/LC)、物財費あたりの便益(B/MAC)も求めた。

4)内部収益率(IRR)

どんな割引率を選択するかという問題は、投資の収益性分析に関する問題点の 1つであ

る。内部収益率を使用することで、この問題を回避することができる。この指標は投資の

現在価値がゼロとなる割引率を意味している。しかしながら、ここではユーカリの収益性

が比較されるのはキャッサパの純収益(NP=釧p)であり、ゼロではない。よって、ユーカリ

の割り引かれた収益がこれと等しくなる割引率(1即日)を定義し、これもあわせて求めた。

5)感度分析

ユーカリの収益性を現在価値に換算するために、 4種類の割引率、すなわち 0%、5%、

10%および 15%の割引率を用いた。後者の 3つは、それぞれ 1994年当時から 1996年頃ま

での、預金利子率、 1年定期の預金利子率、および貸出利子率に近い。これらの結果はそれ

ぞれキャッサパと比較した。

一方、第 4章の図 4-4(74ページ)に示されるように、ユーカリの工場の買い取り価格

が安定しているのに対して、キャッサパの実質庭先価格は変動が激しくなっている。よっ

て、長期的な変動をある程度考慮した分析が必要になってくる。そこでキャッサパの生産

費用と収量が、時間に関係なく一定であると仮定して、ユーカリの釧Pと等しい純収益を

得るためのキャッサパの実質庭先価格(Pe=c)を、以下の式により求めた。

C

一
+一

c

m川一

X

A
一pe 
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ここで、

ANPe ユーカリのANP

Cc =キャッサパの生産費用

Xc = 1ライあたりのキャッサパ収量

この指標を、 1985-1989年と 1990-1994年の両期間における、キャッサパの実質庭先価格

の平均と比較した。この指標が平均価格より高い場合、ユーカリの方が長期的に考えても

高い収益性を持つことになる。

2. ユーカリ農家林の経営と生産費用

調査村 (H村)における農家林の施業の実態は、次のようになっている(図 3-12)。まず、

地椿え・植樹は雨季の間に行う。要領は畑作と同じで、まとまった雨が降った後に水牛か

耕転機で地排えをし、土が固まらないうちに、直木業者や政府機関から購入ないし配布さ

れた苗を植栽していく。植栽間隔は農家によって異なるが、一般に 2mX 2 m (1ライあた

り400本)の間隔で植えられている場合が多い。

また、植林後の施業として、森林局は毎年の施肥と下刈を推奨しているものの、初年度の

みに施肥を行うと答えた農家が 20戸中 11戸、まったく施肥しないと答えた農家が 5戸を

占めていたことも特徴的である。下刈に関しては、ユーカリ農家林では植林後全く行わな

いと答えた農家が 10戸中 5戸もあったo 住民によると、ユーカリを植えると雑草が生えな

いので、下刈はしなくてもよいという。それでも活着率は良く、 9割以上の値を示す場合が

多い。なお、 2年目以降は何もしないで、放っておくと答えた世帯が 10戸中 7戸を占め、下

刈や施肥などの保育作業を行う世帯は稀で、あった。

伐期は 3-5年とかなり短い。農家は一般に、自らは伐採せず立木のまま仲買人に売り、伐

採作業は仲買人が人を雇って行う。材の販売先はパルプ会社や建築会社である。更新は萌

芽更新で、株あたり 4-5本になるように間引きされる。処理の時期は適当で、特に決まっ

た時期にやるわけではない。そして間引きされたシュートは、薪炭材等になる九このよう

に、調査地で、のユーカリ農家林の施業の実態は、森林局に推奨されている施業よりも低コ

ストかっ労働節約的で、あった。

9調査を行った 1996年当時、燃材は依然としてこの村での主要な燃料であった。村人によると、

半分以上の世帯が燃料として薪や炭を利用しており、ガスが利用できる世帯は限られているとの

ことであった。
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1地排えから植樹

.雨季の聞に行う。

-水牛か耕転機で地捺え0

.植栽間隔は2X2m。

-苗木の入手先は多様0

-1-2週間で作業終了。

2施肥 3植樹後の施業

-ほとんどの農家が 1年| 卜基本的に下刈のみ。

ト~目のみに施肥をする。 同・ユーカリでは酬の農家が下

・全くしない農家も存在。1 1刈しない。

• 2年目以降は放っておく。

4伐採 15更新

-伐期は 3-5年。 1 卜萌芽更新。

・立木のまま仲買人に売る。 ~I- 株あたり 4-5 本になるようにlー

・仲買人が人を雇って伐採を行う。間引きする。

-仲買人はパルプロ会社や建築会社に売る。 1 卜間引きされたシュートは薪炭用

等になる。

図3-12: H村におけるユーカリ農家林の施業手順

この特徴をもう一度、表 3-3で確かめてみよう。この表は、キャッサパとユーカリの 1ラ

イあたり生産費用を表している。これをみると、まず第1に、ユーカリの生産費用が 13年

間 (4年・ 3年・ 3年・ 3年の 4伐期 13年)の累計であるにもかかわらず、キャッサパの 1

年間の費用より安くなっていることがわかる。第 2には、ユーカリのほうがキャッサパよ

りも労働費が少なく、相対的に物財費がかさむという点が特徴的である。当時の農業雇用

労賃を 1日50-60パーツ(当時の為替レートで約2-2.4USドル)と仮定すると、キャッサ

パ耕作に必要な労働投入量は年 15.5-18.5人目、ユーカリはなんと 13年間で7.9-9.5人日

ということになる。このように、ユーカリ造林は、労働節約的なキャッサパ耕作よりも、

より労働節約的であると結論づけることができる。
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表 3-3:キャッサパとユーカリの生産費用(単位:パーツ/ライ)

項目 ユーカリ (Songanok) キャッサパ

13年の合計 1年の合計

費用 割合(出) 費用 割合(見)

労働費 地掠え 135.61 12. 57 248.87 21. 93 

植え付け 129. 32 11. 99 114.99 10.13 

収穫前維持管理 112.98 10.47 278. 30 24.52 

収穫 0.00 0.00 248. 78 21. 92 

収穫後 96.42 8.94 36.08 3. 18 

労働費計 474.33 43. 97 927.02 81. 69 

物財費 種畜 438.24 40.62 57. 15 5. 04 

肥料 51. 60 4. 78 42. 36 3. 73 

農薬・除草剤 4. 52 0.42 0.00 0.00 

農具他 30. 18 2.80 5.84 0.51 

物財費計 524. 54 48.62 105. 35 9.28 

その他費用 農具修理費 0.00 0.00 2.51 0.22 

借り入れ利子等 79.91 7.41 99.97 8.81 

その他費用計 79.91 7.41 102.48 9.03 

費用計 1078. 78 100.00 1134.85 

注 1: 1994年度のデータ。 Songanok[1994]、OAE[1994]より作成。

注2:キャッサパ生産費は、タイ東北部平均のデータである。 Songanokのデータは、東北部の農

家林家40戸を対象としており、 4伐期 13年の合計。 なお全て可変費用のみを示している。

注3: Songanokのデータに関して、収穫前維持管理費は 1、2年目の合計(順に 93.21、19.77

パーツ)。収穫後の費用は5、8、11年目の合計(順に43.98、38.36、14.08パーツ)。
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3. ユーカリとキャッサパの収益性

表3-4は、両作物の 1994年における収益性に関する諸指標を示している。この年におい

ては、釧P，B/C-R， B/LCに関しては、全てユーカリの方が高くなっている。 I四RRと I問RRe=

に関しても、ユ一カリに好ましい結果を与えている。しかし、 B/MACに関しては、ユーカリ

のそれがキャッサパより高いのは、割引率が0%、5%のときのみとなっている。B/LCとB/MAC

に関するこのような相違は、ユーカリ造林の労働節約的・資本集約的な性質を物語っている。

ところで、 1985-1989年と 1990-1994年のキャッサパの平均実質庭先価格は、それぞれ

0.83， 0.71パーツ/キログラムであり、この2期間でキャッサパの平均価格が下落したこと

がわかる。ここでこれらを P円と比較すると、割引率が 0%、5%および 10%の時は、 Pe=C

のほうが、 1990-1994年のキャッサパの平均実質庭先価格(0.71パーツ/キログラム)よりも

高くなる。割引率 15%の場合は Pe=Cがこれより低いものの、それでも庭先価格との差は、

わずか 0.02パーツ/キログラムにまで縮まっているoこの結果から、 1990年代に入ってか

らのキャッサパ価格の相対的低下によって、ユーカリがキャッサパと同等以上の純収益を

もたらすようになったことがわかる。

4. 近年の要素価格の変化

生産物価格と同様に、労賃・苗木価格等の要素価格も、農家の意思決定に影響を及ぼす

重要なシグナルで、ある。特に、ユーカリとキャッサパに関する要素費用の内訳の差を考慮

する時、これらのトレンドが重要な意味をもつことは明らかである。

コースムピサイ郡の聞き取り調査に答えてくれた住民によれば、 1990年代初頭より若い

世代の都市への流出が目立つようになり、同時に雇用労賃の上昇が起こったという。農業

雇用労賃は 1993年の 1日50パーツ(当時の為替レートで約2USドル)から、 1996年には

1日100パーツ(約4USドル)にまで上昇した。これとは対照的に、苗木の価格は 1990年

代を通して、 1本 1パーツ前後であったという。

また 1992年より、政府の造林普及プロジェクト(東北タイ造林普及計画:Khrongkan 

songsoem plukpa phak tawanok chiangnua)がこの地域で開始され、そこで苗木の無料配

布を受けた農家も存在している100 聞き取りでは、 6戸(29%)の農家が政府から苗木の無料

配布を受けたと答えており、労働費の上昇とは対照的に、物財費の上昇はある程度おさえ

10国際協力事業団と RFDによって、 1992年より開始された造林普及プロジェクト。東北部の 4

ヶ所に大規模な首畑センターを建設し、これを核として普及・訓練および麗示林の造成を行って

いる[赤羽ら 1994:100]。なお、第 1フェーズは 1998年に終了し、 1999年より第2フェーズ、が

実施されている。

53 



られていたと考えることができる110

このように、この地域における 1990年代前期の要素価格及び費用の変化は、明らかにユ

ーカリにとって好ましいものであったといえる。

表 3-4: キャッサパとユーカリの収益性 (1994年、単位:パーツ/ライ)

キャッサパ ユーカリ ユーカリ ユーカリ ユーカリ

(r= 0出) (r = 0括) (r = 5出) (r = 10出) (r = 15出)

粗収益 1218. 66 9745. 73 6478.65 4502. 31 3251. 20 

生産費用 1034.88 998.87 927.23 868.91 819.93 

NP 183. 78 8746.86 5551. 42 3633.40 2431. 27 

ANP 183. 78 672.84 590.98 511. 50 435.47 

B/C-R 1. 18 9. 76 6.99 5. 18 3.97 

B/LC 1. 31 20.55 15. 15 11. 48 8.94 

B/MAC 11. 57 18.58 12.97 9.44 7. 13 

Pe=c (Baht/kg) n. a. 0.80 O. 76 O. 72 0.69 

IRR (拡) n. a. 53. 26 53. 26 53.26 53.26 

IRRe=c (覧) n. a. 34.30 34.30 34. 30 34. 30 

注1:計算には、表3-3とこの表の注2のデータを用いた。費用の計算には、借り入れ利子等を

省いている。ユーカリの粗収益と費用は、割引率rによって割り引かれている。キャッサパは通

常栽培期間が単年であるので、割り引かれてはいない。

注2:1994年度のタイ全土におけるキャッサパの庭先価格とタイ東北部における生産量は、それ

ぞれ 0.57パーツ/kg、2138kg/ライである(1994/95年タイ国農業統計より)。ユーカリの(現在

価値換算していなし、)粗収益に関しては、4、7、10、13年目にそれぞれ2374.23、2331.4、2340.1、

2700パーツである[Songanok1994]。

注3:この分析では、 Songanok[1994]の論文に記されているデータを使用しているものの、結果

はオリジナルの論文とは若干異なったものになっている。たとえばオリジナルでは、 10%の割引

率でユーカリのNP，釧P，B/C-R及びIRRは、それぞれ3636.91、512.80パーツ、5.20及び53.42%

となっている。これらの差は、計算方法や定義の差を反映していると考えられるが、わずかな差

であるので、分析上差し支えないと判断した。

11 21戸への聞き取り調査。他 11戸(52%)が、政府から苗木の配布を受けていないと答え、 4戸

(19%)は不明であった。
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第4節 民間による在来樹種の造林の概況

1. 私有林の拡大

ユーカリなど早生樹種の造林の拡大に対して、それ以外の樹種、とりわけ在来の長伐期

樹種の造林については、政府による造林の他、これまであまり注目されてこなかった。し

かし、最近では農家も含め、民間部門によるこれらの造林も徐々に活発化してきている。

Niskanen et al. [1993]は、ユーカリ、アカシア・マンギウム(Acaciamangium)、タイワン

センダン(Afeliaazedarach)、チークおよび、パラゴムノキ(Heveabrasiliensis)の収益性を

比較し、木材生産を前提とするならば、チークやアカシア・マンギウム、タイワンセンダ

ンなどのほうが収益性が高いことを示した。市場が存在し、適地があるなど条件さえクリ

アできれば、その潜在力は高いのである。

特にチークは商業的価値が高い。チークは 19世紀よりタイの輸出品目の 1っとして大き

な貢献をしてきており、森林法(第 2章参照)における禁制木として、早くから政府によ

る厳しい伐採管理が行われてきた。 1960年代頃より天然の良質なチーク材が枯渇していく

につれ、 RFDやFIOは、ランパーン県・プレー県など主に北部地域でチークの造林事業を実

施してきた。

一方で、民間部門によるチーク造林は、チークが禁制木であり、造林しても伐採に際し

て非常に煩雑な手続きが必要であったため、これまであまり行われてこなかった。しかし、

1992年の森林プランテーション法の制定を機に、民間でも一定の手続きによりこれらの造

林が可能になったことを受けて、チーク造林が徐々に増えつつある120 Bangkok Post [1996， 

4，26]は、家具材としての需要の高まりを受けて、 1994年から中部のカンチャナプリー県、

ベッチャブーン県、東部のチャンタプリー県や、東北部のナコンラーチャシーマー県など

を中心に、民間会社によるチーク林経営が活発化していると報告している。現在ではチ}

ク林は全土に 12万ライ(約1.9万 ha)存在するが、民間部門によるものは、そのうち約

10%を占めるまで、になった[同上書]。

私有林の拡大に伴い、従来とは異なる新しいチークの造林法も実施されてきている。竹

田[1994:70]は、濯瓶可能なサトウキピ畑跡などに造林し、施肥や、潅水など非常に集約的な

管理を行って、従来60年ほどかかる伐期を大幅に短縮し、 5年目に間伐、 15年目に主伐す

る f早生樹Jとしてのチーク造林を紹介している130

また、農家林業としてもチーク造林がおこなわれている。 1994年に RFDが開始した「農

12森林プランテーション法制定の魅樟については、第2章を参燕のこと。

13ただこの造林法に対しては、虫害や材質不良を懸念する専門家もいるため、必ずしも長所ば

かりではないようである[竹田 1994:70]。
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民造林普及プロジェクト」によって、農民による在来樹種の造林に 5年間の補助金が支給

されたため、多くの農民がこれに参加したのである叱表 3-5にあるように、 1994年と 1995

年の 2年間で、タイ全土で 11万人の農家が 160万ライ (25.6万 ha)の造林を実施したと

報告されている[RDI1996]。そしてその構成樹種は、商業的価値の高いチークが主要な樹

種の 1つとなっている。

このプロジェクトでは、チーク以外の樹種に関しても造林を普及している。ピルマカリ

ン(Pterocarpusmacrocarpus)とインドセンダン(Azadirachtaindica)が主要な樹種である。

表 3-6にあるように、東北部ではチ}クとこの2種で全体の約9割を占めた。

表 3-5:農民造林普及プロジェクト参加世帯と造林面積(単位:ライ)

参加世帯数 造林面積 1世帯あたり平均造林

面積

1994 48， 147 716， 036 14.9 

1995 65，631 946， 190 14.4 

1996 21，663 327，904 15.1 

計 135，441 1，990，130 14. 7 

一RDI [1996]より作成。

表 3-6:東北部における農民造林普及プロジェクト参加者の選択樹種(単位:ライ、%)

チーク jピルマカリン
1994 I 142， 326 (39) I 127，488 (35) 
1995 I 108， 342 (17) I 311，519 (48) 
計 I250，668 (25) I 439，007 (43) 

注:RDI [1996]より作成。括弧内はシェア(見)を表す。
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2. 在来樹種農家林の拡大

前節で扱った H村では、ユーカリ農家林だけでなく、このプロジェクトによる在来樹種

の造林も行われている。そこで、この村を事例として、在来樹種の農家林造成の概況を、

ユーカリ農家林と比較しながら述べたい。

この村では、全世帯数 86戸のうちユーカリを造林した農家は 14戸、ピルマカリンやイ

ンドセンダンなどの在来樹種を造林した農家は 15戸であった15。前節の図 3-11で述べたが、

ユーカリ造林が 1992年頃から上昇してきたのに対して、在来樹種の造林は、プロジェクト

の対象村となった 1994年に集中している。なお造林地は、すべてがかつてキャッサパ作を

していた畑地であった。植栽樹種をみると、ピルマカリンとインドセンダンの 2種類を植

14プロジェクトの内容に関しては、第2章を参照のこと。

15両者を造林した農家は5戸であった。従って、村で農家林を造林した農家は24戸である。
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えている世帯が 8戸 (47ライ:約 7.5ha)、ピルマカリンのみの植栽が 3戸 (13ライ:約

2 ha)、ピルマカリン・インドセンダン・チークの 3種類の植栽が 1戸 (15ライ:2.4 ha) と

なっている160

ユーカリ・在来樹種の農家林を造林した動機を農家に聞いたところ、まずユーカリに関

しては、ユーカリを造林した 13戸の農家のうち、 6戸が労働力不足やキャッサパより楽だ

からといった労働力に関する理由を挙げた。それ以外には、キャッサパ価格の低下を挙げ

た者が 4戸、土地が不向きであったり、生産力が低下していたりといった、土地に関する

理由が 4戸となっている。これらの理由は、ユーカリが労働節約的な「農作物Jとしての

性質をもっていることの現れであると考えられる。また、ユーカリを植えたくないと答え

た者について、その理由は、「土地が死ぬ」、「草が生えないので放牧ができなしリ、「毎年収

入が欲しい」などを挙げた者が多かった。

これに対して在来樹種については、プロジェクトがあるから植えるというのがほとんど

であった。彼らの問では、ユーカリを植えると地力が落ちると信じられている。一度植え

てしまうと、ユーカリをやめようと思っても作物を変えるのが難しく、何も育たないとも

いう。調査では、 13戸がユーカリは地力を消耗させると答えている。そのうち、在来樹種

の農家林のみを持つ農家については、 7戸中 4戸がそう答えており、意思決定の際の判断基

準になったと考えることができる。

一方、造林木を将来どうするかという問いに対しては、 fわからないj と答える者が多

かったものの、一部には rlO年ほど経てば家の修理に利用したり、売ったりできるように

なる」といった答えがみられた。 r換金作物」としての位置付けの強いユーカリとは対照

的に、在来樹種の造林は、補助金を貰って財産をつくる行為であると捉えられていたと考

えられる。

実際に在来樹種の造林地へ行ってみると、造林成績にはかなりの個人差がみられた。こ

れは、植林した農地の状況や、施肥や下刈りなどの保育作業と関係があると考えられる。

まず造林地には、キャッサパ耕作によって疲弊した土地も含まれており、そのような場所

で造林木の成長が良くないであろうことは十分想像できる。聞き取り調査では、キャッサ

パ耕作による地力の疲弊を在来樹種造林の理由に挙げた世帯も存在していた。

また、保育作業をほとんどしなくても育ってくれるユ}カリとは異なり、成長の遅い在

来樹種ではこれらの作業が重要となる。聞き取り調査では、在来樹種の場合、ほとんどの

世帯が造林初年度には下刈を行っており、 2年目以降も 6戸中 5戸が下刈をしたと答えてい

る。しかし、実際には下刈を怠っていたため雑草が繁茂し、苗木が全滅した例も観察され

た。これらの作業にも、実際にはかなり個人差があったと考えられる。

16残りの3戸は調査していないため、データがない。
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以上、本節では在来樹種の造林拡大について検討してきたが、これらのデータからは、

ユーカリ農家林業が拡大してきたまさにその時期に、在来樹種の農家林業も同時に拡大し

てきたことが窺える。また、ユーカリと在来樹種とでは、農民にとってその位置付けや造

林への動機が異なることも明らかになった。造林して 5年程で伐期を迎えるユーカリとは

異なり、この動きが在来樹種の農家林業として定着するかどうかは、まだ未知数である。

造林プロジェクトの結果を踏まえ、造林適地・法制面・マーケットなど様々な角度から検

討されねばならない。

第5節 まとめ

私有林の拡大は、 1980年代より早生樹種、特にユーカリ植林を中心に開始された。この

時期に勃興期を迎えた紙パルプ。産業の原料として用いられることによって、大きな市場と

結びついたのである。しかし、政府と民間企業の強引なやり方に反発する者も多く、 1980

年代後半には大規模な反対運動が起こった。 1990年代に入ってから、企業も自社林を設け

るのではなく、より取引費用が低く社会問題の起りにくい契約造林を進めるなど、原料確

保の戦略を転換するようになった。その結果、従来の民間企業による大規模な造林に代わ

って農家林業が拡大してきている。特に、東部・東北部や中部の一部地方は、農家林業が盛

んな地域となっていった。

農家林業拡大の農家側の要因としては、収益性の変化がまず考えられる。東北部におい

ては、 1990年代のキャッサパ価格とユーカリ価格の相対的変化、労賃や物財費などの要素

価格の変化が、より労働節約的なユーカリ造林に有利に働いた。なお、政府によるユーカ

リ苗木の配布なども、物財費の軽減としてある程度の役割を果たしたと考えられる。しか

し、実際にフィールドに入ってみると、ユーカリの分布には同様の立地条件でも村や地域

ごとにばらつきが多く、収益性だけではこれらの差を説明することはできない。

一方 1990年代には、これまで目立った動きのなかった在来の長伐期樹種に関しても、造

林拡大の動きが認められた。 1992年の森林プランテーション法の制定や、それに基づく造

林普及のプロジェクトによって、チークなどの造林が全国で拡大してきたのである。事例

調査では、ユーカリと在来樹種の造林は、農民にとって異なる位置付けを持っていること、

在来樹種の造林では、ユーカリとは異なり育林にある程度の手聞が必要なため、造林成績

にばらつきが見られることが観察された。この動きが在来樹種の農家林業として定着する

かどうかは、まだ未知数である。造林プロジェクトの結果を踏まえ、造林適地・法制面・

市場など様々な角度から検討されねばならない。
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第4章 ユーカリ農家林経営の拡大と制約

前章では、ユーカリを中心に農家林業の概況をまとめ、 1990年代からの農家林業の伸び

が急速であったこと、東北部がユーカリの主要な産地の lつであること、そしてユーカリ

農家林経営は農家にとってより労働節約的な経営であること、 1980年代後半から 1990年代

前半にかけてのキャッサパ庭先価格の相対的下落、近年の労賃・ユーカリ直木価格の趨勢、

苗木の無料配布等の援助が、この地域におけるユーカリの収益性を、相対的に上昇させた

ことを明らかにした。

しかし、実際には近接した地域で同様の立地条件下で、あっても、ユーカリ農家林の分布

には、村ごとにかなりのばらつきが認められる。収益性変化は、キャッサバ耕作からユー

カリ農家林への土地利用変化を傾向的に捉えるには有効な視点であるが、このような分布

の差は収益性のみでは説明がつきにくい。この差を明らかにするためには、ユーカリ農家

林業を受容した農家としなかった農家の間でどのような差が存在したかについて、静態的

及び動態的な意味での検証が必要になってくる。

本章では、農家林業を受容する住民(農民)側の反応に注目し、彼らが辿った発展経路

と農家林業の受容との関係を考察する。まず、第 1節では、タイ東北部コーンケーン近郊

における、ユーカリ造林に関して対照的な経緯を辿った 2つの隣接する村落を事例として、

この地域における農家林がどのように拡大していったか、そしてそれが世帯ごと・村落ご

とにどのような相違を経て現在に至ったかを検証し、受容後の動向についても若干の考察

を加える。次に、第2節で今日のユーカリ農家林経営が抱える問題点を、マーケティング・

市場構造・貿易などの外部要因に注目して分析する。

第l節 社会経済変化と農家林経営の受容

1. 調査と分析の方法

コーンケーン県プラユーン郡における、隣接するがユーカリ農家林の分布に差がある 2

つの村落、ブpラユーン行政区パーサーン村(以下P村)と同行政区ゲーンプラドゥー村(以

下G村)にて、 1999年 1月から約 1年間調査を実施したI。調査村は、コーンケーン近郊に

おいて、ユーカリ仲買人や政府関係者への予備調査でユーカリが多いと指摘され、踏査に

より実際にユーカリの目立ったところ (p村)を選定し、その後G村を選定した。調査は、

まず村内の各世帯における社会経済状況・土地利用状況やそれらの変化に関して、質問表

l実際はムー9とムー10という 2つの村 (3つの集落)が「パーサーン村Jという通称を持って

いるが、調査ではムー9の2集落のみを対象にしている。本稿においてパーサーン村 (p村)と

いえばムー9を指す。
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による面接調査を実施した。サンプノレ数は、 P村が 127戸中 122戸、 G村が 130戸全戸であ

り、ほぼ全数調査といって差し支えない。面接調査は、 P村は 1999年 1月から 2月に、 G

村は同年7月に実施した。そのため調査時点が異なることによる相違の影響が考えられる

が、これを避けるためにライフヒストリー等を利用し、その時点の状況だけではなく、そ

れ以前の状況も把握するように努めた。たとえば、就業状態の調査に関しては、世帯員の

「普段の状態」における就業状態を調査した。そのため、例えば農閑期には出稼ぎにいく

が、農繁期には農業に従事するという世帯員の場合、農業労働力としても農外就業として

もカウントされている。

なお、その後は随時、非体系的な聞き取りや、踏査・野外調査を実施して、面接調査に

現れない定性的データや地理情報の把握に努めた。

分析方法は、まず世帯を分析単位とした静態的な分析として、 2村における面接調査によ

って得られたデータをもとに、ロジスティック回帰(logisticregression)によって、ユー

カリ農家林を所有している世帯(農家林所有世帯)と所有していない世帯(非所有世帯)

聞の意思決定の規定要因を分析した20

ロジスティック回帰とは、意思決定分析などのように、従属変数が二値データ (binary

data)をとるときに用いられる回帰分析の 1つである。このモデルで、は、従属変数に由来す

る潜在変数と、独立変数との線形回帰式における誤差項の確率分布がロジスティック分布

に従うと仮定している。すなわち i番目のデータセットに関して、 k個の独立変数

Xin (n=l， ...， k)と二値データの従属変数yi(=0， 1)を定義したとき、Yiが0，1となる確率PiO，Pil 

(Pil=l-PiO)は、それぞれ以下のような式で表される。

X
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+
 

一

7
0

一

n
y

一

X
一
ρ
M

一
+

pz 
j=1 

exp(bo +玄bj巧)
尺 _____，i=lk 

l+exp(bo + i:bjXij) 

よって、このモデルでは、次式のように Yiが Oとなるか 1となるかの対数オッズ比

(log-odds ratio)が Xijの線形関数となっている。

2分析はSPSSを用いて行った。
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D k 

lnf=bo+ZbJ巧

なおここで、測定された変数がれであり、 P仙 Pilが未知である場合は、回帰式のパラメ

ーターbiは最尤法(maximumlikelihood method)によって推定される。

モデルの推定には、以下のような従属変数および独立変数を用いた。独立変数は、土地・

労働及び資本といった農業の生産要素に加え、生業構造、家族サイクル、農法、村の構造

差に関連する変数からなっている。

従属変数:ユーカリ農家林の有無(あり=1、なし=0)

独立変数:世帯員数、土地・労働比(農業主従事者 1人あたりの耕作面積) 3、車の所有台

数、農外就業者率(就業している世帯員に占める農外就業主従事者の割合)4、稲作農法ダ

ミー(直播=1、田植え=0)、および村落ダミー (P村=1、G村=0)

次に、村落を分析単位とした動態的な分析として、前述の世帯データに加え、村の歴史、

住民のライフヒストリー等の非体系的な聞き取りや、航空写真(1967，1983， 1996年)・踏

査による土地利用変化のデータをもとに、両村における過去 10年ほどの世帯数(人口)、

就業構造、土地利用、農法等の変化に関する比較分析を行った。なおこの分析では、調査

で、把握の難しかったいくつかの項目に関しては、既存の村落基礎データベース (KCC2K)を

利用した九

なお、回帰分析においては、原則として世帯を農業経営の単位として捉え、分析してい

3 (当該世帯の所有農地面積一休閑地+借入地一貸出地)/当該世帯における主として農業に従

事する(農外労働はしないか一時的)世帯員の人数。

4就業している世帯員は、世帯員全員から非就労の学生と老人を除いたもの。農業主従事者数と

農外労働主従事者数の和でもある。

5タイ全土の市街地(“thessaban")および人口集中地区(“sukhaphiban")を除く村落

(“muban" )を対象に、内務省地域開発局を主管とした調査によって得られた、村落のさまざま

な基礎情報に関するデータベースである。調査は 1986年より隔年で行われている。このデータ

ベースを利用するにあたって永田[1997]は、大雑把な平均値しか答えようがない質問項目がみら

れることを指摘している。しかし、世帯数などの把握が容易なものに関しては、時系列的にも利

用可能だと考えられる。本研究では、図4-4の労賃、図4-5，4-6の全世帯数、水牛・牛を飼養し

ている世帯数およびキャッサパを耕作している世帯数に関してこのデータを使用した。なお、労

賃に関してはインタビューの結果、稲の収穫労働のそれにほぼ当てはまった。
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るが、この地域で世帯を農業経営の単位として捉えることに関する問題点のひとつとして、

生産の世帯問共同が広範に行われていることが挙げられる。調査村においては、 P村に20

例、 G村に6例の、宮崎[1987Jがいうところの「全面共同経営(お互いの所有農地全てを世

帯間で共同経営する形態:調査地の場合、 P村において 3世帯の共同が2例、 4世帯の共同

が1例存在したほかは、全て 2世帯間共同である)Jが、またP村に 1例、 G村に 4例の部

分的な共同経営(農地の一部のみを世帯問で共同経営する形態)が存在することが認めら

れた。この分析では「全面共同経営」がある場合は、それらの世帯を併せてひとつの(経営

単位としての)r世帯」として捉えている。部分的な世帯間共同の場合は、世帯聞における

土地の使用貸借、あるいは労働力の一時的提供と捉え、世帯をそのまま経営の単位として

利用した。このため、回帰分析でのサンプル世帯は252戸-(20+4(3，4世帯共同の追加

分)+6) =222戸である。

2. 調査地の概要

調査村である P村と G村は、この地方有数の都市であるコーンケーン市の南西約35キロ

に位置している(図 4-1)0 p村の歴史は、 1877年に、同郡隣村のボーゲ一村とマハーサー

ラカーム県コースムピサイ郡からの移住者が、この地に住み着いたことに始まる。 G村の場

合、少し遅れて 1907年に、同郡のプラブ村とコースムピサイ郡からの移住者によって開村

した。

P村は、コーンケーンからチャイヤプームへ抜ける幹線道路沿いにあるため、日中頻繁に

運行するローカルパスを利用して、容易にアクセスが可能である。 G村は、 P村から枝道を

さらに 2キロほど入ったところにあるが、道はアスフアルト舗装され、枝道で待機してい

るバイクタクシ一等を利用して、容易にアクセスできる。両村ともその交通の利便性のた

め、コーンケーンへの通勤通学が可能であり、コーンケ}ン周辺における近郊農村の性格

を持っている。なお、コーンケーン市の北30キロほどのところには、東北部唯一のパルフ。

工場があり、コーンケーン市内における建築用足場材の需要とともに、この地域のユーカ

リ市場の動向に大きな影響力を持つ。同様に、市の南40キロほどのところにキャッサパの

集散地が、市の西40キロほどのところに製糖工場があり、畑作物の重要な市場となってい

る。

調査村一帯は、 P村の南東、 P村と G村の問、 G村の北西部の高みでは、キャッサパ・サ

トウキピなどの商業的な畑作や、ユーカリ農家林、桑園・果樹園が、その問の低みでは天

水田による自給的な稲作(主にモチ米作)が行われている。つまり、前章で述べた土地利

用様式の分類(第 3章第 2節)でいけば、 2)の「低みとパッチ状に存在する高みがモザイク

状に連続し、水田と畑作地が混在する地域j に該当する。また、この地域の水田土壌は塩

性化が著しく、なかには塩が表層に集積した放棄水田も見られるなど、この地方を特徴づ

ける農業生産上の悪条件が揃っている地域でもある。
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ブラユ ι ン郡

図4-1:調査村の位置

63 

J 

S ¥..C"¥3、
〈 ιザア-

レ1-'

5km 
d マ日へ i

道路

一一河川

酷道



表 4-1は、両調査村における土地利用の状況を示している。世帯あたり経営農地の平均

規模は、 P村で21.4ライ(約 3.4ha)、G村で 19.3ライ(約 3.1 ha)であり、東北部の 1995

年の平均である 25.4ライ(約 4.1ha:第2章表 2-5より)よりやや低い値になっている。

土地利用の内訳を見ると、隣村同士であり、自然立地的にはほぼ同様の両村であるが、畑

地および、ユーカリ農家林の面積には著しい相違が認められる。一般に、ユーカリ農家林経

営を行う農家は、政府による農業生産構造改善プロジェクト(その一部としての早生樹種

造林普及プロジェクト:第 2章参照)に参加している者、パルプ会社などの民間企業と生

産・販売に関する契約(契約造林:第 1章参照)を結んで、いる者、そして両者とも関係な

く自主的に植栽をはじめた者の 3つに大別される。本地域では、政府の農業生産構造改善

ブpロジェクトに参加している世帯はみられない。企業と「契約j を結んでいる世帯もわず

か 1戸であり、大部分は農業生産構造改善プロジェクトや企業の契約と関係なく、自主的

にユーカリを植栽している九

表4-2および表 4-3はそれぞれP村、 G村の就業構造を示したものである。 p村において

は自営商(行商など)、 G村においてはバンコク、コーンケーンの工場での雇用や、農業雇

用・日雇い等の雑業が多いのが特徴的である。なお、 P村における行商は、 1960年代に 1

人の村人が始めて以来、この村の代表的な農外就業の 1つとなっている。かつては護符な

ど小さい商品が主で、オートパイで仕入先から村々へ売りさばいていた。現在では、各地

で仕入れた古着・アルミ製食器棚・日よけの布などを、ピックアップトラックに積んで売

りに行く。基本的には世帯単位の自営商であるが、中には複数の車を所有し、村人を雇っ

て手広く商う者も存在する。最近は、通貨危機後の景気の悪化により商品の売上が悪くな

ってきたため、袋詰の菓子等の新たな商品も扱いはじめている。

図4-2はそれぞれ 1967年、 1983年、および 1996年の調査村周辺の土地利用を、図 4-3

は 1967年、 1983年および調査を実施した 1999年における、 P村と G村を横切る横断面の

模式図を表したものである。住民によれば、 P村と G村の問の高みは 1950年代には森林で

覆われていた。 1954年ごろから住民が森林を徐々に開墾し、ワ夕、ゴマなどの畑作物を植

栽し始めた。 1960年代半ば頃からは本格的に開墾が始まり、当時需要のあったケナフを植

栽し始めた。そして 1970年代に入って住民は、ケナフの代わりにキャッサパを植えはじめ

るようになり、 1970年代半ばには高みのほとんどはキャッサパ畑になったとしサ。さらに

1990年代に入ってから、高みの東側のキャッサパ畑はほとんどがユーカリに代わり、西側

の一部はサトウキピ畑になったo なお、水田に見られる塩害は、 30年ほど前から徐々に起

こってきており、現在高みの東側沿いの水田が深刻な被害を受けている70

6ただし、 P村の住民で、東北タイ造林普及計画(第3章参照)による苗木の無料配布を受けた

ものは相当数存在する。

7 P村から幹線を 3キロほど北上したところにあるボーゲー村には、土地開発局 (Land
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表4-1:調査世帯の土地利用状況

P村 G村
作目 面積 所有世帯数 所有世帯 面積 所有世帯数 所有世帯

(ライ) (n=122) あたり平 (ライ) (n=130) あたり平
均規模 均規模

(ライ) (ライ)

水田 1，031.8 70 14.7 1，348.0 106 

畑地

キャッサパ 13.0 1 13.0 402.0 55 

サトウキピ 0.0 。 229.0 32 

ユーカリ農家林 401.5 35 11.5 38.0 7 

果樹園・菜園・桑園 10.0 3 3.3 30.0 12 

休閑地その他 171.5 11 15.6 182.0 28 

貸出地 80.0 6 13.3 241.0 12 

所有農地合計 1，707.8 79 21.6 2，470.0 119 

借入地 193.0 15 12.9 141.0 12 

村落内の貸借関係地 25.0 3例 102.0 7例

経営農地合計 1，820.8 85 21.4 2，370.0 123 

注1: 1ライ=0.16ha。なお、自作、自小作、小作、土地なしの世帯数は、 P村がそれぞれ70、9、

6、37戸、 G村がそれぞれ112、7、6、5戸となっている。 P村においては土地なし世帯が多いが、

これらの世帯の多くは親ないし親戚世帯と共同耕作している。

注2:経営農地合計=所有農地合計十借入地一貸出地によって算出した。

Development Department)の出張所があり、土壌の塩性化防止のため、付近の農民に堆厩肥やカ

ノミークロップの普及を行っている。
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表4・2:P村住民の就業形態

職種 調査村周辺 コーンケーン ノミンコク その他・不明 計

農業 274 274 

自営商 143 143 

工場労働者 1 1 

会社員・サービス 2 1 

業従業員

運転手 1 1 
申県 職工・修理工 9 1 2 12 

草益語 公務員・教師 2 1 2 5 

看護婦 1 1 2 

メイド 1 1 

施設養鶏 2 3 5 

その他雑業 56 7 6 69 

兵役 1 1 

海外出稼ぎ 1 1 

農外就業計 216 12 12 4 244 

注:調査世帯員584名のうち学生 102名、その他の非就労者 113名を除いた 369名の就業形態。

村長職は就業に含まない。その他雑業は、サトウキピや稲の収穫のような農業雇用労働や、各地

でのさまざまな場所・時期における不特定な雑業を含む。なお施設養鶏は、便宜上農外就業に含

める。

表4・3:G村住民の就業形態

職種 調査村周辺 コーンケーン ノミンコク その他・不明 計

農業 381 381 

自営商 13 13 

工場労働者 50 32 1 83 

会社員・サーピ 6 4 8 18 
ス業従業員

轍 運転手 5 5 

z損k 職工・修理工 1 1 2 

副監 公務員・教師 5 2 1 8 

看護婦 2 2 

その他雑業 263 3 1 267 

不明 2 ~ 
海外出稼ぎ 2 21 

農外就業計 293 59 45 5 402
1 

注:調査世帯員600名のうち非就労の学生97名、その他の非就労者58名を除いた445名の就業

形態。職種の定義は表4-2に準ずる。
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図4・2:調査村周辺における土地利用変化

注:航空写真と聞き取り調査をもとに作成。
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3. ユーカリ農家林所有世帯の社会経済的特徴

表4-4は、農家林所有世帯および非所有世帯の社会経済指標の比較を示している80 これ

をみると、所有世帯は非所有世帯に比べ、土地所有が大きく、農業従事者が少なく、車な

どの資産が多く、そして農外就業者が多い傾向が読み取れる。しかし、ユーカリは一般的

に高みにある畑地に植えられているため、所有世帯の指標は、非所有世帯の中でも畑地を

持つ世帯(表 4-4の括弧内に示す)と比較するのがより適当である。この場合は土地所有

の差は縮まり、車の所有や直播稲作の割合は差が大きくなる。

表 4-5はロジスティック回帰分析の結果を示している。ここで、は畑地を持つ世帯のみが

分析されている。村落ダミーと稲作農法ダミーとの聞に多重共線性の問題が生じたため、

これらを別個に取り扱った 2つのモデルを推定した。モデ、ル 1では、土地・労働比、車の所

有台数および稲作農法ダミーの 3つの独立変数が、統計的に有意な係数を得た。符号は3

っとも正であり、これらが農家林の所有と正の相闘があることを示している。モデル 2で

は、車の所有台数、農外就業者率および村落ダミ}の 3変数が有意な係数を得た。係数の

符号は、車の所有台数と村落ダミーでは正であったが、農外就業者率では負となった。

なお、農外就業者率に関しては、表 4-4から農外労働主従事者数の全就労者数(農業主

従事者数と農外労働主従事者数の和)に占める割合を算出すると、農家林所有世帯で31.5%、

非所有世帯(畑地を持つ世帯)で 19.1%と、農家林所有世帯に大きい平均値を示しており、

パラメータの符号とは正反対の傾向を示している。この矛盾は、後述するが、住民の就業

選択に関して、このモデ、lレでは捉えきれない多様な要因が存在することを示唆している。

ここで、表4-4と表4-5の分析結果をまとめると、以下のような結果が導き出せる。

1)ユーカリ農家林は、相対的に耕作地面積が大きく農業労働力の少ない世帯によって

所有される傾向にある。しかし、畑作を持つ非所有者と比較すると、土地・労働比

において、それほど顕著な差は見られなくなる。

2) ユーカリ農家林は、車を所有するような金銭的に恵まれた世帯、あるいは自家用車

を使用した自営業(行商・運転手・仲買人など)などのより収益性の高い農外就業

に従事する世帯によって所有される傾向にある。しかし、農外就業に関しては、造

林に至る理由との関係は多様であり、それが分析において相互に矛盾した結果が出

る原因の 1つとなっている。

3) ユーカリ農家林経営は、ユ}カリ農家林同様に労働節約的な技術である稲の直播栽

培との関連が強い0

4) 両村落の構造差が大きく、この差がユーカリ農家林の普及に際し重要な意味を持つ。

8多くの場合、所有世帯は造林した世帯と一致しているが、造林したものの、一部には売却によ

って手放し、現在所有者ではない世帯(7戸)も存在する。
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表4・4:農家林所有者と非所有者の社会経済指標の比較

項目 農家林所有者
非所有者(うち畑地を所

有する世帯)

世帯数(戸) 45 149(63) 

世帯主の年齢(歳) 53.4 55.5(52.5) 

世帯員数 5.4 5.4(4.7) 

農業主従事者数 1.8 2.6(2.7) 

農外労働主従事者数 1.7 1.2(0.9) 

所有農地面積(フイ) 28.0 19.5(23.4) 

経営農地面積(フイ) 27.8 18.9包3.1)
耕作地面積(フイ) 25.3 17.2(21.9) 

車の所有台数(台) 1.2 0.3(0.2) 

直播稲作の適用世帯の割合(%) 76 27(2) 

注1:データは2村をあわせた平均値。括弧内は、非所有世帯のうち畑地を所有する世帯の値を

示す。

注2:農業主従事者数とは、農業に主に従事している世帯員の人数のこと。すなわち専業従事者

+第一種兼業従事者の合計。同様に農外労働主従事者数は、農外労働専業+第二種兼業従事者の

t、呈J..
ロロ10

注3:経営農地面積=所有農地面積+借入地一貸出地。耕作地面積=経営農地面積一休閑地によ

って算出。

表4・5:ロジスティック回帰の結果

独立変数 モデル1 モデル2

土地・労働比 0.109(2.72)* 0.101(2.42) 

車の所有台数 1.615(6.29)** 1.640(9.29)会対

世帯員数 0.219(0.79) 0.214(0.87) 

農外就業者率 -2.702(2.19) -3.355(3.28)* 

村落ダミー 5.030(16.57)六**

稲作農法ダミー 4.948(17.28)*士会

定数項 -4.038(5.9ω** .3.786(5.79)*会

分析対象世帯 93 97 
分析除外世帯 14 10 
N agelker ke R2 0.708 0.708 
割合による R2 0.903 0.897 
-210箆likelihood 54.4 56.4 

注:パラメータの括弧内の数字は Wald値を表す。*、**、***は、それぞれ 10%、5%お

よび 1%の有意水準で、有意であることを示す。なお割合による R2は、予測値イiに関して、モデ

ルによって正しく予測された数の、観測値総数に対する比として定義される[Maddala1988]0 
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これらの結果は、林業やユーカリそのものの持つ性質を反映したものと考えられる。つ

まりこの種の経営が、他の農作物に比べて労働節約的であるが、生産期聞が長く資本の回

転率が遅いことに関係して、土地や資本が比較的豊富で、労働力が相対的に希少である世

帯に普及する傾向にあるということである。このような結果は Tongpanet al. [1990]やイ

ンドにおける Saxena[1994]の報告にも見出すことができる。

しかし、回帰分析では、土地・労働比の係数は、他の有意な変数に比べ有意性が低く、

モデル2では有意にすらなっていない。これには2つの理由が考えられる。第1の理由は、

この地域の畑作が、稲作に比べてより雇用労働力に依存しており、家族労働力の寄与が少

ないこと、そして第 2の理由は、畑作に用いる家族労働力の供給が非常にフレキシブルで

あり、「専従」・「兼業」といったカテゴリ}の分け方で、は十分に捉えきれない側面を持つこ

とに関連すると考えられる九しかしいずれにせよ、ユーカリ農家林と畑作の選択に関して、

土地・労働比における差よりは、資本(資産)の差のほうが重要であると考えることがで

きょう。

次に2)に関連して、本分析では表4-4に基づく平均値の比較で農外就業者率と所有(植

栽)に正の相関が認められる一方、回帰分析(表 4-5:モデル 2)では両者に負の相関が認

められるという互いに相反する結果になった。

ここで、農家林所有世帯と非所有世帯(畑地あり)それぞれの農外就業者率の分布をみ

てみよう(表4-6)。両グル}プとも 0-20%の層が最も数が多くなっているが、それ以上の

層を比べると、明らかに前者の値の方が高い傾向にあることがわかる。このように、結果

が矛盾する理由の 1っとしてまず考えられるのは、前者の分布の形、つまりピークが 2つ

になっていることである。農家林所有者でこの変数が0-20%の値をとるものは、 13世帯で

あるが、彼らから語られる造林の動機は多様である。たとえば、 2戸が塩害などによる土壌

の劣化を、 2戸が政府による造林の推進を(うち 1世帯は、政府の苗木配布プロジェクトで

雇われていた)、そして 1世帯が、親類のアドバイスを動機として語っている。このことは、

農家林所有世帯の世帯員の農外就業率がより高い傾向にあるものの、実際には世帯個別の

造林への動機は多様であることを示唆している。

第 2の理由として考えられるのは、この変数が、就業の質に関する差を十分に説明して

いないことである。農外就業者率が等しくても、世帯ごとに異なった状況(つまり質的に

意味合いが異なる状況)を反映する場合があるからである。たとえば、保有農地が零細で

9たとえば、コーンケ}ン県でのフィールド調査から、福井[1988:103]は畑作に関する労働力が、

稲作におけるピークの時期を避けて配分されていることを指摘している。これは、この地域の農

民にとって畑作の労働配分は、主業である稲作(そして最近では農外就業)に規定されているこ

とを示している。
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あるため必然的に農外就業に依存せざるを得ない世帯と、十分な農地を保有しているが、

農外就業に従事することでより多くの現金収入を得ようとする世帯は、たとえ農外就業者

率が等しかったとしても、その背景が質的に大いに異なる。本分析において、就業の質的

な差がある程度反映されている独立変数は、車の所有台数である10。なぜなら、本調査地域

で住民が所有する車のほとんどが、ヒ'yクアップトラックや 6輪トラックといった業務用

の車であり、彼らはこれらを使用して、自営商、仲買人、運転手など、比較的高収益かっ

安定的な農外就業に従事しているからである。

表4・6:農外就業者率の分布

農外就業者率(%) 農家林所有世帯 非所有世帯(畑地を所有する

世帯)

0・20 13 31 

20・40 5 14 

40・60 6 13 

60・80 7 4 

80・100 12 1 

計 43 63 
一

3)に関しては、現在直播稲作は、調査村のみならず、この地方で広範にみられるように

なっている。 Somkiatand Kono[1996Jはタイ東北部において、近年の農業労働力の農外部

門への流出によって生じた労働力不足への対応として、農家が直播稲作という粗放的な農

法を導入している事例を報告している。同様に、東北部農業普及事務所(Northeastern

Regional Agricultural Extension Office: NERAEO) [1995Jも、 1992年頃からの雇用労賃の

高騰による、この地方全域での直播稲作の拡大を論じている。この農法の普及は、この地

方のユーカリ農家林の拡大と時期的に重なっており、特に本調査地域においては、両者が

対になって用いられていることがわかる。

最後に、 4)に関して、村ごとの構造差は、就業構造やその村落の辿ってきた歴史的な発

展経路の差を含んでいる。このことは、世帯単位の静態的な分析では現れにくい動態的な

要因が、両村における住民の意思決定の差となって現れていることを意味する。ここに、

近年の両村をめぐる社会経済的変化とユーカリ農家林の拡大との関係を、村落ごとに歴史

的に検証する必要が認められる。

10たとえば、車の所有台数は行商や自営商を営む世帯員数と強し、相闘がある(相関係数0.593: 

畑地を持たない世帯を除いた分析)。
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4. 2村における社会経済の発展過程とユーカリ

図4-4は、過去 10年ほどの聞におけるキャッサバーユーカリの庭先価格(ユーカリはパ

ルプ工場の門前での価格)と調査村における農業雇用労賃(日雇)のトレンドを、図 4-5、

図4-6は、それぞれ過去 10年間のP村・ G村における農業・土地利用・社会経済指標の変

化を表したものである。両村における変遷をまとめると以下のようになる。

1) ユーカリ・キャッサパの庭先価格と農業雇用労賃のトレンド(図 4-4)

ユーカリの工場買い取り価格が 1996年までは安定していたのに対して、キャッサパの庭

先価格は不安定な動きをしている。 1989年から 1994年まで、キャッサパ価格は低迷が続い

た。これが数年のタイムラグを伴って、ユーカリへの転作に貢献していることが考えられ

るが、これだけでは、P村と G村におけるユーカリ農家林への転作率の相違を説明できない。

1996年以降は、経済危機の影響を受けてパルプ工場が買い取り価格を据え置いたため、ユ

ーカリの実質価格が下落している。

労賃は、両村ともほぼ同様の傾向を辿っている。名目レートで 4-5倍の上昇であり、実

質レートに換算しても 2-3倍と、過去 10年間での上昇は著しい。

2) P村における変化(図4-5)

まず、世帯数は漸増した。 1994年から 1996年にかけてのP村における増加は、村から少

し離れた幹線道路沿いに、移入者が小集落を形成したために生じた。稲作で施肥している

世帯と耕転機を所有している世帯は、高収量品種(RD6)の導入以降、 1980年代から 1990年

代にかけて増加している。現在で、は全ての稲作世帯が施肥を行っている110

ユーカリ農家林の所有世帯、直播稲作の適用世帯、そして行商ビジネスを行っている世

帯は、 1992年から 1996年にかけて急激に増加してきている。一方で、水牛・牛の所有世帯

は、 1992年以降急激に減少した。最後にキャッサパを栽培する世帯数は、 1994年から急激

に減少し、サトウキピに至っては村内に l人も作付けている者がいない。

3) G村における変化(図 4-6)

まず世帯数は漸増している。現在は全ての稲作世帯が稲作で施肥しているが、これは 1980

年から 1990年にかけて増加している (RD6導入の後)。耕転機を所有している世帯は、 1993

年以降急速に増加した。

ユーカリ農家林の所有世帯、直播稲作の適用世帯、そして行商ビジネスを行っている世

11高収量品種は、 1980年代半ばまでには地域に普及していた。
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図4・4:ユーカリ・キャッサパの価格と村での雇用労賃の推移

注:1パーツ=O.04USドル(1996年)0WPIにより実質化(基準年は1994年)。キャッサパ価格はタ

イ国農業統計を、ユーカリの価格はSonganok[1994]と1997、1998年のコーンケーン周辺にお

ける聞き取り調査を、 WPIは1996年までDBE[1997]を、 1997年はERD[N. d.]を、雇用労賃は、

調査と KCC2Kデータベースからのデータを用いた。なお労賃は、 1998年のデータを除いて両村

で等しくなっている。 1998年のデータは、 G村のものを用いた。
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図4-5:P村における社会経済指標の変化
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帯の数は、この村では低迷している。農外就業は、コーンケーンにある魚網工場やノミンコ

クへの出稼ぎ?が中心である。住民によれば、この種の雇用が増え始めたのは 1991-1994年

頃からだという。水牛・牛の所有世帯は、 P村同様急激に減少しているが、この村では 30

戸ほどがまだ残っている。キャッサパを栽培する農家数も減少してきているものの、まだ

かなりの世帯が耕作を行っている。なお、 1997年からは、キャッサパに代わってサトウキ

ピを栽培する世帯が増加している。

ここで注目すべきは、両村における変容過程が、 1)1980年代から 1990年代初頭、 2)

1993年ごろから 1996年頃、 3)1996年頃以降の景気低迷期の 3期に分けられる点である。

まず、第 1期に特徴的な変容は、 1980年代から 1990年代初頭にかけて起った両村におけ

る稲の奨励品種の普及と施肥の投入である。それまでこの地域では、「緑の革命j による高

収量品種の本格的普及はなく、施肥も一般的には行われていなかった。人口増加・分割相

続などで耕地が細分化され、人口が農地の人口扶養力を上回ると、住民の一部が開拓移民

となって移住をはじめるのが'慣習であった[福井 1988J。しかし、第2章第2節で説明した

ように、開拓フロンティアは 1980年代にほぼ消滅し、新たな開拓は著しく困難になった。

従って、農民は土地生産性を増加することで、これに対応せざるを得なくなったのである。

調査地域においても、村人によれば、以前は多くの世帯が現在より大きな水田を保有し

ていたとしザ。しかし、分割相続による土地の細分化で、世帯あたりの経営面積が次第に

減少し、肥料投入によって土地生産性を上げることで対応せざるをえなかったという。こ

れは、土地の希少化に伴って、それが肥料によって代替されていく過程、つまり Hayamiand 

Ruttan[1971:125-129Jのいう「土地に対する要素代替の過程 (processof factor 

substitution for land)J とみなすことができる。

第 2期にみられるのは、 1993年頃からの両村における諸指標の急激な変化である。第 1

期の両村における対応が似たような傾向を辿ったのとは対照的に、この過程は、その村落

の置かれる構造的な差異によって異なる様相をみせている。

労賃の増加に伴い、 G村においては耕転機が急激に普及し、コーンケーンやノミンコクでの

就業が増加した。一方、 P村においては、この村の特徴的な農外就業である行商に加え、ユ

ーカリ農家林、稲作の直播栽培が増加している。この一連の過程は、経済発展の結果上昇

した労賃によって、労働が機械に代替し、労働節約的な技術・作物が普及していく過程、

すなわち Hayamiand Ruttan[1971:125-129Jのいう「労働に対する要素代替の過程(process

of factor substitution for labor)J とみなすことができる。この時期においては、ユー

カリのような労働節約的な作物を導入することは、 P村の住民にとって、変化に対応する 1

つの選択肢であったのである。

P村において、労賃高騰や労働の機会費用の上昇は、農業労働費の増大と、農外就業であ

る行商従事者の増加を生んだ。その経営的対応として、農民は大家畜を手放し耕転機を購
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入・使用し、水田では直播稲作、畑地ではユーカリ造林などの労働節約的な技術や作物を

導入するようになったと考えられる。また、この過程は「みんなが植えるから植えてみよ

うJといった動機で更なる植栽の増加を生んできたのである。現在この村の住民の農業に

対する態度は、端的に"tham na mai khum" 農業は割に合わない12) の村人の一言で表さ

れ、生業としての農業のウエイトは著しく低くなっている。ゆえにユーカリや直播稲作

は、"sabai"な(楽な)農業として、村人に受け入れられるようになったのである。

これに対してG村では、農外就業の増加など、諸変化の傾向は閉じだが、 P村に比べ自営

商が少なく、就業形態は依然として雑業層が中心である。従って、コーンケーンの魚網工

場への就業を除けば不安定な就業であるといえる。村人は羨ましげに、P村のことを"muban 

setthi" 金持ち村)と呼び、自分の村はあの村とは違うと嘆くのである。この村では P

村よりも農業がより重要な位置を占めている。たとえば、 P村ではわずか 1戸しか見られな

い有機肥料の施肥も、この村では 18戸で行われている。そのため大家畜を飼養する世帯も

相対的に多く、田植えの比率も多く、ユーカリ造林も少ない率にとどまったと考えられる。

なお、これ以外に両村における特筆すべき相違として、 P村の住民が、行商によって資本

を徐々に蓄積し、ユーカリ造林の初期投資を捻出できる能力を持っていたこと、それから

行商によって、広域的な情報ネットワークが培われていたことが挙げられる。

調査村の概況のところで前述したように、 P村における行商は、 1960年代に 1人の村

人の参入によって始まった。当初は護符など小さい商品を、自転車やオートパイで仕入先

から村々へ細々と売りさばいていたが、次第に扱う商品の量も多くなり、 1980年代頃から

は、古着・アルミ製食器棚・日よけの布などをピックアップトラックに積んで売りに行く

ようになった。支払方法も、当初においては現金が主流で、あったが、取引を大量にかつ迅

速に行うため、アルミ製食器棚などの商品では小切手が使われるようになった。必要な資

本も増加したため、現在では自己資本だけでなく、農業・共同組合銀行(BAAC)などからの融

資を受けている世帯も多い。成功者の中には複数の車を所有し、村人を雇って手広く商う

者も存在するようになった。このようにして、 P村の住民は、行商によって資本を徐々に蓄

積し、造林の初期投資を捻出できるだけの資金力を持つに至ったので、あるo

また、行商に従事する住民たちは、商品の仕入れから販売に至る一連の活動において、

タイ東部から東北部一円に至る広範な範囲を対象としているため、入手できる情報量も多

くなる。地図を読む能力にたけ、商売の相手となる村々の位置・状況などを細かく把握し

ている者もめずらしくない。彼らのもたらす情報が、ユーカリ導入に関しても大きな差と

なって現れている。

たとえば、商品の一つである古着を、住民はタイ東部カンボジア国境のアランヤプラテ

12厳密には、「稲作は割に合わない」の意味であるが、著者とのインタビューにおける流れから、

この訳のほうが適切であると判断し、意訳した。
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一トから入手しているが、そのついでにユーカリ吉木を東部で購入し、植栽した事例があ

る (10戸)130 この村で始めてユーカリを導入した住民によれば、当時東部で、ユーカリ造林

がそこかしこで行われているのを見て、自分もキャッサパ畑を転換して植えてみようとい

う気になったのだという O 彼は、東部で生産される苗が東北部の苗よりも成長が早く、生

産量が多いといわれていることも知っていたため、古着を仕入れるついでにユーカリの苗

木を購入し、畑に植栽した。その後他の住民もこれに倣って、東部で苗木を購入し、ユー

カリを植えるようになったのである。

この事例は、 1人の村人が行商を始め、成功していくという「歴史の偶然性j とともに、

それによって培われていく、その村の持つ「文化的なj側面が、外的与件の変化に対して

どのように反応し、かっ彼らの発展過程にどのように影響してくるのかを例証する 1つの

事例であると捉えることもできるかもしれない。資本蓄積と同時に、おそらくこのような

「企業家精神」が、行商というビジネスによって、 P村の住民に日々培われていったのでは

ないだろうか。そしてこれが、ユーカリ造林も含めてG村とのさまざまな「構造的な差異j

を産んでいったのではないだろうか。

5. r植栽後」の動向

図 4-5および図 4-6において、第 3期の景気悪化後の過程として注目されるのは、ユー

カリを含め、それまでに急激な伸びを示してきた指標の安定化である。このような条件下

で、農家林経営をめぐる新たな動き:植栽後の動きが起ってきている。農家林経営からの

退出と、特定の農家の規模拡大である。

まず景気悪化に先立ち、調査地域では、農地の売買が盛んに行われるようになっていた。

特に、幹線道路沿いにある P村では、地価の上昇を受けて土地取引が増加した。 1990年か

ら調査時点までの農地取引の事例は、 G村の 21例(水田 4例、畑地 13例、果樹園等4例)

に対し、 P村では 41例(水田 22例、畑地 17例、不明 2例)にのぼる。ここで特筆すべき

は、 P村の一部の世帯において、村内外の住民から農地を購入し、すぐにユーカリを造林す

るケースが見られたことである。このような事例は 6例存在する。土地を購入し、造林し

た農家は 5戸である。そのうち 3例は、規模の大きい行商を営む2戸によるものであった。

これらの世帯は村内で最も裕福な層を構成している。また、農地が村外の住民に売却され、

ユーカリ造林が行われる事例も 2例存在した。

ユーカリ植栽後の農家林自体の売買も出現してきている。図 4-5では、 1997年から 1998

年にかけて、P村におけるユーカリ農家林を経営する世帯数は、若干減少している。これは、

この年の新規参入世帯がゼロで、あったのに対して、農家林自体を売却した事例が 2例存在

13一般に、東部で生産される古木はクローン首で、東北部で生産されるものよりも品質がょいと

いわれている。
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したためである。このような事例は、 P村では7例存在するが、そのうち4例は、通貨危機

後の 1997年以降に生じている。なお、この 7例のうち 4例が村内の世帯へ売却している。

同時に、村内の一部の世帯による村内外からの農家林の購入も行われている (7例 4例

の村内住民からの農家林売却を含む)。このような世帯(7戸)のうち、 2戸は前述した裕福

な世帯である。他には幹線道路沿いで建築資材を売る世帯 1戸、行商で成功した世帯(前

述の世帯とは別)の娘の世帯で、親世帯と共同で行商を営んで、いる世帯 l戸、道路沿いで

ガソリンスタンドを経営している世帯1戸が農家林を購入している。つまり、 7戸のうち 5

戸は、いずれも恒常的な農外就業が存在し、村内で経済的に上位に位置する世帯である。

この 7戸のうち、 4戸が経済危機の起った 1997年以降に購入している。また 7戸のうち 3

戸が既にユーカリ農家林を所有している世帯であり、購入によって経営規模を拡大してい

る。

一方、 G村ではユーカリに関連した土地取引がない代わりに、農家林経営からの退出現象

として、 1998年にユーカリを抜根しキャッサパを再植した事例が 1例みられた。村人によ

れば、ユーカリは畑作に比べて生産期聞が長い上に資本投下が多く、植栽後は下草が生え

ないなど表土に悪影響があり、さらには土地利用を変えたくても抜根に非常な手間・金が

かかるため、どうしようもないという。

P村における農家林の売却、 G村におけるキャッサパ転作のような、農家林経営からの退

出現象の背景には、ユーカリの成長が悪く、ユーカリ農家林経営の収益が農民が期待した

ほど得られなかったこと、 1998年におけるキャッサパの庭先価格が比較的高かったこと、

そして 1996年以降ユーカリ価格が下落したことがある(図 4-4)。中でも成長不良は特に深

刻な問題であった。P村の住民が所有している 7年生ユーカリ農家林における幹の乾重量は、

1ライあたりわずか6.3トン(約 39t/ha)であった14 RFD[1996b: 31Jは、 5年生のユーカリ

から 1ライあたり 15トン(約 94t/ha)の乾重量を得ることができると農民へ宣伝している

が、この値は、その宣伝からはかけ離れた低い値である。しかもこの林分は、付近で最も

現存量が大きいと思われる林分の 1つで、あった。

これは、この地域の土壌がやせていることや、野火による被害、不適切な管理等による

と考えられる。生態系や土壌への悪影響を最小限にするという意味で、ユーカリ造林は、

一般に地力の劣化した、農業生産性の低い地域で行われるべきであるといわれている。特

に、調査村周辺のように塩害の著しい地域においては、ユーカリ等の耐塩性の高い樹木の

植栽は地下水位を下げ、被害の拡大を防止する効果があるといわれている [Wadaet al. 

14実測値をもとに推定。推定式は以下の式を用いた[Sahunaluet al. 1987]。

Ws=o似246(D2H)O防

なおここで、 Ws，D， Hは、それぞれ幹の乾重量(t)、胸高直径(cm)、及び樹高(m)を表す。
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1994]。しかし、少なくともこの事例の場合、低生産性は同時にユーカリの成長をも阻害し、

収益性を低めてもいる。

ただ、成長不良は、伐期を延長することによってある程度解決で、きる。図 4-7は、調査

地におけるユーカリの粗収益(収入)のデータを伐期ごとに並べたものである。ここで、

伐期 6年で著しく低い値をとっているサンブワレは、山火事により被害を受けたものである。

これを除けば、収入と伐期の問には、伐期 3-6年の問では 2次の相関があり、伐期を延長

した方が有利であることが読み取れる。しかし、同時に伐期の延長は、土地の機会費用を

増すことでもあり、小規模な農家にとっては苦しい。

一方、余裕のある者は、成長や市況をみながら伐期を延長することが可能である。前に

述べた 7年生のユーカリは、調査地で最も長く伐採されていない林分であるが、この林分

の所有者は、行商を手広く営んでいる、 P村で最も裕福な世帯の 1つである。当初の農民の

期待とはうらはらに、ユーカリは、多くの零細農家にとっては決して望ましい作物ではな

かったのである。
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図4・7:ユーカリの 1ライあたり粗収益と伐期との関係

注:1ライあたり組収益は、基準年である 1994年の価格に実質化しである。なお回帰式は以下

のとおり。回帰では、伐期6年で収入の著しく低い値 (500パーツ以下のもの)をとっているサ

ンプル1例を、異常値として除いている。

[1ライあたり実質粗収益]=4534.37-1867.1・[伐期]+246.421・[伐期]2

R2=.371， d. f.=23， F=6.78 
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以上のように、近年行われてきたユーカリ造林に付随する農地の売買や、造林後の農家

林の売買によって、 P村では一部世帯が農家林経営から退出する一方で、裕福層の農家林経

営が規模拡大する傾向を伴ってきている。 P村ではこの延長として、不在地主による農地取

得・ユーカリ造林をも伴っている。一方で、 G村の住民は、ユーカリからキャッサパに再び

転作することによって農家林経営から退出しつつあるo

これは、多年生で土地利用を眉定化すること、初期投資の多さ、労働投入の少なさとい

ったユーカリの樹木としての性質がもたらした生産の構造的な変化と考えることができる。

なお、これはユーカリに限らず、樹木生産の多くに見られる現象でもある。たとえば、小

川[2000]は東北部ナコンラーチャシーマー県における農民造林普及プロジェクト(第2章、

第3章参照)の参加者台帳をデータベース化し、世帯の状況・造林地の分布・造林成績(残

存率)等の関係を分析した150 その結果、全体としては造林規模が大きい層が残存世帯の率

が高く、良い造林成績を挙げていること、在村造林世帯{造林地と居住地が同じタンポン

(行政区)内にある世帯}に比べて不在造林世帯(造林地と居住地が異なるタンポンにあ

る世帯、多くは不在地主)の方が全体的に造林規模が大きく、かっ造林成績もよいことが

明らかになっている。

これは、小規模よりも大規模な経営、そして農家よりも不在地主の方が、より効率的な

造林成績をあげていることを示している。都市に住む企業家等の外部者にとって、森林経

営は、地価の上がるのを待ち、林木という更なる資産を獲得することのできる魅力的な選

択肢だ、ったのである。

第2節 経営外部の問題:市場との関係から

1. ユーカリの流通構造

ユーカリ農家林経営が抱えるもう 1つの問題は、経営内部ではなく、経営の外部に存在

する。ここでは主にユーカリの市場・流通構造に注目して、それがどのような特徴を持ち、

経済状況の変動によってどう変わったかを述べ、現在のユーカリ経営が抱える問題点につ

いて考察する。なお、ここで用いられるデータは、既存の資料に加え、コーンケーン・マ

ノ¥ーサーラカーム県内で行った仲買人・木材商に対する聞き取り調査の結果を含んでいる。

調査は 1997年から 1999年にかけて、コーンケーン市周辺、パルプ工場周辺およびマハー

サーラカーム県コースムピサイ郡において、随時行った。調査内容は、参入の時期、ユー

15 このプロジェクトでは、 1年ごとに造林成績のチェックがなされ、成績不良の造林地や世帯は

補助金の支給を停止されることになっている。従って、補助金支給の対象世帯や対象造林地の残

存率を分析することによって、造林成績の状況をモニタリングすることができる。

82 



カリの取引形態などが主である。

図4-8は、Suksardand Thammincha[1995Jがタイ東北部 10県で、行った調査の結果であり、

当時の東北部におけるユーカリの流通状況の概略を示している。ここで大きく 2つの特徴

を指摘することができる。これらの特徴のうち、 1つはタイの農産物市場に広範にあてはま

るものであり、もう 1つはユーカリ以外にはほとんどみられない特徴である。

第 1は、流通過程における中開業者(仲買人)の重要性である。この図では、ユーカリ

取引の約 75%が仲買人を通して企業に販売されている。パルプ工場は原料確保の戦略とし

て、独自の契約造林制度を持っているが、それ以外に仲買人を通して流通市場からも材を

購入している。タイの農業の特徴として、農民が国際市場の動向に敏感に反応し、作物転

換をもたらしてきたことがよく指摘されるが、その際に情報伝達のインセンティブとして

重要な役割を果たしたのが、農民と輸出企業あるいは消費者との聞を結ぶ、何段階かの中

開業者の存在である。伝統的農産品においては、農民、中開業者、企業の各段階での競争

的な市場構造が、国内の農業生産・流通機構の高い適応力と効率性を生んだといわれてい

る[末慶・安田 1987J。

ここで、ユーカリを扱う中開業者の特徴と、その取引形態についてみてみよう。まず、

調査では、ユーカリ仲買人は図4-9のように、大きく分けて2種類に分類できた。 1つは農

家に一番近いレベルの仲買人(r村内」仲買人)である。多くはトラックを持つ農家が副業

として行っており、近隣の農家からユーカリを仕入れては、パルプ工場や別の仲買人・木

材商などに販売する。 トラックさえあればとりあえずは行えるので、参入は比較的容易で

ある。

もう 1つは木材商(r道沿いJ仲買人)である。このグループ。は、幹線道路沿いなどに軒

を構えており、扱う商品の規模も前者に比べて大きい。また、建築用の足場材を主として

扱うことが特徴であり、足場材のみに特化している場合もみられる。その多くは専業か、

あるいは建築会社など関連するビジネスを行っている。なお足場材の場合、通直な材が求

められるため、用途やサイズに応じて選別される必要がある。そのために、木材商の手に

渡るまで 1-2段階ほどの仲買人を経る場合が多いが、木材商自らが直接農家と交渉して仕

入れる場合もある。

ユーカリの取引では、仲買人はユーカリ林を検分した後、農家と直接交渉し、農家がこ

れに応じれば契約が成立する。その際、農家も複数の仲買人からオファーがあれば、最も

高い値段を提示した仲買人と契約を結ぶ。このように、ユーカリにおいても仲買人と農民

との関係は短期的・選択的であり、仲買人間の競争力も高い。この点においては、ユーカ

リも、コメやキャッサパなどの農作物とほとんど変わりはないといえる。
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ただし、ユーカリの仲買人は、流通過程において結果的にもう 1つ別の役割を担ってい

る。仲買人は取引の際に、通常はユーカリを立木のまま買い上げることが多い。ここで用

いられる価格は林分あたりの値段であるltそしてユーカリは仲買人によって伐採され、ト

ラックに積まれてパルプ工場や、工場の営む購入ポイントへ運送される。そこでの買い上

げ価格は 1トンあたりになっている。足場材の場合は、 1本単位で取引される。つまり、仲

買人は流通市場において、価格体系を林分単位から重量単位・ 1本単位へと変換する役割も

担っているといえる。

ユーカリ流通の第2の特徴は、マーケットとしてのパルフ。工場の圧倒的なシェアである。

図4-8では、実に約 70%の取引で、材が最終的に 1つのパルプロ工場へと流れている。工場

には周辺から毎日多数の仲買人・農家が訪れ、順番待ちでトラックの列ができる。また工

場は、東北部全域に計量機を備えた購買スポットを設けており、各地で広範に材を買い集

めている。このような買い手独占的な流通構造は、コメやキャッサパにはみられないとい

ってよし1170

残りのうち約 12%のユーカリは、主に建築用の足場材として建築会社や木材商に売られ

ている。経済成長が著しかった 1980年代末期から 1990年代前期にかけては、この地方有

数の大都市であるコーンケーン市でも建築ブームが続いており、足場材の需要も高かった。

実際にどれくらいの需要があったかは不明だが、聞き取り調査によれば、 1991年頃から市

内に足場材を主に扱う木材商が次々に庖を出すようになった。 1本あたりで買い取ってくれ

るため、重量あたりで取引するパルプよりも(品質は要求されるものの)いい値がついた

という。そのためパルプp工場も、契約を結んでいる農家が生産物の一部を足場材として売

ることを言午さざるをえなかった18[Makarabhirom1998]。

2. 経済危機と流通の対応

以上のような特徴をもっていた東北部のユーカリ流通市場は、 1996年までは比較的順調

に拡大を遂げてきた。しかし、 1997年の経済危機を境に状況は一変、市場は一気に冷え込

んでいったのである。

16農家が自ら伐採して、仲買人やパルプ会社などに売る場合は、 1本単位や重量単位で取引する

こともある。 Suksardand Thammincha [1995]は、農家と仲買人との取引において、価格を lライ

あたり、 1本あたり、 1トンあたりの 3つの基準を用いていると報告している。

17サトウキピにはみられる。サトウキピの場合、製糖工場は常に一定量の原料確保が必要で、あ

るため、工場はクオータ・マン制と呼ばれる独特の制度によって、原料確保を図ってきた。これ

は、自ら大規模サトウキピ農民でもあるクオータ・マンが小規模農民を組織化し、工場との聞を

仲介する制度である[福井・スミパン 1998]。

18本来は規約に反する。パルプ会社と排他的な売買契約を結んでいるからである。
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第 1に、これまで、ユーカリ造林面積が急激に拡大を続けたため、経済危機の頃には、需

要量を上回る供給過剰の状態に陥っていた。このパルプp工場のパルプ生産能力は、年間約

20万トンといわれている[TPPIA1997Lパルプの生産過程で適用されるクラフト法の収率

を 45%、生木の含水率を 100%として概算すれば、この生産を可能にするためには、ユー

カリは88.8万トン必要となる。ここでユーカリの収量が、 1ライあたり 10トンであると仮

定すれば、必要なユーカリ林の伐採面積は、年 8.8万ライ(約1.4万ha) ということにな

る。さらに、ユーカリの伐期が通常5年ほどであることを考慮すると、最終的に 44万ライ

(約 7万 ha)ほどのユーカリ林があれば、パルプ原料の安定的な確保が達成されると推計

できる。

一方供給量の方をみてみると、Sunthornhao[1999]のデータを用いれば、 1997年の時点で、

工場の主な原料入手先であるコーンケーン・マハーサーラカーム・カーラシン・ウドンタ

ーニーおよびチャイヤプームの 5県の私有林だけで、計59万ライ(約 9.4万ha)のユーカ

リ林が存在する。これに政府や FIOのものを加えれば、 65万ライ(約 10.4万 ha)以上に

ものぼる190 実に 20万ライ(約 3.2万ha)以上も供給過剰になっているのである。もちろ

んパルフ。原料以外の需要もあるため、実際の需要量はもう少し多いと考えられるが、現時

点で20万ライの過剰な供給を吸収できるとはとても考えられない。

第 2に、経済危機によって建築ブームが終駕を迎え、同時に足場材の需要も大きく冷え

込んだ。その結果木材商の売上は低迷し、なかには一時休業するものも現れた。筆者が調

査を行ったコーンケーン市の木材商4件のうち、 1件が 1998年に、もう 1件が 1999年に!苫

を畳むことになった。東北部のもう 1つの大都市であるナコンラーチャシーマーにおいて

も、こうした業者の数が半減し、 1業者あたりの取引量も、最盛期の1/2から1/20に減っ

ているという情報もある[小川 2000]。こうして、ユーカリ市場におけるパルプp工場のシェ

アは、相対的にさらに大きくなり、市場はますます買い手独占の傾向を強めていったので、

ある。

そして第3に、パルプ工場への販売も、経済危機後に状況が悪化した。 1997年になって、

工場が支払方法を、現金での買い取りから手形での支払いに変えたのである。多くの仲買

人は、原木納入後、購入した農家にすぐに購入代金を支払わなければならないが、回転資

金が十分でないため、その場で、手形を売って現金化するしかない。こうして事実上収入は、

手形の現金化によって割り引かれた分だけ (1割ほど)減少することになった。この価格の

事実上の下落は、部分的には農家にも、買い取り価格の下落となって影響していると考え

られる。

このように、買い手独占の傾向が強くなることによって、中開業者・ユーカリ生産者の

交渉力は弱まり、企業の方針を受け入れざるを得ない状況になっていった。また、会社は

19 1988年までのRFD，FIOによる 5県でのユーカリ造林面積は、 6.5万ライである[FRC1989]。
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しばしば排水が環境汚染を引き起こしていると批判され、経済危機以降たびたび当局から

業務停止命令を受けており、操業時もユーカリ原木の買い取り量を減らしてきている。か

つて 1日3，000トンで、あった原木の買い取り量が、 2000年には 1，800トンにまで減ってい

るという報告もある[小川 2000]。この影響は当然農家にも及んで、きており、ムクダ、ハーン

県のように工場から離れたところにある地域では、「造林農家はユーカリ材を販売したく

ても、仲買人が訪れてくれないから収入を得られなしリという事態になっている[豊田

1998J。地域のユーカリ市場は、経済危機以降、全体的な収縮を余儀なくされたのである。

一方、パルフ。工場のほうも、農家林業による原木確保システムに問題を抱えている。紙

パルプ産業は、工場のプラントなどの設備投資に莫大な投資を必要とするため、規模の経

済が働く典型的な産業の 1つである。従って、生産規模が大きいほど生産費用を安く抑え

ることができ、競争力は高くなる。しかし、農家林業によって大量の原木確保を計るため

には、集荷圏を広くする必要があり、これは輸送費の増大となってコストに響いてくる[山

下ら 1999:67]。そのためこれが規定要因となって、生産規模の拡大がしにくい状況となっ

ている。現にフェニックス社は、タイが世界レベノレの大きな工場を造ることができないの

は、資金的な制約ではなく、多くの原料を集めることができないからだと言明している[同

上書]。

紙パルプρ産業に関しては、タイはAFTA(アセアン自由貿易エリア:ASEAN Free Trade Area) 

の協定に加盟しており、 2003年の初めまで、に紙ノ〈ルブρ産業の輸入関税を 0-5%にまで引き

下げることになっている[paperloop.com2001]。このため、今後は国際競争力を高めてい

くことが、産業の生き残りのための至上命題となっているが、タイの企業はこのような弱

点を抱えたまま、国際競争力を高めてし、かなければならないのである。

第3節 まとめ

本章では、まず事例分析をもとに、ユーカリ農家林の拡大過程を検証し、農民の農家林

業の受容と非受容の間にどのような差異があるのかを考察した。同時に、経済危機後のユ

ーカリ農家林業をめぐる動向のいくつかについても述べ、経営の発展を制約する内的・外的

な要因について述べたo その結果、以下の点が明らかになった。

第 1に、この地域の近年の農業発展は、土地節約的な要素代替過程、労働節約的な要素

代替過程、および景気悪化後の過程の 3段階に分けられることがわかったo 第 2に、その

うち 2段階目の過程において、経済成長によってもたらされた労賃の上昇・労働の機会費

用上昇への農民の対応は、その村の辿ってきた社会経済変化や就業構造、その世帯のもつ

社会経済的属性などによって異なり、その結果としてユーカリ農家林の普及率にも大きな

相違が見られたことが明らかになった。行商の伝統があり、かなりの資産を持っている P

村の住民にとって、ユーカリ造林は、上昇する労賃や高まる農外就業の機会に対する対応
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の1つであった。一方で、 P村に比べて農外就業が不安定で、手持ちの資産の少ないG村で

は、わずか数世帯しかユーカリを植栽しなかった。住民のほとんどが畑作物の栽培に固執

しており、なかにはユーカリに対して批判的な考えをもっ者もいたのである。

これは、ユーカリ農家林の拡大が、単にキャッサパ価格の相対的下落への対応であった

だけではなく、経済成長に起因する近年の急激な社会経済の変化に対する農民の自主的で

合理的な対応手段の1っとしてなされてきたことを示している。

また、この拡大は「住民による自給目的の森林管理」か、「企業(国)による産業目的の

林業」か、といった二元論的な対立とは異なるものであり、「住民による産業目的の林業」

とでもいえるような第 3のカテゴリーが、住民を巻き込んだ規模でおこりつつあることを

示唆している。

一方で、この地域は現在造林拡大の段階を終え、「造林後」の新しい段階へと入りつつあ

る。調査地域においては、近年の地価上昇による土地取引の増加は、幹線道路沿いの P村

において顕著に表れ、その結果、一部の世帯や外部者が農地(畑地)を集積し、ユーカリ

を植栽していくという農家林の規模拡大の過程が進行する一方で、景気悪化後は農家林経

営から退出する農家がでてくるなど、二極分化の様相を呈してきていることが明らかにな

った。これは現在の経済の状況下では、小規模で貧しい農家が経営を維持していくことが

困難であることを示している。この地域の農家林業は、今後産地や担い手の淘汰・再編へ

の道を辿っていくと考えられる。

最後に、ユーカリの流通市場が買い手独占的な構造をもっており、経済危機に伴う景気

の低迷によって、生産者の聞にマーケテイングの問題が顕在化したことが明らかになった。

このような市場構造は生産者の交渉力が弱いため、景気が落ち込むと彼らに不利な状況を

迎えることになる。

原料を確保する工場側の方も、農家林業に頼る状況では、自社林を持つ他国の会社に比

べ原料基盤が弱いため、規模を十分に拡大できないという弱みを抱えている。これから即日

の合意に基づくパルプ産業の自由貿易化の時代を迎えるにあたって、彼らも厳しい競争の

時代を生き抜いていかなければならないが、農家林業による原料調達のシステムは、彼ら

にとってもこのような問題点を抱えているのである。
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第5章考察

前章までの分析では、タイにおける農家林業の拡大過程とその意義・問題点に関して、主

にユーカリの事例から詳しく検討してきた。本章ではこれを整理し、この事例が、タイを

含む熱帯の発展途上国における森林資源の維持・再生にとってどのような含意を持つのか

を考察する。

まずユーカリ農家林業の拡大過程を、第 1章で述べられたような各アクターの行動別に

整理し、農家林業の普及がもたらした意義について議論する。次に、農家林業が今日抱え

ている問題点について、これを「社会林業政策Jのような社会福祉の側面を持つ政策とし

て捉えたときの矛盾点と、これを 1つの産業として捉え、「育成林業Jへの移行過程として

考えたときの矛盾点、そして、当該国の社会全体における森林に対する認識や位置付けを

考える上での問題点の 3点からまとめる。最後に、第 1章で述べられた 3つの視点に従っ

て論点を再度整理し、今日の熱帯諸国の森林及び林産業が抱えている問題点と、残された

研究課題について述べ、本論を締めくくる。

第l節 ユーカリ農家林業の普及要因

これまで分析してきたように、タイにおいては 1990年代以降農家林業が急激に拡大し、

特にユーカリ農家林業は、紙パルプ産業や建築の足場材市場への供給源としての地位を確

立した。ここでこれを可能にした要因について、政府・企業および農民の各アクターの行

動に従って整理してみよう。

まず政府が果たした役割を考えると、第 2章で分析したように、農家林業の拡大には大

きく分けて 2つの政策的背景が存在した。その第 1は、森林管理・再生の担い手が国家か

ら民間企業へ、さらにはユーカリ反対運動の影響もあって地域住民へと変わり、彼らを担

い手とした森林管理・造林活動が、森林保護・再生に重要な役割を占めてきたことである。

その結果農家林業は、コミュニティー・フォレストリーと並んで、森林再生への住民参加を

推進する手段として位置付けられ、 1990年代に入って農民造林普及フ。ロジェクトなどの造

林普及プロジェクトの実施へと繋がってきた。

第 2は、経済発展の中で農業が、外延的拡大から集約化・多角化・構造変化の時代を迎

え、ユーカリなどの早生樹種が有望な「農作物」として推奨されるようになったことであ

る。その結果、ユーカリは、価格の低迷するキャッサパの代替作物として、政府によって

推奨されるようになった。これまで対立することの多かった農業政策と森林政策の利害は、

農家林業の振興という点において、図らずも一致することになったのである。政府の支援

策は、タイの森林・農業の長期的な変化を円滑に進めるために実施された。農家林業の普

及に政府が果たしてきたこのような役割は、決して軽視できない。

次に、農家林業の発展を牽引した企業の役割を考えてみよう。第3章で分析したように、
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ユーカリは、 1980年代に勃興期を迎えた紙ノ《ルプ産業の原料として用いられることによっ

て、大きな市場と結びついた。当初企業は直営の自社林による原料の調達を考えたが、こ

れは植林地の取得をめぐって地域住民と激しく対立する結果となった。そのため企業は次

善の選択、つまり農家からの原料の買い上げや契約造林による調達方式に、その原料獲得

戦略を変更したのである。その結果ユーカリ農家林業は、 1990年代に入ってから主にパル

プ産業の発展と並行して拡大を続けることになった。

ここで、企業が契約造林制度を確立することによって、ユーカリ農家林経営とのインテ

グレーションを進めていることは興味深い。原料の安定的確保のためのこのようなインテ

グレーションは、第 2章でも述べたように、ブロイラーなど新興の有望な農産業にも多く

みられ、企業と農家がおEいのメリットを生かせる可能'性を持っているからである。また、

在来樹種に関しては、今のところ目立った産業は興っていないが、今後造林木や非木材林

産物の利用技術の進歩如何によって、新しい需要が生まれる可能性もあるl。そういう意味

では、今後の関連産業の動向が、農家林業の趨勢を左右するといったも過言ではない。

以上、農家林業の拡大を支えた政策と企業の戦略についてまとめたが、この 2つの要因

にもまして重要で、あったのは、他ならぬ農民の農家林業の受容であった。第 3章でみてき

たように、ユーカリ農家林業は、労働節約的といわれてきたキャッサパ耕作よりもさらに

労働節約的(かっ資本集約的)であること、 1990年代のキャッサパ価格とユーカリ価格の

相対的変化、労賃や物財費などの要素価格の変化や政府の援助が、ユーカリ農家林業に結

果として有利に働いたことが明らかになった。

また、第4章で行った事例分析では、収益性だけでは説明できないユーカリ分布の差が、

その地域の住民の社会経済変化への対応の差として説明できることを示した。調査地域の

近年の農業発展は、土地節約的な要素代替過程、労働節約的な要素代替過程、および景気

悪化後の過程の 3段階に分けられたが、ユーカリをめぐる住民の対応の相違は、そのうち 2

段階目の過程において顕著になっていった。行商によって資本を蓄積してきた P村の住民

にとって、ユーカリ造林は、上昇する労賃や高まる農外就業の機会に対する対応の 1つで

あった。一方で、 P村に比べて農外就業が不安定で、手持ちの資産の少ないG村では、わず

か数世帯しかユーカリを植栽しなかった。住民のほとんどが畑作物の栽培に固執しており、

なかにはユーカリに対して批判的な考えをもっ者もいたので、ある。

つまり、経済成長によってもたらされた労賃の上昇・労働の機会費用上昇への農民の対

応は、その村の辿ってきた発展過程やその世帯のもつ社会経済的属性などによって異なり、

その結果としてユーカリ農家林の普及率にも大きな相違が見られたのである。これはユー

カリ農家林の拡大が、政府による普及政策や、企業による戦略転換、そしてキャッサパ価

格の相対的下落への対応であっただけではなく、経済成長に起因する近年の急激な社会経

1たとえば、インドセンダンの葉から抽出した液体を原料に防虫剤をつくるなど。 NGOなどが
¥ 

自然農法として広めている。
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済の変化に対する、農民自身の自主的で合理的な対応手段の 1っとしてなされてきたこと

を示している。第 1章でみてきたように、タイにおけるユーカリ造林に関する研究は、こ

れまで反対運動に関連した普及の是非や、環境保護運動の分析、そして政治経済学的な(あ

るいは政治生態学的な)分析が主であり、農民がユーカリを農家林経営として受容してい

く過程を考慮していなかった。このような農民の自主的な植林過程の解明をすすめていく

ことは、今後農家を担い手とする造林・森林経営を熱帯諸国に普及していくために、意義

のあることといえよう。

以上のように、ユーカリ農家林業の普及は、行政における農家林業普及に向けた政策対

応の変化、パルプ産業の勃興と原料確保の戦略の変化、そして農家を取り巻く社会経済条

件の変化とその対応、以上 3つのアクターの対応が整合的に働いたことによって、急激に

拡大していった。初期には企業造林の強行によって全国的な反対運動が勃発し、社会問題

化したパルプ材生産で、あるが、政府・企業そして農民が変化に対して柔軟に対応することに

より、農家林業による原料調達という世界的にみてユニークなシステムを生み出してきた

のである。

しかし、その前提として、タイが東南アジア地域における主要な農産物輸出国であり、

道路交通網や流通システム等、普及に必要不可欠なインフラや制度がすで、にある程度揃っ

ていたことは指摘しておく必要があろう。農産物の普及に(そして森林減少にも)大きな

貢献を果たしたインフラと、農産物流通で培ったこれらのノウハウを、今度は農家林業の

普及に利用したのである。また、農民や NGOによるユーカリ反対運動や、それを支持する

マスコミや 1部のアカデミズムの対応、そしてこれらを許容するタイの「市民社会Jの機

運が、このような原料調達システムの確立に果たした役割も大きいといわねばならない。

ところで、第 3章でも述べたように、タイでは近年ユーカリ以外の樹種に関しても、政

府の補助金による造林ではあるが、面積が拡大してきている。これらは「住民による自給

目的の森林管理Jか、「企業(国)による産業目的の林業」かといった、これまでタイを含

む発展途上国の林業において議論されてきた二元論的な対立の構図とは異なり、「住民に

よる産業目的の林業」とでもいえるような第 3のカテゴリーが、こω地域において重きを

なしてきていることを示している。あるいは「採取林業Jから「育成林業jへの転換の第 1

段階が、住民を巻き込んだ規模でおこりつつあるともいえるかもしれない。

これまでの熱帯地域における森林・林産業の研究では、小農は森林破壊の原因として、

またいわゆる「社会林業政策」の対象としてのみ議論されることが多く、林産業の担い手

としての小農の役割については軽視されてきた。農業において小農の役割が重要視される

ように、林産業においてもその役割がもっと正当に評価されても良いのではないだろうか。

熱帯諸国の各地でおこなわれている、産業造林によるモノカルチャーと、土地取得を巡る

現地住民との争い、その結果としての住民への人権侵害の報告を聞くにつけ、そのような

思いが尽きない。
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第2節 農家林業のジレンマ

1. 社会林業政策としてのジレンマ

もしこのような、住民による「育成林業」から得られる生産物が、タイやその周辺国で

起こっている略奪的な林業に多少なりとも取って代わりうるものであれば、前節で述べら

れたような変化は地域の森林資源の将来にとって望ましいといえるであろう。

しかし、今後このような「育成林業」への転換過程を推進していく上で考慮しなければ

ならない点が 2つ存在する。第 1は、仮に政府が農家林業のような「育成林業Jを振興し

ようとする場合、普及対象である農村社会にどのような副作用をもたらすであろうかとい

うことである。

第 2は、ユーカリ普及の経験が、チークやヤーン・ピルマカリン・インドセンダンなど

の在来の長伐期樹種にどう生きるのか、これらとユーカリの普及との間にはどのような相

違点があるのかという点である。ユーカリに代表されるような早生樹種は、一部は建築用

足場材・薪炭材・木炭・家具材として供給されるものの、現状では大部分がパルプ材として

流通しており、いわゆる「略奪的な採取林業」に代替するという意味合いは薄い。従って、

代替の可能性がより大きい在来の長伐期樹種に関して、育成林業による林産物の供給シス

テムを確立することが必要になってくる。この地域は現在「育成林業」への転換の第 2段

階、すなわち「造林後」の段階へと入りつつあるが、この段階に入ってさまざまな矛盾点・

問題点が露呈してきている。

まず第1点は、農業政策や森林政策における位置付け(特に森林政策における位置付け)

と、小規模経営に由来する経営の効率性との聞に矛盾が存在する、ということである。第4

章での分析によれば、土地保有・農外就業・資産等において、農家林所有世帯は非所有世

帯よりも恵まれている傾向が認められた。またユーカリ植栽後の動向として、近年の土地

取引が増加した結果、一部の世帯や外部者が農地(畑地)を集積し、ユーカリを植栽して

いくという農家林の規模拡大の過程が進行する一方で、景気悪化後は、農家林経営から退

出する農家がでてきたことが明らかになった。

また、在来樹種の造林に関しても、不在地主が経営するような大規模な造林地のほうが、

造林成績が良いとしづ現状が指摘されている。これは現在の経済の状況下では、裕福層や

不在地主のほうが、農家林業の担い手として効率的であり、反対に小規模で貧しい農家が

経営を維持していくことが困難であることを示している。今後この段階が進むにつれて、

産地や担い手の淘汰・再編が起っていくであろう。

この場合、もし農家林業を社会林業政策の一環として捉え、造林普及を推進していくと

すれば、経済効率や造林成績の効率性を重視すればするほど、社会の公平性との競合を生

じることとなっていき、当初の目的とは矛盾した結果を生むことになってしまう。事実「農

民造林普及プロジェクト」では、実際に支給を受けた者の大半が「農家Jではなかったと
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いわれ、農民団体や NGOからの批判を受けている[Phuchatkan1997，6， 10J20 都市に住む不

在地主や企業家等の外部者にとって、森林経営は、地価の上がるのを待つための魅力的な

選択肢であった。このような、社会林業政策としての「農家林業普及のジレンマJは、イ

ンドの事例をはじめ、世界各地に見出すことができる。

この論文で扱ったような「企業的」農家林業、つまり土地の 1区画を全て植林地として

割り当て、そこで得られた林産物を販売・換金するようなタイプ一辺倒の普及は、どうして

もこのようなジレンマを避けることができないのである。

2. 産業としてのジレンマ

一方で、農家林業を林産業の一部と捉えたとき、このような矛盾点とは全く別の、そし

てタイにおける「育成林業」の現状・将来を考えれば、より重要となるであろう矛盾点が

浮かび、上がってくる。それは、材が育って伐採した後の過程、つまり市場の問題と、ユー

カリと在来樹種の間にある f壁j である。

まず、前者についてユーカリの事例から考えてみよう。第 4章では、ユーカリの流通市

場においてパルプ。工場のシェアが圧倒的に高く、買い手独占の傾向争もっているため、経

済危機後に交渉力の弱い生産者や仲買人にとって、より不利な状況が到来したことが明ら

かになった。契約造林等の市場制度の更なる普及は、このような状況を打開する 1つの策

になりうるが、農民にとって植林に関連するリスクを軽減する役割を十分に果たしている

とはいえない現状が指摘されている [Makarabhirom1998J。今日の制度は農民のためという

よりも、むしろ工場側が原料を安定的に確保する 1手段としての意味合いの方が強いから

である。

一方で、原料を確保する工場側のほうも、農家林業に頼る状況では、ブラジル、南アフ

リカやインドネシアなどの自社林を持つ他国の会社に比べ原料基盤が弱いため、生産規模

を十分に拡大できないという弱みを抱えている。原料確保戦略の転換によって、農家林業

による原料調達を指向してきたパルプp工場であるが、これから AFTAの合意に基づくパルプρ

産業の自由貿易化の時代を迎えるにあたって、彼らも厳しい競争の時代を生き抜いていか

なければならない。農家林業による原料調達のシステムは、彼らにとってもこのようなジ

レンマを抱えているのである。

次に後者の問題、すなわちユーカリと在来樹種の間の「壁」について考えてみよう。第3

章の在来樹種の事例では、ユーカリと在来樹種の造林は、農民にとって異なる位置付けを

持っていることが示されている。フローを重視し、「換金作物」としての意味合いを持つユ

ーカリに対して、在来樹種は「将来のためのj 資産ストックとしての意味合いが強いこと

が明らかになった。また、植林後の手間が要らず、放っておいても 5年程で成長して伐期

zなおこのプロジェクトは、 RFDが直接参加者に補助金を支給するため、汚職の温床ともなって

おり、その点もあわせて糾弾されている。
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を迎えるユーカリとは異なり、在来樹種の場合、育林にある程度の手聞を必要とするため、

在来樹種では造林成績にばらつきが見られることも観察されている。この種の造林はまだ

伐期を迎えていないが、農民による在来樹種の造林が、農家林業として定着するかどうか

は、まだ未知数である。

ともあれ、今後造林木をどのように利用していくかが、在来樹種の農家林業が定着する

かどうかの大きな鍵を撮っていることは明らかであろう。本論文では在来樹種の市場に関

する詳しい検討はしなかったが、既存研究の結果からは、周辺諸国から合法・非合法に輸入

された材との競合が激しく、これによって国内材市場の成長が阻害されている現状が示唆

されている。たとえば、小川[2000]は東北部のナコンラーチャシーマー・ブリーラム・チ

ャイヤプームの 3県で製材所・製材加工業者を訪問し、原料入手の方法について調査して

いるが、ほとんどの業者はマレーシア・カンボジア・ラオス・ブラジルなどからの輸入製

材や丸太を加工・販売しており、国産材の使用はごくわずかであった。

今後林産物市場が自由化への道を進むにつれて、この現状はより一層厳しいものになっ

ていく可能性が大きい。木材利用技術などの進歩や新しい林産物の需要創出などにより、

国内の林産物利用が進む可能性は残されているものの、現時点では、今造林されている造

林木の市場は、非常に不安要素が多いといわざるを得ない。タイとその周辺諸国における

「育成林業Jの発展を視野に入れるならば、ユーカリなどの早生樹種の経験が、在来樹種

にどう生きるかを考えなければならないが、ユーカリと在来長伐期樹種の聞には、実際に

は樹種の性質・参加者の動機・販路その他の様々な点に関して、現時点では超えられない

「壁」が存在するのである。

これらの課題は、タイのような、「ポスト熱帯林破壊j の諸問題に直面している今日の発

展途上国が、持続的な森林利用や「育成林業」へ移行していくための大きな障害になって

いると考えられる。特に林産物の貿易自由化は、これらの課題にさらに拍車をかける可能

性が強い。たとえば、林産物の自由貿易が、タイやフィリピンのような「ポスト熱帯林破

壊」の段階にある国々の育成林業の勃興を妨げ、一方で、インドネシアのような木材輸出

国の自然林を荒廃させる可能性はないであろうか。仮に木材貿易によって、この分野に比

較優位を持つ国々が「育成林業」を発達させたとしても、大規模なモノカルチャーによる

造林で、地域の生態系に深刻な影響を与えはしないだろうか。世界貿易機関(WorldTrade 

Organization: WTO)により林産物の貿易自由化への流れが着々と進みつつある中で、貿易

自由化の与えるこのような影響を、十分議論し尽くしたとはいい難いのではないだろうか。

3. 政策的位置付けの暖昧さ

このように考えていくと、タイにおける農家林業は、今まさに「社会林業」から「産業」

へと移行する過渡期にあり、そのために、両者に関するさまざまな課題が混在していると

いえそうである。そしてこのような混乱は、政策の方向性にも現れていると考えられる。

たとえば、造林普及政策を積極的に推進してきたタイ政府であるが、その目的や支援内容
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をみていると、市場に関してどのような戦略を考えていたのかは、全くの疑問である。特

に在来樹種の場合には、上に挙げたような課題に関して何の考慮も払われていない。また

一方で、当局がこれらの政策を社会林業政策と位置付け、上で指摘したような矛盾点に十

分配慮しているかどうかといえば、これもまた疑問である。ここには、第 2章で述べたよ

うな農業政策と森林政策の農家林業をめぐる位置付けの違い、そして政策当局と農民との

聞の農家林業に関する位置付けの違いが反映されていると考えられる。

たとえば、行政の管轄領域でいうと、農家林業に責任を持つのは基本的には RFDである

が、本論文で見てきたようなタイの農家林業は、非常に「農業的なJ土地利用形態である。

農民は農地に造林し、農地と林地の問には特に明確な境界は見られない。施肥も一般的で

あり、特にユーカリの場合は伐期も短いため、現状では「林業Jであると考えることのほ

うが違和感を覚える。第3章のH村の事例では、農民の農家林業の位置付けも、「農作物」

としての意味合いを持つユーカリと、「資産ストックJとしての意味合いを持つ在来の長伐

期樹種で、は異なっていた。

また、仮にこれらが「林業Jであるとしても(あるいはこれらが「農業」であれ、「林業J

であれ)、「社会林業」から「産業」へ移行する過渡期であるという、上で述べたような現

状認識にたてば、これらは将来的には、「産業」の一部として位置付けられるべきものであ

る。しかし RFDは、基本的には農家林業を、農業政策でも林業政策でもない、森林率回復

という目標を達成するための「森林政策」の一環として扱い、ユーカリも在来樹種も、社

会林業としての普及も産業の育成に方向付けられうるものも、政策的に同じような位置付

けをもって普及に取り組んできたのである。仮に政府が、本論文で扱ったようなタイプの

農家林業を振興していこうという意思があるならば、それは現段階では社会林業の一部と

してではなく、産業政策の一部として取り組むべきであろう。

なお、この問題は、農家林業の将来の方向性をどう考えるのかという問いに加えて、森

林自体をどう定義するのか、というより根本的な間いを含んでいる。現在のタイの森林政

策では、人工林、すなわち森林プランテーションは、経済林として「森林」に含まれる。

森林プランテーションのことはタイ語で"suan pa"と訳されるが、この言葉は一種の合成

語であり、森林を意味する"pa"と樹園地を意味する"suaff'が合成されてできた言葉で

ある。しかし林学用語になじみのない一般の人々や、農家林業の担い手である農民にとっ

て、この言葉は全く現実味のない言葉である。

あるユーカリ関連の民間業者は、筆者が参加していたあるセミナーの席で、"suan pa" 

という言葉の使い方に疑問を投げかけ、"suan mai" (" mai"は木の意味)と呼んだ方が

適切なのではないかと発言した。この質問は、居並ぶ「専門」の方々に、"suan pa"は法

律にも使われる正式用語であるとして一蹴されたが、ここには森林をめぐる専門家と一般

の人々との間の認識の違いが端的に現れているといってよい。昨今のタイにおける環境保

護運動に関連した「商業的林業」への批判も、実はこの部分に根を持つのである。

このようにみると、タイの農家林業は、森林と農業、産業と環境・社会福祉といったさ
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まざまな行政領域や研究テーマに対して関連するがゆえに、かえってその存在が軽視され、

その位置付けが暖味なまま、その実態が先行して拡大してきたといえそうである。第 1章

で述べたような、様々なタイプの土地利用において小農が卓越する東南アジアの地域とし

ての特徴を考える時、この事例は、森林再生か農業開発か、あるいは住民による社会林業

の振興か企業による商業的林業の振興かといった、二者択一式の考え方とは別の方向性が

ありうるということを気づかせてくれるという意味で、重要な含意を持つので、はないだろ

うか。

第3節 まとめと残された課題

以上、本章ではこれまでに明らかになったことをもとに、タイにおける農家林業の可能

性と問題点について考察してきた。最後に、これらを第 1章で述べられた 3つの視点に従

って整理し、今後の研究における課題を述べて、論文を締めくくりたい。

まず第 1点は、方法論として、農民による林業の普及過程、特に農家林業の拡大過程を

農業近代化や社会経済変化の文脈で捉える必要性に関する点である。本論文では、この点

を特に重視し、政府・企業及び農民の各アクターが、どのように外部要因や他のアクターの

行動に対する対応を変化させてきたかに注目して、農家林業の拡大過程を検証した。その

結果、本章第 1節で示されたような構造が明らかになった。今後は、このような過程がど

のような条件下の熱帯諸国において起こりうるのかに関する詳しい検討が必要である。

第2点は、社会林業等の住民を担い手とした林業の普及がどのようになされてきており、

それが採取林業から育成林業への転換というコンテクストの中で、どのように位置づけら

れるのかという点である。この点に関して本論文の結果から示唆されることは、 1)人口増

加・人口密度の増加や森林フロンティアの消滅との関連性と、 2)経済発展がもたらした急

激な社会経済変化の影響、そして 3)いわゆる「市民社会Jの形成である。 1)は資源を希少

化させ、農業政策や森林政策、さらには農民の農業のあり方までを規定する要因となった。

2)はそれによって農業・農村の相対的位置付けが変化し、農民の作付け行動の変化や土地

市場の活性化の誘因となって、農家林業の進展に影響を与えた。そして 3)は、さまざまな

政治勢力が政治への働きかけを強めていくことで、世論形成や政策策定に影響を与えた。

仮にこの 3つの条件が、農家林業・その他の住民林業の振興や育成林業の勃興に必要な条

件であるとすれば、今後の熱帯林の展望について、非常に暗い見通しを考えざるを得ない。

他国の事例やマクロ分析などによる、より詳しい研究が必要とされている。

そして第 3点は、今日の熱帯地域・特に東南アジアにおける育成林業が、どのような条

件下で勃興しつつあるのか、それは先進諸国の事例とどのように異なり、どのような制約

を受けているのか、という点である。本研究では、タイにおいて農家林業が、政府・企業及

び農民の各アクターの変化への対応過程によって拡大してきた過程を分析したが、その結

果は先進諸国の、特に日本における過程とは異なる部分が多い。最も根本的な相違点は、
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日本の場合は、鎖国条件下の「閉じた社会」における過程であったが、本論文が対象とし

た事例は、現代のグローパルな社会条件下、すなわち「聞かれた社会Jにおける過程にな

っている。木材やパルプロ材、そして農産物の価格は圏内資源の賦存条件だけでなく、今日

では国際価格にも影響を受ける。自由貿易は当該産業の競争を激化し、資源の国際移動を

より容易にしていく。

本論文の事例では、育成林業への第 1段階である造林へのインセンティブが、各アクタ

ーの反応によってうまく作り出されたことが明らかになったが、一方でその後の段階、つ

まり生産した材を販売する過程において、課題が山済みとなっている。この点を考慮する

時、このような条件下で成立する「持続的な林業」または f育成林業」とはどのようなも

のでありうるのか、より詳しい研究が望まれよう。

以上、これらの課題に関しては、本研究はもとより、まだまだ実証しきれないテーマが

山積みとなっている。今後の課題として、なお一層の研究の積み重ねが必要であることを

記して、本論文の締めくくりとしたい。
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付録:写真

写真 1:水田の風景 (H村)

写真右から左へと緩やかに傾斜する水田と、隣接する溜池。写真の右には畑地がある。

写其 2:畑地の風景 (p村・ G村)

手前左からサトウキピ、キャッサバ。正面奥と右奥がユーカリ。典型的な高みの風長。
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写真 3:山出しを待つユーカリ苗 (H村)

写真4:パルプ工場の契約造林 (CTF)を普及する事務所(ナコンラーチャシーマー県)
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写真 5:野火の被害を受けたユーカリ (H村)と伐期を迎えたユーカリ (p村・ G村)

写真6:重度の塩害地とユーカリ (p村)

ユーカリは、ある程度の塩害にも耐え成長する。
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写真7:ユーカリの伐採(マハーサーラカーム県)

，. !" 

.-
写真8:薪炭材としてのユーカリ (p村)

一部は自家消費用の薪炭材となる。
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写真 9:ユーカリ仲買人

建築用の足場材をトラックから降ろしているところ。

写真 10:コーンケーン市内の木材商(r道沿しリ仲買人)

看板に「ユーカリ ・モクマオワ売っていますJとある。

110 



写真 11:パルプ工場 (コーンケーン県)

門前に仲買人たちのトラックが連なっている。

写真 12:在来樹種の造林(チャイヤプーム県)

不在地主によるタウンヤ耕作地。左がチーク、右がピノレマカリン。管理を任されている酬l

民が、中央でトウモロコシを耕作している。
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写其 12:都市住民によるユーカリ(マハーサーラカーム県)

金行とその経営者。看板に「育ったユーカリの木売っていますJとある。

写真 13:ユーカリの伐根作業 (G村)

ユーカリ伐採後伐根し，再びキャッサパを植える。
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写真 14:キャッサパの収穫風最 (G村)

写真 15:サトウキピの収穫風景 (G村)
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写真 16:水牛による耕起作業 (H村)

最近耕転機に取って代わられ、 ほとんど見られなくなっている。

写真 17:耕転機による耕起作業 (p村)
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写真 18:田植え (p村)

写真 19:直播稲作 (p村)
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写真 20:伝統的な股外就業 (p村)

竹で漁具を作っているところ。

写真21:古若の行商 (p村)

商品を選別している ところ。
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